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第 1章 はじめに 

 

 

1.1. 本論の問題意識 

 

 無名の企業が販売した無名の製品が、いつの間にか消費者から人気を得ることがある。このよ

うな製品が全て、革新的な新機能や他社製品を圧倒するほどの高機能を備えているとは限らない

し、企業が莫大な費用を投じて大規模なプロモーションを行った製品であるとも限らない。それ

にもかかわらず、その製品が人気を得たのは、その無名の製品を試した消費者が、家族や友人に

その製品の優れた点を伝え、その話を聞いてその製品を試した人が、身の回りの人にその情報を

次々に広めたからであろう。 

 このように、製品やサービスに関する情報を人から人へ伝達することを、クチコミと呼ぶ。マ

ス広告が、販売促進の目的で消費者に向けて行う企業のコミュニケーションであるのとは異なり、

クチコミは、販売促進とは無関係に、消費者間で自発的に情報を伝達しようとして行われるコミ

ュニケーションである。企業によるコントロールが及ばないため、クチコミのような非公式なコ

ミュニケーションは、マス・メディアによるコミュニケーションに比して、消費者の重要な情報

源として見なされることが古くから指摘されている（e.g., Kats and Lazarsfeld, 1955; Beal and 

Rogers, 1957; Fisk, 1959）。 

 「クチコミ」が、マーケティング研究者および実務家を魅了するトピックであり続ける理由の

1 つは、単なる人的なコミュニケーションにすぎないクチコミが、企業が多額の費用をかけて行

うマス広告に比して、消費者行動に大きな影響を与えうるという点にあると考えられる。特に、

自社のマーケティング活動の効率を向上させるために、クチコミをいかに効果的に活用するか、

あるいは、クチコミの影響をいかにしてコントロールするかといった問題は、実務家にとって差

し迫った課題であるといえるだろう。 
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 クチコミには、対面のクチコミと eクチコミの 2種類の形態が存在する。Arndt（1967a）によ

ると、クチコミは、あるブランド、製品、あるいは、サービスに関して、話し手と受け手の間で、

対面の形式で行われるコミュニケーションのことであり、受け手には非商業的であると知覚され

るコミュニケーションのことである。このように定義されうるのは、インターネットが登場し、

一般的なメディアとして消費者の間で普及する以前の対面のクチコミである。インターネットの

普及に伴って、消費者は、対面のクチコミだけでなく、インターネット上のクチコミ、すなわち

e クチコミを入手することも可能となった。ブログや SNS（ソーシャル・ネットワーキング・シ

ステム）、電子掲示板といったソーシャルメディアを通じて、消費者は、対面では会ったことの

ない人が発信する e クチコミにも容易に接触することが可能である。さらに、Web 上には、化粧

品、飲食店、電化製品、病院等、あらゆる製品、サービスに関するクチコミサイトが存在し、そ

こには膨大な量の e クチコミが収集され、常時公開されている。こうした eクチコミを、消費者

は、マス広告を代替ないし補完する情報源として見なすようになった（Chevalier and Mayzlin, 

2006）。そして、対面のクチコミと同様、ある製品の購買経験を持つ消費者が発信した e クチコ

ミは、その製品に対する消費者の態度形成、あるいは、その製品の購買を検討している消費者の

購買意思決定に大きな影響を与える（Goldenberg, Libai, and Muller, 2001）。消費者の態度形成や

購買意思決定における eクチコミの有効性は、多くの研究によって報告されている（e.g., 杉谷，

2008）。e クチコミは消費者の日常生活に浸透し、それに伴って e クチコミの役割の重要性はま

すます高まっている。このような状況のもとで、eクチコミの影響を効率的にコントロールする

ことは、企業にとって、マーケティング活動における喫緊の課題であるといえよう。 

消費者行動、特に、受け手である消費者の製品態度や購買意図に代表される製品評価因子に大

きな影響力を持つという点においては、eクチコミは、従来の対面のクチコミと同様であると考

えられる（e.g., Brown and Reingen, 1987; Doh and Hwang, 2009; Engel, Kegerreis, and Blackwell, 

1969; Herr, Kardes, and Kim, 1991; Kiecker and Cowles, 2001; Lee, Park, and Han, 2008; Park and Kim; 

2008; Richins, 1983）。しかしながら、eクチコミには、対面のクチコミとは大きく異なる特徴が
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ある。その特徴の 1つとして、受け手である消費者が一度に露出することのできるクチコミの数

が挙げられる。対面のクチコミは、送り手と受け手の間の 1対 1の対面でのコミュニケーション

であるため、受け手である消費者は、相手が発信した 1 個のクチコミにしか一度に露出しない。

一方、通常 1 つの Web ページ上に複数の e クチコミが掲載されているため、受け手である消費

者は、その複数の eクチコミに一度に露出することが可能である。すなわち、対面のクチコミの

場合、受け手である消費者は、1 人の送り手によって発信された、肯定的（正）なクチコミある

いは否定的（負）なクチコミのどちらか 1 個にしか露出することができないのに対して、e クチ

コミの場合、異なる複数の送り手によって発信された正のクチコミおよび負のクチコミが、1つ

の Web ページ上に混在しているため、受け手である消費者は、それらのクチコミに対して同時

に情報処理しようとすると考えられる。 

こうした eクチコミに特有の特徴を捉え、1 つの Webページ上に掲載された複数の eクチコミ

が消費者行動に与える影響を吟味した研究は希少である。なぜなら、大半の eクチコミに関する

研究は、消費者が正のクチコミのみ、あるいは、負のクチコミのみを参照するような非現実的な

状況を想定するに留まっており、これら 2 種類の複数の e クチコミが 1 つの Web ページ上に同

時に掲載されているという現実的な状況を想定していないからである。このような既存研究が残

した課題に取り組み、消費者が、1 つの Web ページ上に掲載された複数の eクチコミに対して同

時に情報処理する際、eクチコミが消費者行動にいかなる影響を与えるのか、という疑問に対す

る解答を導出することが、本論の主要な研究課題である。 

 e クチコミの影響を議論する際に、e クチコミの影響に関する独立変数が、実に多様に存在す

るということを念頭に置いておかなければならないだろう。たとえば、クチコミが伝達する情報

の内容に関して、製品について肯定的な評価を下している正のクチコミがある一方、否定的な評

価を下している負のクチコミもある。製品の持つ属性について、客観的に記述しているクチコミ

がある一方、製品を利用することを通じて得られる便益あるいは効用について、主観的に記述し

ているクチコミもある。クチコミの対象製品に着目すれば、その製品のブランドが消費者によく
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知られている場合がある一方、消費者にあまり知られていない場合もある。クチコミ対象製品が、

受け手である消費者にとって品質評価の困難な製品である場合がある一方、品質評価の容易な製

品である場合もある。さらに、クチコミ対象製品が、消費者の重視する属性が快楽的であるよう

な製品である場合がある一方、それが実用的であるような製品である場合もある。受け手である

消費者に着目すれば、その消費者が、クチコミ対象製品に関連した情報を処理する能力があり、

かつ、その情報を処理したいと考える動機がある場合とそうでない場合がある。 

 本論は、消費者行動における e クチコミの影響をモデル化し、実証することを企図する。その

際、受け手である消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに対して同時に

情報処理するという、前述の eクチコミに特有の特徴を考慮に入れる。具体的には、1つの Web

ページ上に複数の正のクチコミと負のクチコミが掲載されている状況を考慮に入れ、以下に挙げ

る研究課題を探究する。 

 第 1に、既存研究は、消費者が、正のクチコミのみ、あるいは、負のクチコミのみに露出する

ような状況を想定し、負のクチコミによる負の影響を受けにくい条件――クチコミ対象製品のブ

ランド熟知性が高い場合、および、クチコミ対象製品が探索財である場合――を報告しているが、

1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコミに対して、消費者が同時

に情報処理するような状況において、負のクチコミによる負の影響を受けにくいのは、いかなる

条件下においてであるのかということを吟味する必要があると考えられる。すなわち、本論が取

り組む 1 つ目の研究課題は、 

（ⅰ）クチコミの正負の比率、クチコミ対象製品のブランド熟知性、および、クチコミ対象製

品の種類は、消費者のブランド評価にいかなる影響を与えるのか 

という課題である。 

 第 2に、正のクチコミは消費者行動に正の影響を与え、負のクチコミは負の影響を与えるとい

う大半の既存研究の主張とは異なり、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負

のクチコミが、消費者行動に逆説的に正の影響を与えるという興味深い現象は報告されているも
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のの（Doh and Hwang, 2009）、そのような現象が生じる条件は解明されていないため、その条件

を識別する必要があると考えられる。すなわち、本論が取り組む 2つ目の研究課題は、 

（ⅱ）クチコミの正負の比率、クチコミ対象製品の種類、クチコミを閲覧する消費者の専門性、

および、クチコミ・メッセージの内容の種類は、消費者の態度形成にいかなる影響を与

えるのか 

という課題である。 

 第 3 に、受け手である消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに対して

同時に情報処理するという、e クチコミに特有の特徴を考慮に入れることに伴って、1つの Web

ページ上におけるクチコミの並び順という別の特徴が浮上するため、クチコミの並び順の違いが

消費者行動に与える影響を吟味する必要があると考えられる。すなわち、本論が取り組む 3つ目

の研究課題は、 

（ⅲ）クチコミの正負の比率、および、クチコミの並び順は、消費者の態度形成にいかなる影

響を与えるのか、 

という課題である。 

 以上の 3つの課題を解決すべく、本論は、それぞれの課題に対応した 3つの実証分析Ⅰ～Ⅲを

行う。既存研究において捨象されてきた、1つの Webページ上に複数の e クチコミが掲載されて

いるという現実的な状況を考慮に入れ、e クチコミが消費者行動に与える影響を吟味することに

よって、e クチコミに関する研究の成熟および発展に貢献したい。 

 

 

1.2. 本論の流れ 

 

 本論は、次章第 2章のクチコミ研究の潮流、第 3 章の実証研究Ⅰ（ブランド熟知性と製品種類

が消費者のブランド評価に与える影響）、第 4 章の実証研究Ⅱ（負のクチコミの逆説的影響が生
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じる 2つの条件）、第 5章の実証研究Ⅲ（クチコミの並び順の影響）、および、第 6章のおわりに

によって構成されている。 

 次章第 2章においては、対面のクチコミに関する研究および eクチコミに関する研究を概観す

る。そのために、まず、第 1 節においては、1970 年代以前のクチコミ研究をレビューする。こ

の時代に活発に行われた研究として、広告の影響と対面のクチコミの影響を比較した研究、およ

び、イノベーションの普及におけるクチコミの役割を吟味した研究をレビューする。第 2 節にお

いては、1980 年代から 1990 年代にかけてのクチコミ研究をレビューする。この時代に活発に

行われた研究として、負のクチコミの発信動機を探究した研究、および、正のクチコミの影響

と負のクチコミの影響を比較した研究をレビューする。第 3 節においては、2000 年以降のクチ

コミ研究をレビューする。2000 年以降、e クチコミに関する研究が活発に行われるようになり、

e クチコミに関する多様な研究知見が蓄積されてはいるものの、本節においては、e クチコミが

消費者行動に与える影響を中心にレビューする。第 4節において、本章のまとめを提示する。 

第 3章においては、実証研究Ⅰと題して、前節において示した研究課題（ⅰ）に対応して、ク

チコミ対象製品のブランド熟知性と製品種類が消費者のブランド評価に与える影響を吟味する。

そのために、まず、第 1節においては、問題意識を提示する。第 2節においては、問題意識に関

連した既存研究を振り返る。第 3節においては、振り返った既存研究を踏まえて、新たな仮説を

提唱する。第 4 節においては、提唱した仮説の経験的妥当性を吟味するために、実証分析を行う。

第 5節においては、実証分析の結果に基づいて、考察を行う。第 6節においては、本章における

実証分析の成果および残された課題に言及する。 

第 4章においては、実証研究Ⅱと題して、前節において示した研究課題（ⅱ）に対応して、多

数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に逆説的に正

の影響を与える条件を識別する。すなわち、クチコミ対象製品の種類、クチコミを閲覧する消費

者の専門性、および、クチコミ・メッセージの内容の種類が、消費者の態度形成に与える影響を

吟味する。そのために、まず、第 1節においては、問題意識を提示する。第 2節においては、問
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題意識に関連した既存研究を振り返る。第 3 節においては、振り返った既存研究を踏まえて、新

たな仮説を提唱する。第 4節においては、提唱した仮説の経験的妥当性を吟味するために、実証

分析を行う。第 5節においては、実証分析の結果に基づいて、考察を行う。第 6節においては、

本章における実証分析の成果および残された課題に言及する。 

第 5章においては、実証研究Ⅲと題して、前節において示した研究課題（ⅲ）に対応して、前

章で識別された 2つの条件下における、クチコミの並び順が消費者の態度形成に与える影響を吟

味する。そのために、まず、第 1 節においては、問題意識を提示する。第 2節においては、問題

意識に関連した既存研究を振り返る。第 3節においては、振り返った既存研究を踏まえて、新た

な仮説を提唱する。第 4 節においては、前章で識別された 1つの条件のもとで、提唱した仮説の

経験的妥当性を吟味するために、実証分析を行う。第 5 節においては、前章で識別されたもう 1

つの条件のもとで、実証分析を行う。第 6節においては、2 つの実証分析の結果に基づいて、考

察を行う。第 7 節においては、本章における実証分析の成果および残された課題に言及する。 

最終章である第 6章においては、本論を総括し、その成果および課題に言及する。第 1節にお

いて、本論の問題意識を再度確認し、その問題意識に対する解答を導出するために行った 3つの

実証研究の内容を振り返る。第 2節において、本論の研究上の限界および課題に言及し、今後の

研究の展望を示す。 
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第 2章 クチコミ研究の潮流 

 

 

 本論の目的は、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに同時に露出す

るような状況のもとで、eクチコミが消費者行動にいかなる影響を与えるのかを解明することに

ある。この目的を達成するために、本章では、対面のクチコミの影響がいかにして議論されてき

たのか、あるいは、e クチコミの影響がいかにして議論されてきたのかといった観点から、クチ

コミ研究を概観する。そのために、第 1 節においては、1970 年代以前のクチコミ研究をレビュ

ーする。この時代に活発に行われた研究として、広告の影響と対面のクチコミの影響を比較した

研究、および、イノベーションの普及におけるクチコミの役割を吟味した研究をレビューする。

第 2節においては、1980 年代から 1990 年代にかけてのクチコミ研究をレビューする。この時代

に活発に行われた研究として、負のクチコミの発信動機を探究した研究、および、正のクチコミ

の影響と負のクチコミの影響を比較した研究をレビューする。第 3 節においては、2000 年以降

のクチコミ研究をレビューする。2000年以降、e クチコミに関する多様な研究知見が蓄積されて

はいるものの、本節においては、e クチコミが消費者行動に与える影響を中心にレビューする。

第 4節において、本章のまとめを提示する。 

 

 

2.1. 第 1期：1970年代以前のクチコミ研究 

 

2.1.1. 広告の影響とクチコミの影響の比較 

 

 1960年代から 1970年代にかけて、対面のクチコミを対象とするクチコミ研究が活発に行われ

始めた。この時期のクチコミ研究は、主に、広告の影響と比較しながらクチコミの影響を議論し
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た研究と、イノベーションの普及におけるクチコミの役割を議論した研究の 2通りに分類される

と考えられる。前者は、社会心理学の領域において Lazarsfeld, Berelson, and Gaudet（1944）およ

び Katz and Lazarsfeld（1955）によって中心的に行われた、マス・コミュニケーションの効果と

パーソナル・コミュニケーションの効果の比較に関する研究群からの影響を受けており、他方、

後者は、社会学の領域において Rogers（1962）によって中心的に行われたイノベーションの普

及に関する研究群からの影響を受けている。本項においては、前者の研究群、すなわち、Lazarsfeld, 

et al.（1944）および Katz and Lazarsfeld（1955）を嚆矢とする、パーソナル・コミュニケーショ

ンとしてのクチコミの影響をマス・コミュニケーションとしての広告の影響と比較した研究群を

レビューする。 

 Lazarsfeld, et al.（1944）は、マス・コミュニケーションの効果とパーソナル・コミュニケーシ

ョンの効果を比較した。彼らは、アメリカ大統領選挙における広報活動の効果を吟味し、クチコ

ミのようなパーソナル・コミュニケーションの方が、ラジオ、新聞、およびテレビといったマス・

コミュニケーションに比して、有権者の態度変容に大きな影響を与えることを示した。すなわち、

パーソナル・コミュニケーションの影響の方が、マス・コミュニケーションの影響に比して、大

きいことを見出した。この結果を踏まえて、Lazarsfeld, et al.は、情報の 2段階の流れ仮説を提唱

した。情報の 2 段階の流れ仮説とは、マス・コミュニケーションを通じて、オピニオン・リーダ

ーへ情報が伝達され、そして、オピニオン・リーダーから、情報取得に対して消極的な集団内の

他のメンバーへ、クチコミを通じて情報が伝達されると主張した仮説である。オピニオン・リー

ダーは、マス・コミュニケーションを通じて得た知識によって集団内の他のメンバーから必要と

される存在であるため、オピニオン・リーダーは知識を得続けることに義務感を抱いている。し

たがって、オピニオン・リーダーは、集団内の他のメンバーとの会話の中で情報を伝達するとい

う自身の役割を正当化させるために、マス・コミュニケーションからの情報を積極的に取得する

存在であると考えられた。 

 Katz and Lazarsfeld（1955）は、ファッション、映画鑑賞、あるいは、食料品店での買い物と
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いった様々な分野を対象にして、情報の 2 段階の流れ仮説を吟味した。結果として、彼らは、分

野ごとに異なるオピニオン・リーダーが存在することを見出した。さらに、各分野におけるオピ

ニオン・リーダーの方が、集団内の他のメンバーに比して、特定の関心領域に関する雑誌をより

頻繁に読んでいるということを見出した。たとえば、ファッションのオピニオン・リーダーなら

ば、ファッション雑誌をより頻繁に読み、映画鑑賞のオピニオン・リーダーならば、映画雑誌を

より頻繁に読むということである。さらに、オピニオン・リーダーは、マス・コミュニケーショ

ンを通じて積極的に情報を取得するだけではなく、集団内の他のメンバーに積極的に情報を伝達

しているということも見出した。オピニオン・リーダーから情報を伝達された集団内の他のメン

バーの多くは、その情報を決め手として、購買する製品を選択した。したがって、パーソナル・

コミュニケーションは、消費者の意思決定に大きな影響を与えうると結論づけられた。 

 Lazarsfeld, et al.（1944）および Katz and Lazarsfeld（1955）の知見を踏まえて、Brooks（1957）

は、広告や人的販売が、製品に関する情報を消費者に提供する情報源であるのと同様に、消費者

同士のネットワーク内で伝達されるクチコミも、消費者にとって情報源として有用であると指摘

している。さらに、彼は、企業が消費者の意見および行動を変容させるのに際して、クチコミの

ようなパーソナル・コミュニケーションは効果的であると指摘している。すなわち、クチコミは、

消費者の製品採用に関する意思決定に大きな影響を与えるということを示唆している。また、

Brooks は、企業のマーケティング活動におけるクチコミの重要性を主張しており、クチコミは、

製品の販売促進のための広告手法の一つとして、広告および人的販売と共に活用可能であると指

摘している。 

 クチコミが消費者の製品採用における意思決定に対して影響力を持つということは、Brooks

（1957）によって指摘されたものの、消費者が他者からのクチコミを聞いたり、他者にクチコミ

を発信したりするのはいかなる動機づけによってであるのかということは探究されてこなかっ

た。そこで、クチコミによるパーソナル・コミュニケーションにおける消費者心理の解明を試み

たのが、Dichter（1966）である。彼は、クチコミの受け手の動機づけおよびクチコミの送り手の
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動機づけを識別した。Dichter は、アメリカ国内の 24 箇所においてインタビュー調査を実施し、

回答者から、クチコミを通じて他者に製品を推奨した 352件の事例、および、クチコミを通じて

他者から製品を推奨された 488件の事例を収集した。 

 調査の結果、クチコミの受け手は、送り手を、販売における権威、有名人、専門家、興味を共

有する人、親密な人、良心を持つ人、および、製品の特徴を伝達する人であると見なすことによ

って、クチコミを聞くことを動機づけられるということが見出された。販売における権威とは、

訓練や仕事を通じて、一般的な消費者に比して、製品に近しく、その製品を知っている人である。

有名人とは、テレビやラジオに登場するような有名な人、あるいは、製品と直接的に結びついて

いない分野における有名人である。専門家とは、ある製品に関して非常に精通しているものの、

その製品に関する知識で生計を立てていない人である。興味を共有する人とは、自分と趣味や嗜

好が似ていたり、生活様式が似ていたりする人である。親密な人とは、受け手の家族、親戚、お

よび、非常に近しい友人のことで、話さずとも心情を理解することが可能である人である。良心

を持つ人とは、受け手の幸福を常に願うほどの親しく、誠実な人である。製品の特徴を伝達する

人とは、製品の特徴および有効性に関する感想を伝える人である。 

 また、クチコミの送り手は、製品関与、自分自身への関与、他者への関与、および、メッセー

ジへの関与によって、クチコミを発信することを動機づけられるということが見出された。製品

関与とは、製品を使用することによって得られた満足や興奮に基づくものである。自分自身への

関与とは、送り手が、製品を使用した経験を確認し、自分を安心させようとする心理に基づくも

のである。他者への関与とは、他者を援助したり、自分の経験を他者と共有したりしようとする

傾向に基づくものである。メッセージへの関与とは、広告における販売促進を目的とするメッセ

ージへの疑念に基づくものである。このことから、消費者がクチコミを聞いたり、クチコミを発

信したりするのは、多様な動機づけによってであるということが示唆された。 

 クチコミが消費者の製品採用に与える影響に焦点を合わせていた Brooks（1957）に対して、

クチコミの影響によって新製品を採用した消費者の、製品採用後の行動に焦点を合わせて、情報
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の多段階の流れ仮説を提唱したのが、Sheth（1971）である。後述の Rogers（1962）のような既

存研究が、高リスクのイノベーション、すなわち、新市場を創造するような非常に革新的な新製

品の普及を対象として、クチコミの影響を吟味してきたのに対して、彼は、低リスクのイノベー

ション、すなわち、既存製品に改良を施したような革新的ではない新製品に着目し、広告の影響

とクチコミの影響を比較検討した。Shethは、ステンレス製の髭剃り刃を採用した 900人以上の

男性に対してインタビュー調査を実施した。ステンレス製の髭剃り刃は、鋼製の髭剃り刃を改良

した新製品であった。 

 調査の結果、クチコミを通じて新製品を認知した消費者の方が、広告を通じて新製品を認知し

た消費者に比して、クチコミの影響によって新製品を採用し、さらに、他の消費者に対して新製

品のクチコミを発信する傾向が高いことが見出された。すなわち、クチコミを通じて新製品の情

報を得て、新製品を採用した消費者が、その他の消費者に新製品の情報をより多く伝達したとい

うことである。この結果は、マス・コミュニケーションを通じて、オピニオン・リーダーへ情報

が伝達され、そして、オピニオン・リーダーから、情報取得に対して消極的な集団内の他のメン

バーへ、クチコミを通じて情報が伝達されるという、Lazarsfeld, et al.（1944）および Katz and 

Lazarsfeld（1955）が主張する情報の 2段階の流れ仮説に反する結果であった。したがって、Sheth

は、広告を通じて新製品を認知して採用した消費者だけではなく、クチコミを通じて新製品を認

知して採用した消費者も、その他の消費者に新製品の情報を伝達するという情報の多段階の流れ

仮説を主張した。 

 Sheth（1971）が、クチコミを通じて情報を取得した消費者が、その他の消費者に情報を伝達

するという現象を見出したことを踏まえて、Day（1971）は、クチコミを通じて情報を取得した

消費者の態度変容に着目し、広告の影響とクチコミの影響を比較検討した。彼は、新製品と既存

製品の間において、クチコミおよび広告の露出を原因とする消費者の態度変容にいかなる差異が

生じるのかを吟味した。Dayは、インスタント食品の新ブランドと既存ブランドを用いて、1,100

人の主婦に対して電話インタビューおよび質問紙調査を実施した。 
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 調査の結果、クチコミ対象製品が新ブランドおよび既存ブランドである場合において、ブラン

ドに対して正の態度変容を起こした消費者が、クチコミに露出した消費者に占める割合の方が、

広告に露出した消費者に占める割合に比して大きかった一方、ブランドに対して負の態度変容を

起こした消費者が、広告に露出した消費者に占める割合の方が、クチコミに露出した消費者に占

める割合に比して大きかった。さらに、消費者の態度変容の大きさは、クチコミ対象製品が新ブ

ランドである場合の方が、既存ブランドである場合に比して大きかった。このことから、新製品

および新ブランドに関するクチコミは、消費者が元々抱いていた態度を大きく好転させる一方、

新製品および新ブランドに関する広告は、消費者が元々抱いていた態度を大きく低下させうると

いうことが示唆された。このような結果に対して、Dayは、新ブランドに関する広告は、消費者

の認知を促進するのに重要であり、それゆえ、新ブランドに関するクチコミの方が、消費者の態

度形成、態度変容、および、購買意思決定において重要であると指摘している。 

 情報の多段階の流れ仮説（Sheth, 1971）を踏まえて、クチコミを通じて情報を取得した消費者

の態度変容に着目した Day（1971）に対して、Holms and Lett（1977）は、クチコミを通じて情

報を取得した消費者のクチコミ発信行動を探究した。彼らは、配布された製品サンプルを使用し

た消費者の製品に対する態度、購買意図、および、製品の利用頻度によって、クチコミ発信行動

にいかなる差異が生じるのかを吟味した。具体的には、インスタントコーヒーの購買経験者 168

人に対して、インスタントコーヒーの仮想ブランドのサンプルを配布した。そして、数日後にサ

ンプル利用者に対してインタビュー調査を実施した。 

 調査の結果、製品に対して好ましい態度を抱く消費者、および、購買意図の高い消費者の方が、

製品に対して好ましくない態度を抱く消費者、および、購買意図の低い消費者に比して、クチコ

ミを発信する傾向が高いのと同時に、多くの人にクチコミを発信することが見出された。このこ

とから、クチコミの発信を促進する主要な要因は、製品に対する好ましい態度であるということ

が示唆された。さらに、消費者は、広告に露出しなくても、製品サンプルを使用することによっ

て、クチコミを発信するということも見出された。したがって、製品サンプルの方が、広告に比
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して、消費者に製品に対する好ましい態度を形成させたり、クチコミ発信を促進したりする点で

有効な販売促進手法として見なすことができると結論づけられた。また、クチコミを発信する傾

向に関して、インスタントコーヒーの利用頻度が高いヘビーユーザーと、インスタントコーヒー

の利用頻度がそれほど高くないライトユーザーとの間に、統計的有意差は認められなかったもの

の、ヘビーユーザーの方が、ライトユーザーに比して、多くの人にクチコミを発信するというこ

とが示唆された。 

 

2.1.2. イノベーションの普及におけるクチコミの役割 

 

 本項においては、Rogers（1962）を嚆矢とする、イノベーションの普及におけるクチコミの役

割を吟味した研究群をレビューする。 

 Rogers（1962）は、イノベーションの普及理論を提唱した。イノベーションとは、新しいアイ

デア、新技術、あるいは新製品のことである。彼は、イノベーションがどのように社会に普及す

るのかということと、イノベーションがどのように個人に採用されるのかということを説明する

ための多くの経験命題を導出した。さらに、彼は、正規分布を仮定したイノベーションの普及プ

ロセスを描写し、イノベーションの採用者を、イノベーター、初期採用者、前期多数派、後期多

数派、および、遅滞者という 5つのグループに分類した。互いに異なる採用者特性を持つとされ

た 5つのグループの中で、初期採用者は、オピニオン・リーダーの役割を果たし、前期多数派や

後期多数派といったフォロワーに新製品に関する情報を伝達することが見出された。このことか

ら、オピニオン・リーダーが発信するクチコミのようなパーソナル・コミュニケーションが、イ

ノベーションの普及に大きな影響を与えていることが示された。また、Rogers は、すでに抱い

ている態度や関心に沿わないようなコミュニケーションを、受け手が受け入れないことを選択で

きるという点で、クチコミの方が、広告のようなマス・コミュニケーションに比して、影響力を

持つと指摘している。 
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 Lazarsfeld, et al.（1944）および Katz and Lazarsfeld（1955）が主張する情報の 2段階の流れ仮説

は、選挙広報活動の効果を対象とし、投票者の態度をいかにして効率的に変容させるのかという

ことに関心があった。それに対して、Rogers（1962）は、イノベーションの普及を対象とし、社

会あるいは個人にいかにして効率的に新製品を普及／採用させるのかということに関心があっ

た。したがって、いずれの研究も、人はどのように効率的に説得されるのかということを取り扱

うことによって、クチコミのようなパーソナル・コミュニケーションの影響を指摘したという点

で共通していると見なすことができるだろう。 

 Rogers（1962）は、クチコミがイノベーションの採用に影響を与えると主張しているが、クチ

コミとイノベーションの採用との関係に影響を与える要因や、クチコミの内容を考慮には入れて

いなかった。そこで、Arndt（1967b, 1968）は、クチコミが消費者の新製品購買意図に与える影

響を吟味し、クチコミの内容によってその影響が異なることを示した。彼によると、クチコミは、

その内容によって 3種類に分類されるという。3 種類のクチコミとは、クチコミの受け手が、ク

チコミ対象製品を購買することが好ましいと感じる「正のクチコミ」、クチコミの受け手が、ク

チコミ対象製品を購買することを好ましくないと感じる「負のクチコミ」、および、前者 2 つの

うちどちらにも分類されない「中立的なクチコミ」である。たとえば、Arndt（1967b）は、食料

品の新製品を試験的に販売し、被験者の新製品購買行動をモニタリングするフィールド実験を実

施した。そして、実験期間終了後に、被験者に対してインタビュー調査を実施した。 

 調査の結果、好ましいクチコミ、すなわち、正のクチコミを伝達された被験者は、クチコミ対

象製品を購買する可能性が高い一方、好ましくないクチコミ、すなわち、負のクチコミを伝達さ

れた被験者は、クチコミ対象製品を購買する可能性が低いということが見出された。このことは、

クチコミの内容が、肯定的であるのか、それとも、否定的であるのかによって、そのクチコミの

受け手の購買行動が異なるということを示唆している。 

 イノベーターと非イノベーターを比較することによって、イノベーターの役割を描写したのが、

Engel, Kegerreis, and Blackwell（1969）である。彼らは、イノベーターがオピニオン・リーダーと
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しての役割を発揮すると主張した。Engel, et al.は、新しいサービスである自動車診断センターの

開業に着目し、自動車診断サービスの初期利用者と、無作為抽出された一般消費者を対象にして

インタビュー調査を実施した。自動車診断サービスの初期利用者は、イノベーターとして、一般

消費者は、非イノベーターとして見なされた。 

 調査の結果、イノベーターの方が、非イノベーターに比して、頻繁に他者から新製品に関する

意見を求められる傾向が高いことが見出された。すなわち、イノベーターは、説得力のある情報

を提供する人であると周囲の人から認識されているということである。さらに、イノベーターの

方が、非イノベーターに比して、頻繁に他者に新製品に関する意見を述べる傾向が高いことも見

出された。すなわち、イノベーターは、他者に有意義な情報を伝達することを目的として、新製

品に関する情報を取得し、その情報を自発的に拡散するという、オピニオン・リーダーとしての

役割を果たしているということが示唆された。彼らは、新しいサービスである自動車診断センタ

ーという 1種類のイノベーションだけを取り扱っているため、その他の種類のイノベーションを

取り扱う必要があると指摘している。 

 Arndt（1967b, 1968）や Engel, et al.（1969）は、消費者の新製品採用に焦点を合わせて、クチ

コミの影響を探究してきたが、生産財市場における企業の新製品採用において、クチコミがいか

なる影響を与えるのかを吟味した研究もある。Martilla（1971）は、加工紙市場に着目し、封筒

加工、伝票加工、および、グリーティング・カード加工を取り扱う紙加工企業 106 社を対象にし

てフィールド調査を、また、紙加工企業の幹部社員約 380人に対してインタビュー調査を、それ

ぞれ実施した。 

 フィールド調査の結果、紙加工企業の新製品採用プロセスには 3つの段階が存在するというこ

とが見出された。その 3つの段階とは、導入、検討、および、購買前評価である。導入の段階と

は、紙加工企業が加工用紙の新製品を認知し、それに関する情報を取得する時期のことである。

検討の段階とは、紙加工企業が新製品を試しに一度購買する時期のことである。購買前評価の段

階とは、紙加工企業が新製品を採用し、今後も購買し続けることを決定する時期のことである。
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インタビュー調査の結果、加工用紙の購買決定権を持つ社員が、広告のようなマス・コミュニケ

ーションを情報源として用いる傾向は、新製品採用プロセスの導入の段階において最も高く、購

買前評価の段階において最も低かった。一方、クチコミのようなパーソナル・コミュニケーショ

ンを情報源として用いる傾向は、新製品採用プロセスの購買前評価の段階において最も高く、導

入の段階において最も低かった。また、検討の段階において、加工用紙の購買決定権を持つ社員

は、自社の社員だけではなく、競合企業の社員に対しても、新製品に関する意見を求めていた。

このことから、企業内におけるクチコミも企業間におけるクチコミも、新製品採用の意思決定の

段階において重要な役割を果たすということが示唆された。さらに、各企業において、周囲から

頻繁に意見を求められるオピニオン・リーダーと、そうではない非オピニオン・リーダーが識別

された。そして、オピニオン・リーダーの方が、非オピニオン・リーダーに比して、頻繁にマス・

コミュニケーションから情報を取得しており、その情報を精査していることが見出された。この

ことから、生産財市場における企業の中にも、オピニオン・リーダーが存在しており、そのよう

なオピニオン・リーダーの方が、その他の社員に比して、マス・コミュニケーションを情報源と

して頻繁に情報収集を行い、多くの知識を持つことが示唆された。 

 以上のように、1970年代以前の対面のクチコミに関する研究は、主に、Lazarsfeld, et al.（1944）

および Katz and Lazarsfeld（1955）を嚆矢とする、マス・コミュニケーションとしての広告の影

響と、パーソナル・コミュニケーションとしてのクチコミの影響の比較に関する研究群、および、

Rogers（1962）を嚆矢とする、イノベーションの普及における対面のクチコミの影響に関する研

究群の 2 種類に分類されると考えられる。本節でレビューされた研究群は、以下の図表 2－1 に

要約されるとおりである。 
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図表 2－1 1970年代以前の対面のクチコミに関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に引用されていることを表す。
他方、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に引用されていないものの、 

研究上の影響を与えていると考えられることを表す。 

 

 

2.2. 第 2期：1980年代から 1990年代にかけてのクチコミ研究 

 

2.2.1. 負のクチコミの発信動機 

 

 1980年代から 1990年代にかけて行われたクチコミ研究は、主に、消費者満足に関する研究と

関連して負のクチコミの発信動機を議論した研究と、正のクチコミの影響と比較しながら負のク

チコミの影響を議論した研究の 2通りに分類されると考えられる。前者は、クチコミ受信および

発信の動機づけを識別した Dichter（1966）からの影響を受けており、他方、後者は、クチコミ
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をその内容によって分類した Arndt（1967b, 1968）からの影響を受けている。本項においては、

前者の研究群、すなわち、Dichter（1966）を嚆矢とする、負のクチコミの発信動機を議論した研

究群をレビューする。 

 1970年代以降、消費者満足に関する研究が活発に行われるようになったものの、その大半は、

消費者満足の測定方法を議論する研究や（e.g., Andreasen, 1977; Westbrook, 1980）、消費者の不満

足の原因を議論する研究（e.g., Day and Landon, 1976; Diamond, Ward, and Faber, 1976）にのみ焦点

が合わせられていた。それらの研究は、消費者の満足の重要性を主張している一方、不満足への

消費者反応に関して、ほとんど言及していなかった。そこで、Richins（1983）は、不満足への

消費者反応を、負のクチコミの発信と企業への苦情に分類して、これらの反応はいかなる要因に

よって生じるのかということを探究した。 

 彼女は、負のクチコミの発信意図および企業への苦情意図に影響を与える要因は、問題の重大

さ、不満足の責任の帰属、および、企業の苦情対応の知覚であると仮説化した。ただし、問題の

重大さとは、不満足が生じる以前の製品の所有期間、製品をまだ利用できる程度、消費者自身が

製品を修理するのが困難な程度、および、製品の価格のことである。不満足の責任の帰属とは、

不満足の責任が、消費者自身ではなく、不満足な製品を提供した生産者あるいは流通業者にある

と消費者が感じる程度のことである。企業の苦情対応の知覚とは、不満足な製品を提供した生産

者あるいは流通業者が、消費者からの苦情に対する反応に誠意がなく、大した改善策も提示しな

いと知られている程度のことである。彼らは、インタビュー調査および質問紙調査によって収集

した、家電製品あるいは衣服に関して不満足な経験をしたことのある約 200 人の消費者データを

用いて相関分析を行った。 

 分析の結果、問題の重大さ、不満足の責任の帰属、および、企業の苦情対応の知覚の 3 つ全て

が、負のクチコミの発信意図との間に正の相関を有するということが見出された。同様に、企業

への苦情意図との間にも正の相関を有するということが見出された。このことから、消費者の不

満足に関連する問題が重大であり、不満足の責任がその製品を提供した企業にあり、企業の苦情
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対応が悪いと感じるならば、その消費者は他者に負のクチコミを発信したり、その企業に対して

苦情を言ったりすると結論づけられた。 

 Richins（1983）の追随研究である Brown and Beltramini（1989）は、消費者の関与が高い状況

を想定したうえで、負のクチコミの発信、負のクチコミの程度、および、企業への苦情という不

満足への消費者反応を規定する要因を探究し、これら 3 つの消費者反応に影響を与える要因は、

問題の重大さ、問題の原因の管理可能性、および、企業の責任の知覚であると仮説化した。さら

に、彼らは、問題の重大さからの影響は、問題によって生じる不都合さによって媒介されると仮

説化した。Brown and Beltramini は、質問紙調査によって収集した、故障が原因で都市ガスの供

給が突然停止した団地の約 400 世帯の消費者データを用いて相関分析および回帰分析を行った。

ただし、負のクチコミの発信とは、調査対象者が他者に負のクチコミを発信した経験の有無であ

る一方、負のクチコミの程度とは、調査対象者が負のクチコミを発信した人数のことである。 

 分析の結果、負のクチコミの発信に対して、問題の重大さ、および、問題によって生じる不都

合さが正の影響を与えていた。すなわち、問題が重大であると感じ、かつ、その問題によって不

都合を被った消費者は、他者に負のクチコミをより発信しやすいということである。また、負の

クチコミの程度に対して、問題の重大さ、問題から生じる不都合さ、および、問題の原因の管理

可能性が正の影響を与えていた。すなわち、問題が重大であると感じ、その問題によって不都合

を被り、さらに、その問題が生じないように企業が管理できたと感じた消費者は、より多くの他

者に負のクチコミを発信するということである。さらに、企業の苦情に対して、問題の重大さは、

問題によって生じる不都合さを介して正の影響を与えていた一方、企業の責任の知覚は負の影響

を与えていた。すなわち、問題が重大であると感じた消費者は、その問題によって不都合である

と感じて、企業に対して苦情を言う一方、その企業が問題の責任を十分に知覚していると感じた

消費者は、企業に対して苦情を言わないということである。 

 Richins（1983）および Brown and Beltramini（1989）は、不満足への消費者反応の一つとして、

負のクチコミの発信に焦点を合わせていたのに対して、正のクチコミの発信動機と比較すること
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によって、負のクチコミの発信動機を探究したのが、Sundaram, Mitra, and Webster（1998）であ

る。彼らは、消費者が正のクチコミおよび負のクチコミを発信するのは、それぞれいかなる動機

によってであるのかを探究するために、消費者の購買経験とクチコミの発信動機の間の関係を吟

味した。Sundaram, et al.は、最近 2カ月間で正のクチコミあるいは負のクチコミを発信した経験

のある約 50 人に対してインタビュー調査を実施した。 

 調査の結果、消費者にとって重要な購買経験は、4種類に分類された。その 4種類とは、製品

の性能、製品／購買に関する問題への対応、価格／価格知覚、および、従業員の行動である。製

品の性能とは、正のクチコミと関連する場合、優れた製品の性能や独特の便益を消費者が経験す

ることである一方、負のクチコミと関連する場合、故障や他製品への損害のような期待を大きく

下回るような製品の性能を消費者が経験することである。製品／購買に関する問題への対応とは、

正のクチコミと関連する場合、問題が生じた際に、製品交換や返金、迅速な修理のような企業の

積極的な援助を、消費者が経験することである一方、負のクチコミと関連する場合、遅い問題対

応、返金や交換の拒否のような企業の非援助を、消費者が経験することである。価格あるいは価

格知覚とは、正のクチコミと関連する場合、その製品に見合う適切な価格や価格に見合う製品品

質を、消費者が経験することである一方、負のクチコミと関連する場合、その製品に見合わない

高価格や価格に見合わない製品品質を、消費者が経験することである。従業員の行動とは、正の

クチコミと関連する場合、従業員の誠実で礼儀正しい対応を、消費者が経験することである一方、

負のクチコミと関連する場合、従業員の不誠実で、失礼な対応を、消費者が経験することである。 

 また、正のクチコミの発信動機も、4 種類に分類された。その 4 種類とは、利他主義、製品関

与、自己高揚、および、企業の援助である。利他主義とは、クチコミの受け手が満足な購買経験

をすることができるように、クチコミを発信する消費者が報酬を考えずに援助しようとすること

である。製品関与とは、製品に関する興味や、製品を所有することで得られる満足のことである。

自己高揚とは、消費者が、自身を賢い消費者であることを演出し、他者からの評価を高めようと

することである。企業の援助とは、消費者が、製品を提供する特定の企業を贔屓にして援助しよ
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うとすることである。 

 負のクチコミの発信動機も、4 種類に分類された。その 4種類とは、利他主義、不安軽減、復

讐心、および、助言探求である。利他主義とは、クチコミを発信する消費者が、自身の経験した

問題をクチコミの受け手に経験してほしくないと思うことである。不安軽減とは、消費者が怒り

や不安を発散しようとすることである。復讐心とは、消費者に対して十分な配慮をしない企業や

顧客の苦情に対応しない企業に対して、消費者が仕返しをしようとすることである。助言探求と

は、消費者が、自身の問題を解決する手段に関する助言を求めようとすることである。 

 彼らは、消費者の購買経験と以上の 8種類のクチコミの発信動機の間の関係を吟味するために、

収集した消費者データを用いて χ
2 分析を行った。分析の結果、製品の性能に満足した消費者の

正のクチコミの発信動機は、製品関与および自己高揚、製品／購買に関する問題に対して満足な

対応を受けた消費者の正のクチコミの発信動機は、利他主義および企業の援助、製品価格が適切

で製品がその価格に見合った品質を有していると知覚した消費者の正のクチコミの発信動機は、

利他主義および自己高揚、従業員の行動に満足した消費者の正のクチコミの発信動機は、利他主

義および企業の援助であった。一方、製品の性能に不満足を抱いた消費者の負のクチコミの発信

動機は、利他主義、復讐心、および、助言探求、製品／購買に関する問題に対して満足な対応を

受けられなかった消費者の負のクチコミの発信動機は、利他主義、復讐心、および、助言探求、

製品価格が不適切で製品がその価格に見合った品質を有していないと知覚した消費者の負のク

チコミの発信動機は、不安軽減および利他主義、従業員の行動に不満足を抱いた消費者の負のク

チコミの発信動機は、復讐心であった。このようにして、Sudaram, et al.は、Dichter（1966）に

よって識別されていなかった、企業の援助という正のクチコミの新たな発信動機を識別しただけ

でなく、負のクチコミの発信動機も多様に存在することを見出した。 
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2.2.2. 正のクチコミの影響と負のクチコミの影響の比較 

 

 本項においては、Arndt（1967b, 1968）を嚆矢とする、正のクチコミの影響と比較しながら負

のクチコミの影響を議論した研究群をレビューする。 

 イノベーションの普及において、製品に関する情報は、正のクチコミによって伝達されると想

定されてきたが、Arndt（1967, 1968）が指摘したように、製品に関する情報は、正のクチコミだ

けではなく、負のクチコミおよび中立的なクチコミという形式によっても伝達される。Mahajan, 

Muller, and Kerin（1984）は、既存研究において考慮に入れられてこなかった、新製品普及にお

ける負のクチコミの役割も考慮に入れ、正のクチコミの影響と負のクチコミの影響を比較検討し

た。彼らは、これら両方の影響を考慮に入れた新製品普及モデルを探究した。彼らは、大学生約

70 人に対して、10 週間、ある映画の鑑賞経験に関する日記を書いてもらうという調査を実施す

ることによって、消費者データを収集した。その日記は、調査対象者が事前に認知していた映画

のタイトルは何か、その映画に関する主要な情報源から伝達された情報の内容は正、中立的、あ

るいは負の中のいずれであったのか、対象期間中にその映画を鑑賞したか否か、もしその映画を

鑑賞した場合、他者にその映画に関するクチコミを発信したか否か、対象期間中映画に関する情

報に関心があったか否か、といった点に関して記録された。 

 調査の結果、負のクチコミを受けて、映画を鑑賞しなかった消費者の割合の方が、正のクチコ

ミを受けて、映画を鑑賞した消費者の割合に比して大きかった。すなわち、負のクチコミの影響

の方が、正のクチコミの影響に比して大きいということが見出された。また、映画を鑑賞し、そ

の映画に対して否定的な評価を下し、他者に負のクチコミを発信した消費者の割合の方が、その

映画に対して肯定的な評価を下し、他者に正のクチコミを発信した消費者の割合に比して大きか

った。このことから、新製品普及における負のクチコミの役割は大きいと結論づけられた。 

 Mahajan, et al.（1984）によって、負のクチコミの影響は、正のクチコミの影響に比して大きい

ということは主張されたものの、消費者がクチコミの影響を受けやすい状況がいかなるものであ
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るのかということは議論されてこなかった。そこで、Wilson and Peterson（1989）は、消費者の

事前の製品評価を考慮に入れて、正のクチコミおよび負のクチコミが製品評価に与える影響を吟

味した。彼らは、消費者 1,600人に対して、質問紙調査を実施した。調査対象者には、新しい製

品カテゴリーであるデジタル・テープ・レコーダーの 2 種類の製品、ブランド A およびブラン

ド B が推薦されている状況を想定させた。ブランド A は、高価格ではあるものの、音質および

本体の品質は優れており、保証期間が長いという特徴を備えている一方、ブランド B は、価格

が安く、音質はブランド A と同等に優れているものの、機械の品質は中程度であり、保証期間

が短いという特徴を備えていることとした。まず、調査対象者には、2 つのブランドを評価させ

た。その後、各ブランドに関する否定的な製品情報をランダムに与え、その製品の知覚価値に関

する質問項目に回答させ、そして、各ブランドに関する正のクチコミあるいは負のクチコミをラ

ンダムに与え、その製品の購買意図に関する質問項目に回答させた。 

 調査の結果、否定的な製品情報を与えられた後の製品の知覚価値に関して、ブランド A をブ

ランド B に比して高く評価した消費者は、ブランド B の知覚価値を大きく低下させた一方、ブ

ランド B をブランド A に比して高く評価した消費者は、ブランド A の知覚価値を大きく低下さ

せた。また、ブランド A およびブランド B を同等に評価した消費者は、ブランド A の知覚価値

を大きく低下させた。これは、ブランド A が音質および本体の品質が優れているため、消費者

がブランド A に対して高い期待を抱いたためであると考察されている。正のクチコミを与えた

後の製品の購買意図に関して、ブランド A をブランド B に比して高く評価した消費者は、ブラ

ンド A の購買意図を大きく向上させた一方、ブランド B をブランド A に比して高く評価した消

費者は、ブランド B の購買意図を大きく向上させた。ブランド A およびブランド B を同等に評

価した消費者は、ブランド A およびブランド B の購買意図を同等に向上させた。負のクチコミ

を与えた後の製品の購買意図に関して、ブランド A をブランド B に比して高く評価した消費者

は、ブランド B の購買意図を大きく低下させた一方、ブランド B をブランド A に比して高く評

価した消費者、および、ブランド A およびブランド B を同等に評価した消費者は、ブランド A
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およびブランド B 両方の購買意図を同等に低下させた。このことから、消費者が下した事前の

製品評価とクチコミにおける製品評価が一致している場合において、正のクチコミの影響および

負のクチコミの影響が大きいと結論づけられた。 

 さらに、Wilson and Peterson は、ブランド Aおよびブランド Bに関わらず、消費者が負のクチ

コミによって購買意図を低下させた度合いの方が、正のクチコミによって購買意図を向上させた

度合いに比して大きいということを見出した。すなわち、負のクチコミの影響の方が、正のクチ

コミの影響に比して大きいということを見出した。 

 Wilson and Peterson（1989）は、事前の製品評価に着目して、クチコミの影響を吟味したが、

クチコミの影響を調整するさらなる変数を探究したのが、Herr, Kardes, and Kim（1999）である。

彼らは、情報の鮮明性、製品に対する事前の印象、および、製品の属性情報の符号に焦点を合わ

せ、正のクチコミの影響および負のクチコミ影響を比較検討した。 

 まず、彼らは、分類変数を、情報の鮮明性（高／低）および情報の符号（正／負）の 2×2に、

従属変数をブランド態度に設定して、二元配置分散分析を行った。ただし、情報の鮮明性とは、

情報の提示方法が受け手にとって鮮明である程度のことであり、鮮明性の高い情報の提示方法を、

クチコミに、鮮明性の低い情報の提示方法を、印刷物に設定した。なお、実験に際して、彼らは、

パソコンを用いた。 

 分析の結果、情報の符号が正である場合、クチコミの方が、印刷物に比して、ブランド態度が

高かった一方、情報の符号が負である場合、クチコミの方が、印刷物に比して、ブランド態度が

低かった。すなわち、鮮明性の高いクチコミの方が、鮮明性の低い印刷物に比して、製品評価に

大きな影響を与えるということが見出された。 

 続いて、Herr, et al.は、分類変数を、属性情報の符号（正／中立／負）、クチコミの正負、およ

び、事前の印象（有／無）の 3×2×2に、従属変数を、ブランド態度に設定して、三元配置分散

分析を行った。なお、実験に際して、彼らは、自動車を用いた。 

 分析の結果、正の属性情報および中立的な属性情報を提示したとき、事前の印象とクチコミの
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正負の間には相互作用効果が見出された。すなわち、クチコミの正負がブランド態度に与える影

響の度合いは、事前の印象がある場合の方が、事前の印象がない場合に比して大きかった。また、

正の属性情報および中立的な属性情報を提示したとき、正のクチコミを提示した場合の消費者の

ブランド態度は、負のクチコミを提示した場合の消費者のブランド態度に比して高かった。一方、

負の属性情報を提示したとき、クチコミの正負の影響がブランド態度に与える影響の度合いに関

して、事前の印象がある場合とない場合の間に統計的有意差はなかった。すなわち、負の属性情

報が提示されたとき、クチコミの正負によって、ブランド態度に差異は生じなかったということ

である。 

 以上のように、1980 年代から 1990 年代にかけての対面のクチコミに関する研究は、主に、

Dichter（1966）を嚆矢とする、負のクチコミの発信動機に関する研究群、および、Arndt（1967b, 

1968）を嚆矢とする、正のクチコミの影響と比較しながら負のクチコミの影響を議論した研究群

の 2 通りに分類されると考えられる。本節でレビューされた研究群は、以下の図表 2－2に要約

されるとおりである。 

 

図表 2－2 1980年代から 1990年代にかけての対面のクチコミに関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に 

引用されていることを表す。 

消費者の新製品購買行動における 

クチコミの影響 

（e.g., Arndt, 1967b, 1968） 

新製品普及における 

負のクチコミの影響 

（e.g., Mahajan, et al., 1984） 

正／負のクチコミ効果における 

事前の製品評価の影響 

（e.g., Wilson and Peterson, 1989） 

正／負のクチコミ効果 

を調整する要因 

（e.g., Herr, et al., 1991） 

クチコミ受発信の動機づけ 

（e.g., Dichter, 1966） 

負のクチコミの発信の規定要因 

（e.g., Richins, 1983; Brown and 

Beltramini, 1989） 

正／負のクチコミの 

発信動機 

（e.g., Sundaram, et al., 1998） 
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2.3. 第 3期：2000年以降のクチコミ研究 

 

2.3.1. eクチコミの登場  

 

 2000年以降、e クチコミに関する研究が、対面のクチコミに関する研究に加えて、活発に行わ

れるようになった。2000 年以降に行われた eクチコミに関する研究は、主に、eクチコミの受信

／発信動機を議論する研究、e クチコミ利用行動を議論する研究、および、e クチコミの影響を

議論する研究の 3通りに分類されると考えられる。本項においては、eクチコミの受信／発信動

機を議論する研究と、e クチコミ利用行動を議論する研究をレビューする。 

 Henning-Thurau and Walsh（2003）は、対面のクチコミに関する研究におけるクチコミの受信

動機に関する知見を踏まえ、eクチコミを受信するのはいかなる動機によってであるのかという

こと、および、eクチコミの受信動機は購買行動およびクチコミ発信行動にいかなる影響を与え

るのかということを探究した。 

 彼らは、既存研究の知見を援用し、消費者の eクチコミの受信動機は、リスク軽減、探索時間

短縮、社会的地位の判定、不協和軽減、バーチャル・コミュニティへの帰属、新製品の学習、報

酬、および、製品使用方法の学習であると仮説化した。そして、彼らは、Web 上での質問紙調

査によって収集した、e クチコミを受信した経験のある約 3,000 人の消費者データを用いて因子

分析を行った。分析の結果、e クチコミの受信動機に関する 5 つの因子が抽出された。まず、リ

スク軽減および探索時間短縮が縮約された、購買関連情報取得因子が抽出された。次に、社会的

地位の判定および不協和軽減が縮約された、情報を通じた社会的志向因子が抽出された。また、

バーチャル・コミュニティへの帰属および新製品の学習が縮約された、コミュニティ帰属因子が

抽出された。最後に、報酬が縮約された報酬因子、および、製品使用方法学習が縮約された製品

使用方法学習因子が抽出された。 

 彼らは、因子分析によって抽出された eクチコミの受信動機に関する 5つの因子が、購買行動
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の変容およびコミュニケーション行動の変容にいかなる影響を与えるのかを吟味するために、回

帰分析を行った。なお、購買行動の変容とは、eクチコミ対象製品を購買しようとすることであ

る。コミュニケーション行動の変容とは、eクチコミ対象製品に関するクチコミを友人などに対

して発信することである。 

 分析の結果、購買行動の変容に対しては、購買関連情報取得因子が最も大きい正の影響を与え

ており、情報を通じた社会的志向因子、コミュニティ帰属因子、および、製品使用方法学習因子

も正の影響を与えていた。なお、報酬因子は、有意な影響を与えていなかった。コミュニケーシ

ョン行動の変容に対しては、製品使用方法学習因子が最も大きい正の影響を与えており、コミュ

ニティ帰属因子および情報を通じた社会的志向因子も正の影響を与えていた。一方、報酬は、負

の影響を与えていた。なお、購買関連情報取得因子は、有意な影響を与えていなかった。 

 Henning-Thurau and Walsh（2003）が、eクチコミの受信動機、および、eクチコミの受信動機

が購買行動およびクチコミ発信行動に与える影響を探究したことを踏まえて、Henning-Thurau, 

Gwinner, Walsh, and Gremler（2004）は、e クチコミを発信するのはいかなる動機によってである

のかということと、eクチコミの発信動機は、e クチコミ発信行動にいかなる影響を与えるのか、

そして、e クチコミの発信動機は消費者間でどのように異なるのかということを探究した。 

 Henning-Thurau, et al.は、消費者の e クチコミの発信動機は、他者への気遣い、企業援助の欲

求、社会的便益、企業に対する力の行使、購買後の助言探求、自己高揚、経済的報酬、探索軽減

における利便性、プラットフォーム管理者に対する期待、肯定的感情の表現、および、否定的感

情の発散であると仮説化した。彼らは、Web上での質問紙調査によって収集した、eクチコミを

発信した経験のある約 2,000 人の消費者データを用いて因子分析を行った。分析の結果、e クチ

コミの発信動機に関する 8つの因子が抽出された。まず、探索軽減における利便性、プラットフ

ォーム管理者に対する期待、および、企業に対する力の行使が縮約された、プラットフォーム援

助因子が抽出された。次に、自己高揚、および、肯定的感情の表現が縮約された、肯定的な自己

高揚表現因子が抽出された。続いて、他者への気遣いが縮約された他者への気遣い因子、企業援
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助の欲求が縮約された企業援助因子、社会的便益が縮約された社会的便益因子、購買後の助言欲

求が縮約された助言探求因子、経済的報酬が縮約された経済的誘因因子、および、否定的感情の

発散が縮約された否定的感情発散因子が抽出された。 

 彼らは、因子分析によって抽出された eクチコミの発信動機に関する 8つの因子が e クチコミ

発信行動、すなわち、プラットフォーム訪問頻度および eクチコミ発信数にいかなる影響を与え

るのかということを吟味するために、回帰分析を行った。 

 分析の結果、プラットフォーム訪問頻度に対しては、他者への気遣い因子、肯定的な自己高揚

表現因子、社会的便益因子、経済的誘因因子、および、助言探求因子は、正の影響を与えていた

一方、プラットフォーム援助因子および否定的感情発散因子は、負の影響を与えていた。なお、

企業援助因子は、有意な影響を与えていなかった。eクチコミ発信数に対しては、他者への気遣

い因子、肯定的な自己高揚表現因子、社会的便益因子、経済的誘因因子、および、助言探求因子

は、正の影響を与えていた。なお、プラットフォーム援助因子、否定的感情発散因子、および、

企業援助因子は有意な影響を与えていなかった。また、プラットフォーム訪問頻度および eクチ

コミ発信数に対して最も影響を与えていたのは、社会的便益因子であるということが見出された。 

 さらに、彼らは、e クチコミの発信動機が、消費者間でどのように異なるのかを吟味するため

に、因子分析によって抽出された eクチコミの発信動機に関する因子を用いてクラスター分析を

行った。分析の結果、消費者は、4 つのクラスターに分類された。4 つのクラスターとは、利己

的な協力者クラスター、多様な動機の消費者クラスター、他者擁護者クラスター、および、真の

利他主義者クラスターであった。利己的な協力者クラスターに分類された消費者の eクチコミの

発信動機は、主に経済的誘因因子によってであった。多様な動機の消費者クラスターに分類され

た消費者の e クチコミの発信動機は、全ての因子によってであった。他者擁護クラスターに分類

された消費者の e クチコミの発信動機は、主に他者への気遣い因子によってであった。そして、

真の利己主義者クラスターに分類された消費者の eクチコミの発信動機は、主に他者への気遣い

因子および企業援助因子によってであった。 
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 Henning-Thurau and Walsh（2003）および Henning-Thurau, et al.（2004）によって、消費者が e

クチコミを受信したり、eクチコミを発信したりするのは、多様な動機によってであると結論づ

けられたものの、eクチコミを受信する消費者が、いかなる方法で eクチコミを受信しているの

か、あるいは、受信した eクチコミによって、いかなる影響を受けるのかということは探究され

ていなかった。そこで、Riegner（2007）は、消費者の Web2.0 採用行動および Web2.0 が消費者

の購買行動に与える影響を探究した。Web2.0 とは、これまで情報の受け手であったような人で

も情報を容易に発信することを可能にする Web サービスの形態のことである。彼が議論の対象

にしているのは、ブログ、掲示板、および SNS といったユーザー生成型コンテンツである。彼

女は、約 4,000 人の高速ブロードバンド通信の利用者に対して、質問紙調査を実施した。 

 調査の結果、10 代から 50 代にかけての全年代において、Eメールが、Web上での会話の手段

として最も利用されていた。特に 25 歳以下の年代においては、E メールだけではなく、インス

タント・メッセージ、チャット、掲示板、ブログ、および、携帯電話のメールといったその他の

手段を利用していた。また、高速ブロードバンド通信の利用者は、平均して 2.4個のコンテンツ

を定期的に作成していた。さらに、高速ブロードバンド通信の利用者のうち約 3割が、ある製品

の評価をするための点数評価を行ったり、e クチコミを発信したりしていた。そして、ユーザー

生成型コンテンツは、家電製品のように、高価格でありながら誰もが欲しがるような製品の購買

行動に影響を与えているものの、低関与製品および主に実店舗で購買するような製品の購買行動

には影響を与えていなかった。このことから、消費者が、ブログ、掲示板、および、SNS とい

ったソーシャルメディアにおける eクチコミを積極的に活用していると結論付けられた。 

 

2.3.2. eクチコミの影響  

 

 本論の目的は、1つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミが消費者行動に与える影響

を吟味することであるため、本論は、eクチコミに関する研究の中でも、特に eクチコミの影響
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に関する研究の一種であるとみなすことができるであろう。本項においては、本論に関連する e

クチコミの影響を議論する既存研究をレビューする。e クチコミの影響を議論する研究には、主

に、e クチコミが製品の売上のような企業の成果変数に与える影響を吟味する研究と、e クチコ

ミが購買意図のような消費者の心理的変数に与える影響を吟味する研究の 2 通りに分類される

と考えられる。本項においては、前者の研究群、すなわち、e クチコミが製品の売上に与える影

響を吟味する研究群をレビューしたのちに、後者の研究群、すなわち、eクチコミが消費者の心

理的変数に与える影響を吟味する研究群をレビューする。 

 e クチコミが製品の売上に与える影響を吟味した研究として、Liu（2006）が挙げられる。彼

は、映画に関する eクチコミに着目し、eクチコミの数および eクチコミの正負が、映画の興行

成績に与える影響を吟味した。Liuは、独立変数を、対象期間の各週におけるクチコミの数、正

のクチコミの存在比率、負のクチコミの存在比率、および、上映映画館数に、従属変数を、対象

期間の各週における興行成績とクチコミの数、および、総興行成績に設定して、回帰分析を行っ

た。正のクチコミ／負のクチコミの存在比率とは、ある映画に関して投稿された全てのクチコミ

の中に存在する正のクチコミ／負のクチコミの比率のことである。また、対象期間は、映画公開

後の 8週間であった。分析に際して、彼は、Yahoo! Movies という映画に関する実在の掲示板か

ら収集したクチコミのデータを用いた。 

 分析の結果、各週の興行成績に対して、正のクチコミおよび負のクチコミの存在比率は有意な

影響を与えていなかった一方、クチコミの数は正の影響を与えていた。すなわち、各週の興行成

績は、正のクチコミや負のクチコミの存在比率ではなく、クチコミの数によって規定されるとい

うことが見出された。クチコミの数に対して、前週の正のクチコミおよび負のクチコミの存在比

率は有意な影響を与えていなかった一方、前週のクチコミの数が正の影響を与えていた。すなわ

ち、ある週においてクチコミの数が多ければ、次週におけるクチコミの数も多いという繰越効果

が見出された。さらに、総興行成績に対して、正のクチコミおよび負のクチコミの存在比率は有

意な影響を与えていなかった一方、クチコミの数は正の影響を与えていた。すなわち、総興行成
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績は、正のクチコミや負のクチコミの存在比率ではなく、クチコミの数によって規定されるとい

うことが見出された。このことは、ある週にクチコミが多く発信されると、その週の映画の総興

行成績が向上するだけでなく、その後の週のクチコミが促進されるということを示唆している。 

 e クチコミが製品の売上に与える影響を吟味し、クチコミと売上の間に正のフィードバックが

作用していることを示したのが、Duan, Gu, and Whinston（2008）である。彼らは、Liu（2006）

と同様に、映画に関する eクチコミに着目し、ある日のクチコミの数が同日の映画の興行成績に

与える影響、および、ある日の映画の興行成績が同日のクチコミの数に与える影響を吟味した。

Duan, et al.は、独立変数を、t 日の映画 iに関するクチコミの数、t－j日の映画 i に関するクチコ

ミの数、および、t日までの映画 iに関するクチコミ評価に、従属変数を、t日の映画 iの興行成

績に設定して、回帰分析を行うのと同時に、独立変数を、t 日の映画 i の興行成績、t－k 日の映

画 i の興行成績、および、t 日までの映画 i に関するクチコミ評価に、従属変数を、t 日の映画 i

に関するクチコミの数に設定して、回帰分析を行った。ここでのクチコミ評価とは、ある映画に

関する各クチコミの A+から D までの評価を、13 点から 3点の点数評価に換算し、その点数を平

均化したものである。分析に際して、彼は、Yahoo! Movies から収集したクチコミのデータを用

いた。 

 分析の結果、t日の映画 iに関するクチコミの数は、t 日の映画 i の興行成績に正の影響を与え

ていた。また、t－1日の映画 i に関するクチコミの数、および、t－2日の映画 iに関するクチコ

ミの数は、t日の映画 iの興行成績に正の影響を与えていたものの、t 日の映画 i に関するクチコ

ミの数ほど大きな影響を与えていなかった。t日の映画 i の興行成績は、t日の映画 i に関するク

チコミの数に正の影響を与えていた。t－1 日の映画 i の興行成績は、t 日の映画 i に関するクチ

コミの数に正の影響を与えていたものの、t 日の映画 i の興行成績ほど大きな影響を与えていな

かった。このことは、クチコミと映画の興行成績の間に、ある日の eクチコミの数が同日の映画

の興行成績を増加させ、増加した興行成績によって、e クチコミの数もさらに増加するという正

のフィードバックが作用しているということを示唆している。 
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 Liu（2006）および Duan, et al.（2008）が、映画に関する eクチコミが興行成績に与える影響

を吟味した一方、Chavalier and Mayzlin（2006）は、書籍に関する eクチコミがその売上に与え

る影響を吟味した。彼らは、独立変数を、クチコミの数、クチコミの長さ、クチコミ評価の平均、

5 つ星のクチコミ評価の存在比率、および、1 つ星のクチコミ評価の存在比率に、従属変数を、

売上の順位に設定して回帰分析を行った。ただし、クチコミ評価とは、クチコミ対象の書籍に対

して付けられた 1つ星から 5 つ星までの評価のことである。また、売上の順位とは、各サイトに

おける書籍の売上ランキングの中の順位のことである。なお、分析に際して、彼らは、書籍販売

をオンラインで行っている Amazon.comおよび Barnes and noble.comのサイトから収集したクチ

コミのデータを用いた。データの収集は、期間を分けて 3回行われた。 

 各サイトから収集したクチコミデータを概観したところ、Amazon.com および Barnes and 

noble.comの両サイトにおけるクチコミ評価の平均は、4つ星以上であった。また、1 つ星のクチ

コミ評価の存在比率は、10％以下である一方、5 つ星のクチコミ評価の存在比率は、50％以上で

あった。このことから、各サイトに投稿されているクチコミの特徴として、クチコミの大半が正

のクチコミであることが挙げられた。 

 分析の結果、売上の順位に関して、Amazon.comにおけるクチコミの数は、負の影響を与えて

いた一方、Barnes and noble.comにおけるクチコミの数は、有意な影響を与えていなかった。す

なわち、Amazon.comにおいてのみクチコミの数が増加すれば、売上の順位が上昇するという関

係が見出された。Amazon.comにおけるクチコミの長さは、正の影響を与えていた一方、Barnes and 

noble.comにおけるクチコミの長さは、有意な影響を与えていなかった。すなわち、Amazon.com

において、長いクチコミは、売上の順位を低下させることが見出された。Amazon.comにおける

クチコミ評価の平均は、負の影響を与えていた一方、Barnes and noble.comのクチコミ評価の平

均は、正の影響を与えていた。すなわち、Amazon.comにおけるクチコミ評価の平均が増加すれ

ば、売上の順位も上昇する一方、Barnes and noble.comのクチコミ評価の平均が増加すれば、売

上の順位が低下することが見出された。Amazon.comにおける 5つ星のクチコミ評価の存在比率
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は負の影響を与えていた一方、Barnes and noble.com における 5つ星のクチコミ評価は有意な影

響を与えていなかった。Amazon.com における 1つ星のクチコミ評価の存在比率は、正の影響を

与えていた一方、Barnes and noble.comにおける 1 つ星のクチコミ評価は、負の影響を与えてい

た。さらに、1 つ星のクチコミ評価の存在比率の方が、5 つ星のクチコミ評価の存在比率に比し

て、売上の順位に与える影響が大きかった。これは、1 つ星のクチコミ評価の方が、5 つ星のク

チコミ評価に比して、あまり存在しないため、消費者の購買行動に与える影響が大きいからであ

ると考察されている。このことから、書籍に関する eクチコミの特徴として、その売上の順位に

与える影響が、サイトによって異なるということが指摘された。 

 e クチコミが消費者の購買意図に与える影響を吟味した研究として、たとえば、East, Hammond, 

and Lomax（2008）が挙げられる。彼らは、クチコミ対象製品の購買意図に対する、正および負

の eクチコミの影響を吟味することを通じて、負のクチコミの負の影響の度合いの方が、正のク

チコミの正の影響の度合いに比して大きいということを示した。彼らは、分類変数を、クチコミ

の正負とクチコミを読む前の対象製品の購買意図（高／低）の 2×2 に、従属変数を、クチコミ

を読んだ後の対象製品の購買意図に設定して、二元配置分散分析を行った。なお、実験に際して、

様々な種類の製品あるいはサービスを用いた。被験者には、正のクチコミの条件では、1個の正

のクチコミが、負のクチコミの条件では、1個の負のクチコミが提示された。 

 分析の結果、クチコミを読む前の対象製品の購買意図が低い場合、正のクチコミの正の影響の

度合いの方が、負のクチコミの負の影響の度合いに比して大きく、クチコミを読む前の対象製品

の購買意図が高い場合、負のクチコミの負の影響の度合いの方が、正のクチコミの正の影響の度

合いに比して大きかった。すなわち、消費者が購買したいと強く思う製品に関しては、負のクチ

コミの負の影響を受けやすい一方、消費者が全く購買したくないと思っている製品に関しては、

正のクチコミの正の影響を受けやすいということが見出された。 

 Sher and Lee（2009）は、e クチコミに対する消費者の不信感に着目し、クチコミ・メッセージ

の質およびクチコミの数が、消費者の購買意図に与える影響を吟味した。彼らは、分類変数を、
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e クチコミに対する不信感（高／低）、クチコミ・メッセージの質（高／低）、および、クチコミ

の数（多／少）の 2×2×2 に、従属変数を、購買意図に設定して、三元配置分散分析を行った。

ただし、クチコミ・メッセージの質とは、クチコミ・メッセージが理解しやすく、客観的で、根

拠によって裏付けされている程度のことである。なお、実験に際して、携帯電話を用いた。クチ

コミの数が多い条件では、6 個のクチコミが被験者に提示される一方、クチコミの数が少ない条

件では、1 個のクチコミが被験者に提示された。実験に用いられたクチコミは、全て正のクチコ

ミだった。 

 分析の結果、e クチコミに対する不信感が高い消費者に関して、クチコミ・メッセージの質お

よびクチコミの量は購買意図に影響を与えていなかった一方、eクチコミに対する不信感が低い

消費者に関して、クチコミの数の方が、クチコミ・メッセージの質に比して、大きな影響を購買

意図に与えていた。このことから、eクチコミに対する不信感が強い消費者は、クチコミ・メッ

セージの質やクチコミの数とは無関係に、自身の信念に基づいて購買意図を形成しているという

ことが示唆された。 

 Lee and Lee（2009）は、e クチコミにおける他者の製品評価情報が消費者の製品評価および購

買意図に与える影響を吟味した。彼らは、品質が、嗜好を介して、あるいは、直接的に、購買意

図に影響を与えることを描写したモデルを構築した。品質とは、消費者がクチコミ対象製品を良

い製品であると思う程度のことである一方、嗜好とは、消費者がクチコミ対象製品を好む程度の

ことである。彼らは、クチコミ対象製品の種類（品質評価／嗜好評価）およびクチコミ点数の平

均点（高／低）の 2×2 種類と、クチコミ対象製品の種類（品質評価／嗜好評価）およびクチコ

ミ点数の分散（大／小）の 2×2 種類、すなわち、8 種類の仮想のクチコミサイトを作成し、各

クチコミサイトで想定された状況におけるモデル間の比較を行った。ただし、品質評価の製品と

は、主に製品の品質に基づいて客観的に評価される製品ことであり、調査にはパソコンの OS ソ

フトウェアを用いた。嗜好評価の製品とは、主に消費者の嗜好に基づいて主観的に評価される製

品のことであり、調査には映画が用いられた。 
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 分析の結果、品質評価の製品の場合、クチコミ点数の平均点が高いときの方が、クチコミ点数

の平均点が低いときに比して、品質が購買意図に与える影響の度合いは小さかった一方、嗜好が

購買意図に与える影響の度合いは大きかった。また、クチコミ点数の分散が大きいときの方が、

クチコミ点数の分散が小さいときに比して、品質が購買意図に与える影響の度合いは大きかった

一方、嗜好が購買意図に与える影響の度合いは小さかった。さらに、嗜好評価の製品の場合、ク

チコミ点数の平均点が高いときの方が、クチコミ点数の平均点が低いときに比して、品質が購買

意図に与える影響の度合いは大きかった一方、クチコミ点数のばらつきが大きいときと小さいと

きの間に、品質が購買意図に与える影響の度合いに統計的に有意な差はなかった。このことから、

消費者が e クチコミを参照する際に、購買意図を促進するような情報は、常に同じではなく、e

クチコミにおける他者の製品評価情報によって異なると結論づけられた。 

 Park and Lee（2008）は、消費者が閲覧する eクチコミの数に着目し、情報提供および推奨と

いう、eクチコミが果たす 2 つの役割が消費者の購買意図に与える影響を吟味した。彼は、分類

変数を、クチコミの数（3 個／9 個／27 個）、クチコミ・メッセージの種類（属性価値クチコミ

／単純推奨クチコミ）、および、消費者の関与（高／低）の 3×2×2 に、従属変数を、クチコミ

対象製品の人気、クチコミの情報提供度、および、購買意図に設定して、三元配置分散分析を行

った。ただし、属性価値クチコミとは、製品の詳細な特徴に基づいて、客観的かつ具体的に記述

しているクチコミのことである一方、単純推奨クチコミとは、製品に対する消費者の感情に基づ

いて、主観的かつ抽象的に記述しているクチコミのことである。また、クチコミ対象製品の人気

とは、被験者がクチコミ対象製品の人気が高いと思う程度のことである。そして、クチコミの情

報提供性とは、被験者が読んだクチコミが多くの情報を提供していると思う程度のことである。

なお、実験に際して、彼らは、ポータブル・メディア・プレーヤー（PMP）を用いた。実験に用

いられたクチコミは、全て正のクチコミだった。 

 分析の結果、消費者は、クチコミの数が多ければ、クチコミ対象製品の人気も高いと知覚して

いた。すなわち、クチコミの数はクチコミ対象製品の人気に正の影響を与えていた。クチコミ・
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メッセージの種類が属性価値クチコミである場合、クチコミの数が中程度であるときの方が、ク

チコミの数が多いときや、少ないときに比して、クチコミの情報提供度が高いと消費者に知覚さ

れた一方、クチコミ・メッセージの種類が単純推奨クチコミである場合、クチコミの数が多けれ

ば、クチコミの情報提供性が高いと消費者に知覚されていた。また、クチコミの数が中程度であ

るとき、属性価値クチコミの方が、単純推奨クチコミに比して、クチコミの情報提供度が高いと

消費者に知覚された。さらに、低関与な消費者に関して、クチコミ・メッセージの種類によらず、

クチコミの数が多ければ、購買意図も高かった一方、高関与な消費者が属性価値クチコミを読む

場合の方が、高関与な消費者が単純推奨クチコミを読む場合に比して、購買意図は高かった。高

関与な消費者が属性価値クチコミを読む場合、クチコミの数が中程度であるときの方が、クチコ

ミの数が多いときおよび少ないときに比して、購買意図が高かった。すなわち、低関与な消費者

は、クチコミの数、あるいは、クチコミ対象製品の人気を重視する一方、高関与な消費者は、ク

チコミ・メッセージの種類、あるいは、クチコミの情報提供性を重視するということが示された。 

 Gupta and Harris（2006）は、消費者の情報処理動機に着目し、eクチコミの数、および、クチ

コミ対象製品の最適さが、消費者の製品選択に与える影響を吟味した。彼らは、被験者を情報処

理動機の高い消費者と情報処理動機の低い消費者に分類したのちに、分類変数を、eクチコミの

数（0個／1 個／10個）、および、クチコミ対象製品の最適さ（最適／準最適）の 3×2に、従属

変数を、クチコミ対象製品の検討時間およびクチコミ対象製品の選択意図に設定して、二元配置

分散分析を行った。ただし、最適なクチコミ対象製品とは、クチコミ対象製品が、消費者の重視

する属性に対するニーズを満たしている最適な製品である一方、準最適なクチコミ対象製品とは、

消費者の重視する属性に対するニーズをそれほど満たしていない準最適な製品のことである。な

お、実験に際して、彼らは、ノートパソコンを用いた。 

 分析の結果、情報処理動機の高い消費者の方が、情報処理動機の低い消費者に比して、クチコ

ミの数が 1個から 10 個に増加するのに伴ってクチコミ対象製品の検討時間が増加した。また、

情報処理動機の高い消費者に関して、クチコミの数が 0 個のときの方が、1 個のときに比して、
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クチコミ対象製品の検討時間が長かった。すなわち、情報処理動機の高い消費者は、クチコミが

全く掲載されていないとき、参考になる情報を持たないことによってクチコミ対象製品を注意深

く検討する一方、クチコミの数が多いときには、それらのクチコミを精査することによってクチ

コミ対象製品を注意深く吟味するということを見出した。また、クチコミ対象製品が最適である

場合、情報処理動機の高い消費者および情報処理動機の低い消費者の両方に関して、クチコミの

数が 0個から 10個に増加するのに伴ってクチコミ対象製品の選択意図が増加した。すなわち、

クチコミ対象製品が最適である場合、クチコミの数は、消費者のクチコミ対象製品の選択意図に

正の影響を与えていた。クチコミ対象製品が準最適である場合、情報処理動機の高い消費者およ

び情報処理動機の低い消費者の両方に関して、クチコミの数が 1個のときの方が、クチコミの数

が 0個および 10個のときに比して、クチコミ対象製品の選択意図が高かった。このことから、1

個のクチコミでも、消費者の製品選択を促進するのに十分な影響力を持つと結論づけられた。 

 既存研究は、eクチコミが消費者の製品選択、購買意図、および、製品売上に与える影響を探

究してきたものの、クチコミの知覚有用性を規定する要因がいかなるものであるのかを吟味して

こなかった。この課題に対応して、Pan and Zhang（2011）は、クチコミ、製品、および、クチコ

ミ発信者の特性が、クチコミの知覚有用性に与える影響を吟味した。なお、クチコミの知覚有用

性とは、クチコミを閲覧する消費者がそのクチコミを有用であると知覚する程度のことである。

まず、彼らは、独立変数を、1つの製品に投稿されたクチコミの数、クチコミの長さ、クチコミ

対象製品の評価、および、クチコミ対象製品の種類に、従属変数を、クチコミを有用であると評

価した消費者の数に設定して、ロジスティック回帰分析を行った。クチコミ対象製品の評価とは、

クチコミを発信する消費者が製品の全体的評価として採点した点数評価のことである。クチコミ

対象製品の種類は、ダミー変数として、音楽 CD、映画の DVD、および、ビデオゲームといっ

た経験財を 1、GPS、写真編集ソフト、および、ヘルスケア商品といった実用財を 0 に設定した。

なお、分析に際して、Amazon.comから収集した消費者データを用いた。 

 分析の結果、クチコミ対象製品が経験財である場合の方が、実用財である場合に比して、クチ
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コミ対象製品の評価がクチコミの知覚有用性に与える正の影響の度合いが大きかった。すなわち、

経験財に関するクチコミの知覚有用性は、その製品の評価によって大きく規定されるということ

が見出された。また、クチコミ対象製品が実用財である場合の方が、経験財である場合に比して、

クチコミの長さがクチコミの知覚有用性に与える正の影響の度合いが大きかった。すなわち、実

用財に関するクチコミの知覚有用性は、そのクチコミの長さによって大きく規定されるというこ

とが見出された。 

 続いて、Pan and Zhang は、独立変数を、クチコミの内容から読み取れる発信者の革新性に、

従属変数を、クチコミの知覚有用性に設定して、ロジスティック回帰分析を行った。発信者の革

新性とは、クチコミを閲覧した消費者が、発信者のことを、ある特定の領域における新製品に関

する学習を行っていたり、新製品を積極的に採用する傾向を持っていたりする人であると知覚す

る程度のことである。 

 分析の結果、発信者の革新性が中程度である場合の方が、発信者の革新性が高い場合および低

い場合に比して、クチコミの知覚有用性が高かった。すなわち、発信者の革新性は、クチコミの

知覚有用性に対して逆 U 字型の影響を与えているということが見出された。 

 Zhang, Craciun, and Shin（2010）は、制御焦点理論に基づいて、eクチコミの正負がクチコミの

説得性に与える影響を吟味した。制御焦点理論とは、人が、自身の目標を達成するために努力す

る理由を、促進および予防という自己制御によって説明しようと試みた理論である（Higgins, 

1997）。自己制御とは、人が、自身の設定した目標を達成するための行動を選択し、その目標に

対する進歩を自己評価するプロセスのことであり、その目標は促進焦点および予防焦点の 2種類

から構成されている（Carver and Scheier, 1998）。促進焦点を持つ消費者は、自身の消費を通じて

望ましい成果を得ることを目標に設定する一方、予防焦点を持つ消費者は、自身の消費を通じて

望ましくない成果を回避することに目標に設定する。Zhang, et al.は、分類変数を、消費目標（促

進／予防）およびクチコミの正負の 2×2 に、従属変数を、クチコミの説得性に設定して、二元

配置分散分析を行った。なお、実験に際して、彼らは、促進消費目標に関連した製品として、写
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真編集ソフトウェアを、予防消費目標に関連した製品として、ウイルス対策ソフトウェアを用い

た。被験者に提示した 3 個のクチコミのうち 2個は、中立的クチコミであり、1個は正のクチコ

ミあるいは負のクチコミであった。 

 分析の結果、促進消費目標に関連する製品に関して、正のクチコミの説得性の方が、負のクチ

コミの説得性に比して大きかった。予防消費目標に関連する製品に関して、負のクチコミの説得

性の方が、正のクチコミの説得性に比して大きかった。このことは、消費者が抱く消費目標によ

って、正のクチコミおよび負のクチコミの説得性は異なるということを示唆している。 

 以上のように、2000年以降活発に行われている eクチコミに関する研究は、主に、e クチコミ

の受信／発信動機を議論する研究、e クチコミ利用行動を議論する研究、および、e クチコミの

影響を議論する研究の 3通りに分類されると考えられる。本節でレビューされた研究群は、以下

の図表 2－3 に要約されるとおりである。 

 

図表 2－3 2000年以降の eクチコミに関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に引用されていないものの、
研究上の影響を与えていると考えられることを表す。 
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e クチコミの受信／発信動機 

（e.g., Henning-Thurau and Walsh, 2003; Henning-Thurau, et al., 2004） 
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e クチコミ利用行動 

（e.g., Riegner, 2007） 
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2.4. 本章のまとめ 

 

 以上のように、本章においては、対面のクチコミに関する研究および e クチコミに関する研究

の潮流をレビューした。 

 第 1 節においては、1970 年代以前の対面のクチコミに関する研究をレビューした。広告の影

響と対面のクチコミの影響を比較した研究については、対面のクチコミの方が、広告に比して、

消費者の態度形成および購買意思決定に大きな影響を与えると主張している点において共通し

ている一方、イノベーションの普及におけるクチコミの役割を吟味した研究については、対面の

クチコミが新製品の採用および普及を促進すると主張している点において共通している。さらに、

この時代の対面のクチコミに関する研究においては、消費者の購買行動あるいは新製品採用行動

に影響を与える対面のクチコミが、いかにして発信されるのかということについても活発に議論

がなされた。 

 第 2節においては、1980 年代から 1990年代にかけての対面のクチコミに関する研究をレビュ

ーした。負のクチコミの発信動機を探究した研究については、負のクチコミの発信は、何らかの

問題が生じたことによる不満足を、消費者が少しでも解消しようとする行動であると主張してい

る点において共通している一方、正のクチコミの影響と負のクチコミの影響を比較した研究につ

いては、消費者行動に対して、負のクチコミが与える影響の方が、正のクチコミが与える影響に

比して大きいと主張している点において共通している。1970 年代以前の対面のクチコミに関す

る研究は、正のクチコミを中心的に議論してきたのに対して、この時代の対面のクチコミに関す

る研究は、正のクチコミだけではなく、負のクチコミや中立的なクチコミにまで議論を拡張した

と見なすことができるであろう。 

 第 3 節においては、2000 年以降における e クチコミに関する研究をレビューした。特に、e

クチコミの影響に関する研究は、eクチコミの特徴を考慮に入れ、製品の売上のような企業の成

果変数および購買意図のような消費者の心理的変数に対して e クチコミがいかなる影響を与え
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るのかを議論しているという点において共通している。本章においてレビューされた、対面のク

チコミに関する研究および e クチコミに関する研究は、以下の図表 2－4 に要約されるとおりで

ある。 

 本章第 3－2 項においてレビューしたように、購買意図のような消費者の心理的変数に対して

e クチコミが与える影響に関する多様な議論が存在しているものの、1つの Webページ上に複数

の正のクチコミおよび負のクチコミが掲載されているという状況を想定して e クチコミが消費

者の心理的変数に与える影響を議論した研究は希少であるように思われる。そこで、次章以降に

おいては、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに対して同時に情報処

理するという eクチコミに特有の特徴を考慮に入れ、消費者行動における eクチコミの影響を吟

味する。 
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図表 2－4 クチコミ研究の潮流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に引用されていることを表す。
他方、   は、矢印の出発点の研究群が矢印の終着点の研究群に引用されていないものの、 

研究上の影響を与えていると考えられることを表す。 
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（e.g., Rogers, 1962） 

負のクチコミの発信の規定要因 

（e.g., Richins, 1983; Brown and Beltramini, 1989） 

正／負のクチコミ発信の動機づけ 

（e.g., Sundaram, et al., 1998） 

新製品普及における 

負のクチコミの影響 

（e.g., Mahajan, et al., 1984） 

正／負のクチコミ効果における 

事前の製品評価の影響 

（e.g., Wilson and Peterson, 1989） 

正／負のクチコミ効果を調整する要因 

（e.g., Herr, et al., 1991） 

e クチコミが企業の成果変

数に与える影響 

（e.g., Chavalier and Mayzlin, 

2006; Duan et al., 2008; Liu, 

2006 ） 

eクチコミが 

消費者の心理的変数 
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（e.g., East, et al., 2008; Gupta and 
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（e.g., Henning-Thurau and Walsh, 2003; 

Henning-Thurau, et al., 2004） 
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（e.g., Riegner, 2007） 
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第 3章 実証研究Ⅰ： 

ブランド熟知性と製品種類が消費者のブランド評価に与える影響 

 

 

 本論の目的は、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに同時に露出す

るような状況のもとで、eクチコミが消費者行動にいかなる影響を与えるのかを解明することに

ある。この目的を達成するために、本章では、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された正の

クチコミと負のクチコミの両方に対して同時に情報処理する状況を想定し、クチコミ対象製品の

ブランド熟知性、および、クチコミ対象製品の種類が消費者のブランド評価に与える影響を吟味

する。そのために、第 1節においては、問題意識を提示する。第 2節においては、問題意識に関

連した既存研究を振り返る。第 3節においては、振り返った既存研究を踏まえて、新たな仮説を

提唱する。第 4 節においては、提唱した仮説の経験的妥当性を吟味するために、実証分析を行う。

第 5節においては、実証分析の結果に基づいて、考察を行う。第 6節においては、本章における

実証分析の成果および残された課題に言及する。 

 

 

3.1. 問題意識 

 

 消費者は、自身のよく知るブランドとそうでないブランドに関する否定的なクチコミ（負のク

チコミ）を受けた際に、あまり知らないブランドに対する評価を大きく低下させる一方、よく知

っているブランドに対する評価をそれほど低下させないという興味深い研究知見が存在する

（Sundaram and Webster, 1999）。この知見は、消費者があるブランドに関して精通している程度、

すなわち、ブランド熟知性（brand familiarity）が、対面のクチコミに露出した消費者の購買意図

やブランド態度といったブランド評価に影響を与えるということを示している。しかしながら、



e クチコミ効果モデルの構築と実証 

46 

Sundaram and Webster（1999）は、消費者が 1 人の送り手から発信された 1 個の対面のクチコミ

に露出する状況を想定するに留まっている。 

 e クチコミが消費者の日常生活に浸透し、それに伴って e クチコミの役割の重要性が高まりつ

つある状況を鑑みれば、ブランド熟知性がクチコミの影響に果たす役割は、eクチコミに関する

研究の領域においても吟味されるべきであろう。すなわち、コントロール可能なブランド熟知性

によって、コントロールが困難な eクチコミの影響を企業が操作するという状況が描写されるべ

きであろう。したがって、本章では、1 つの Web ページ上に複数の正のクチコミと負のクチコ

ミが掲載されているような状況を想定したうえで、クチコミ対象製品のブランド熟知性が、複数

の e クチコミが掲載された Web ページを閲覧した消費者のブランド評価にいかなる影響を与え

るのかを解明することを試みる。 

 ブランド熟知性に加えて、クチコミの影響を吟味するうえで重要な要因であるクチコミ対象製

品の種類も考慮に入れることとする。すなわち、クチコミ対象製品が、品質評価の容易な探索財

である場合と、品質評価が困難な経験財である場合の間において、消費者のブランド評価に対す

る eクチコミの影響にいかなる差異が生じるのかということを吟味する。対面のクチコミに関す

る研究および eクチコミに関する研究において、クチコミ対象製品の種類が、クチコミの効果に

いかなる差異をもたらすのかという問題を取り扱う研究は数多く存在する（e.g., Park and Lee, 

2009; Xia and Bechwati, 2008）。しかしながら、それらの研究は、消費者が正のクチコミのみ、あ

るいは、負のクチコミのみを参照するような状況を想定しており、1 つの Web ページ上に複数

の eクチコミが掲載されている状況を想定していない。そこで、本章では、1つの Web ページ上

に掲載された正のクチコミと負のクチコミの比率が 10：0、8：2、および、6：4のとき、消費者

がクチコミ対象製品のブランドをよく知っている場合と、消費者がそのブランドをあまり知らな

い場合といったブランド熟知性の違い、および、クチコミ対象製品の品質評価が容易な探索財で

ある場合と、クチコミ対象製品の品質評価が困難な経験財である場合といったクチコミ対象製品

の種類が、消費者のブランド評価にいかなる影響を与えるのかという問題を解明することを主た
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る目的とする。 

 

 

3.2. 既存研究レビュー 

 

3.2.1. クチコミ対象製品のブランド熟知性 

 

 クチコミ対象製品のブランド熟知性に着目し、クチコミが消費者のブランド評価に与える影響

を吟味した研究として、Sundaram and Webatser（1999）が挙げられる。彼らは、分類変数を、ク

チコミ対象製品のブランド熟知性（高／低）、および、クチコミの種類（正のクチコミ／負のク

チコミ／クチコミなし）の 2×3 に、従属変数を、ブランド態度および購買意図によって測定さ

れるブランド評価に設定して、二元配置分散分析を行った。なお、実験対象製品として、彼らは、

家庭用エアコンを用いた。予備調査において、熟知性の高いブランドを持つエアコンと熟知性の

低いブランドを持つエアコンが分類された。実験のシナリオとして、被験者は、新しいエアコン

を購買するために情報収集を行っている状況を想定したうえで、情報収集の過程で、自身がよく

知っているブランド、あるいは、あまり知らないブランドのどちらかを対象とする広告を視聴し

た。広告視聴後、被験者は、正のクチコミの条件では、広告対象のブランドのエアコンに関する

肯定的な正のクチコミを 1人の友人から対面で受ける一方、負のクチコミの条件では、広告対象

のブランドのエアコンに関する否定的な負のクチコミを 1 人の友人から対面で受けるという状

況が想定された。被験者が受けたクチコミは、主に、対象ブランドが信頼できるか、エアコンは

設置しやすいか、故障しにくいか、エアコンの維持費および電気代は安いかといった点に関して

評価されたメッセージであった。クチコミなしの条件では、被験者は、広告視聴後、正のクチコ

ミおよび負のクチコミのどちらにも露出しなかった。この条件に割り当てられた被験者グループ

は、コントロール条件として取り扱われた。 
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図表 3－1 ブランド熟知性とクチコミの相互作用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）Sundaram and Webster（1999），pp. 667-668. 邦訳は本論著者による。 

 

 分析の結果は、図表 3－1 に要約されるとおりである。同図のとおり、ブランド熟知性につい

ては、熟知性の高いブランドの方が、熟知性の低いブランドに比して、ブランド評価が高かった。

クチコミの種類については、正のクチコミの条件の方が、負のクチコミの条件に比して、ブラン

ド評価が高かったことから、正のクチコミはブランド評価に正の影響を、それとは逆に、負のク

チコミはブランド評価に負の影響を与えると結論づけられた。そして、正のクチコミの条件およ

び負のクチコミの条件でのブランド評価の値から、クチコミなしの条件でのブランド評価の値を

差し引いた差分に着目することによって、負のクチコミの条件の方が、正のクチコミの条件に比

して、ブランド評価に大きな影響を与えていると結論づけられた。さらに、ブランド熟知性とク

チコミの種類に相互作用効果が見出されたことから、ブランド熟知性によって、ブランド評価に

おける正のクチコミによる正の影響、および、負のクチコミによる負の影響のそれぞれに差異を

もたらしていると主張された。具体的には、熟知性の低いブランドの方が、熟知性の高いブラン

ドに比して、正のクチコミによる正の影響を受けやすく、負のクチコミによる負の影響を受けや

すかった。すなわち、熟知性の高いブランドと熟知性の低いブランドが、同水準の正のクチコミ

および負のクチコミを受けたとき、熟知性の高いブランドの方が、熟知性の低いブランドに比し

て、クチコミによるブランド評価の変容を受けにくいということを示唆している。また、ブラン
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ド熟知性の高低にかかわらず、購買意図の方が、ブランド態度に比して、クチコミによる影響を

受けやすいということも見出された。 

 かくして、熟知性の高いブランドの方が、熟知性の低いブランドに比して、負のクチコミによ

る負の影響を受けにくいことから、負のクチコミに対する「耐性」を有しているということを、

Sundaram and Webster の研究は示唆している。すなわち、消費者は、自身のよく知るブランドに

関する負のクチコミに露出したとしても、そのブランドに対して元々抱いていた態度を大きく変

容させることはないということが示唆されたのである。しかしながら、Sundaram and Webster は、

対面のクチコミを研究対象とし、消費者が正のクチコミあるいは負のクチコミのどちらかを友人

から対面で受け取るという状況を想定している。そのため、消費者が 1 つの Web ページ上に掲

載された複数の正のクチコミと負のクチコミに対して同時に情報処理するような状況が想定さ

れていない。そこで、本章では、あるブランドに関する複数の eクチコミに露出した消費者のブ

ランド評価に、クチコミ対象製品のブランド熟知性がいかなる影響を与えるのかを吟味する。 

 

3.2.2. クチコミ対象製品の種類 

 

 探索財と経験財という製品の分類、および、その分類による消費者行動の差異は、もともと経

済学の領域におけるトピックであったが（Nelson, 1970, 1974）、マーケティングの分野において

も頻繁に議論されてきた（e.g., Ford, Smith, and Swasy, 1990; Bloom and Pailin, 1995; Wright and 

Lynch, 1995）。そして、その議論の対象は、2 種類の製品によって生じる、Web上での消費者行

動の差異にも及んでいる（Park and Lee, 2009; Xia and Bechwati, 2008）。 

 クチコミ対象製品の種類と eクチコミの正負に着目し、正の eクチコミおよび負の e クチコミ

の影響を吟味した研究として、Park and Lee（2009）が挙げられる。彼らは、分類変数を、クチ

コミ対象製品の種類（探索財／経験財）、e クチコミの正負、および、ウェブサイトの信用（高

／低）の 2×2×2 に、共変量を、e クチコミの熟知性に、従属変数を、e クチコミ参照意図、e
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クチコミの信頼性、および、購買意図によって測定されるクチコミ効果に設定して、三元配置共

分散分析を行った。なお、実験対象製品として、彼らは、探索財に TOEIC の学習教材を、経験

財に語学学校の講習を用い、それぞれに仮想のブランド名を設定した。実験対象製品は、Nelson

（1974）によって提唱された製品購買・使用前に品質評価を行うことができるか否かという基準

を用いて選択された。また、信用の高いクチコミサイトとして、開設して 10 年以上が経過した

実在のオンラインショッピングサイトを、信用の低いクチコミサイトとして、開設したばかりの

実在のショッピングサイトを用いた。1つのウェブサイトには、著者によって作成された 8個の

e クチコミが掲載された。そして、正のクチコミの条件では、8 個全てが正の e クチコミである

一方、負のクチコミの条件では、8個全てが負の e クチコミだった。 

 分析の結果、探索財と経験財の両方について、正の e クチコミによる正の効果と負の eクチコ

ミによる負の効果の間には有意差が見られ、負の eクチコミによる効果の方が、正の e クチコミ

による効果に比して大きかった。そして、製品の種類とクチコミの正負の間には相互作用効果が

見出された。すなわち、経験財に関する e クチコミの方が、探索財に関する eクチコミに比して、

クチコミ効果が大きかった。このことから、クチコミ対象製品が経験財である場合の方が、探索

財である場合に比して、負の eクチコミによる負の効果を受けやすいと結論づけられた。これは、

消費者が、負の e クチコミに露出した際、経験財に関する知識不足によって、その製品に対する

不確実性を大きく知覚したり、不安を大きく抱いたりしてしまうためであると、Park and Lee は

指摘している。感覚的な属性情報を伝達しにくいオンライン環境において、消費者は経験財に対

する不確実性を知覚しやすく、とりわけ、経験財の購買を検討する消費者にとって、その不確実

性はより大きいであろう。そのような消費者にとって、eクチコミが提供する情報は不確実性を

減じると考えられる。それゆえ、購買前に品質評価を行いにくい経験財である場合の方が、品質

評価を行いやすい探索財である場合に比して、消費者は e クチコミの有用性を大きく知覚し、e

クチコミの影響を受けやすいと、彼らは主張したのである。 

 クチコミ対象製品の種類と eクチコミの正負に着目し、eクチコミが受け手の認知的個人化に
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与える影響を吟味した研究として、Xia and Bechwati（2008）が挙げられる。ただし、認知的個

人化とは、クチコミで説明されている状況が自身にも生じそうであると、クチコミの受け手が感

じる度合いのことである。まず、彼らは、回帰分析によって、認知的個人化が消費者の購買意図

に正の影響を与えるということを示した。次に、分類変数を、eクチコミの正負、クチコミ対象

製品の種類（探索財／経験財）、および、クチコミ・メッセージの種類（経験的クチコミ／事実

的クチコミ）の 2×2×2に、従属変数を、認知的個人化に設定して、三元配置分散分析を行った。

なお、実験対象製品として、彼らは、探索財にデジタルカメラを、経験財に航空券をそれぞれ用

いた。ただし、クチコミ・メッセージの種類に関して、事実的クチコミが、製品属性といった単

純な事実について記述された、客観的なクチコミのことである一方、経験的クチコミは、製品を

使用した書き手の具体的な経験について記述された、主観的なクチコミのことである。実験のシ

ナリオとして、被験者は、遠方の知人宅を訪ねるための旅行を計画しており、航空券の予約と旅

行中に写真を撮るカメラを必要とする状況を想定するように求められた。それぞれの製品の選択

肢を 2つにまで絞ったところで、被験者は、最終的な購買意思決定を行うために、航空券および

デジタルカメラに関する eクチコミを1つずつ読むように求められた。正のクチコミの条件では、

被験者は、製品ごとに正の e クチコミを 1個ずつ、負のクチコミの条件では、製品ごとに負の e

クチコミを 1個ずつ読むように設定された。 

 分析の結果、クチコミ対象製品が経験財である場合の方が、探索財である場合に比して、eク

チコミを読んだ被験者の認知的個人化の水準が高かった。経験財は、購買前に製品属性によって

品質評価を行うのが困難であるため、製品の使用経験に基づいて記述されたクチコミのような、

感情的な評価手がかりを用いて品質評価を行う一方、探索財は、購買前に獲得可能な製品の性能

情報のような、手段的手がかりを用いて品質評価を行う。分析の結果が示唆しているのは、クチ

コミ対象製品の品質評価を行おうとする際、経験財に関するクチコミを読んだ消費者の方が、探

索財に関するクチコミを読んだ消費者に比して、クチコミで記述されている内容を自身と強く結

び付けて受け取るということである。さらに、クチコミ対象製品が探索財である場合、負の e
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クチコミの方が、正の e クチコミに比して、高水準の認知的個人化をもたらすということが見出

された。しかしながら、クチコミ対象製品が経験財である場合には、正の e クチコミと負の e

クチコミの間で、認知的個人化の水準に有意差は見られなかった。このことから、消費者にとっ

て、探索財に関する負の eクチコミの方が、探索財に関する正の e クチコミに比して、特徴的に

捉えられ、クチコミに記述されているような否定的な製品経験が自身にも起こりそうであると感

じると結論づけられた。探索財に関する結果は、負のクチコミによる負の影響の方が、正のクチ

コミによる正の影響に比して大きいという既存研究の主張と概ね一致しているということが確

認されたものの、経験財に関して同様の結果を得られなかったことを、Xia and Bechwati は限界

として捉えている。クチコミ・メッセージの種類に関しては、経験的クチコミの方が、事実的ク

チコミに比して、認知期個人化の水準が高いことが見出された。 

 1つの Webページ上に正のクチコミと負のクチコミの両方が掲載されている状況に着目して、

e クチコミの影響を吟味した研究として、Lee, Park, and Han（2008）が挙げられる。彼らは、分

類変数を、消費者の関与（高／低）、負の e クチコミの比率（高／低）、および、負の eクチコミ

の質（高／低）の 2×2×2に、従属変数を、製品に対する態度に設定して、三元配置分散分析を

行った。ただし、高品質なクチコミとは、製品との関連性、信頼性、理解容易性、および、根拠

の十分性が高いクチコミのことである一方、低品質なクチコミとは、それらが全て低いクチコミ

のことである。実験に際しては、仮想のオンラインショッピングサイトを用いた。負の eクチコ

ミの比率が高い条件として、1つの Webページ上に掲載された 8個のクチコミのうち、4個が負

のクチコミである状況を、負の e クチコミの比率が低い条件として、1つの Webページ上に掲載

された 8 個のクチコミのうち、2個が負のクチコミである状況を用意した。なお、実験対象製品

として、彼らは、新製品の MP3プレーヤーを用いた。 

 分析の結果、負の e クチコミの比率が高いときの方が、負の eクチコミの比率が低いときに比

して、消費者の製品に対する態度は低かった。このことは、1つの Webページ上に負の eクチコ

ミが増加するのに伴って、消費者は負の eクチコミによる負の影響を受けるということを示唆し
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ている。また、消費者の関与、負の eクチコミの比率、および、負の eクチコミの質の相互作用

効果が見出された。すなわち、消費者の関与が高い場合において、高品質な負の e クチコミによ

る負の影響の度合いの方が、低品質な負の eクチコミによる負の影響の度合いに比して大きい一

方、消費者の関与が低い場合においては、負の eクチコミの質による影響の度合いの差異は見出

されなかった。そして、高品質な負の e クチコミの比率が高いときには、消費者の関与が高い場

合の方が、消費者の関与が低い場合に比して、製品に対する態度は低かった。 

 かくして、彼らは、1つのWebページ上に掲載されている負の eクチコミの比率を考慮に入れ、

1 つの Webページ上に掲載されている負の eクチコミが多いほど、消費者の製品に対する態度は

低いと結論づけた。しかしながら、彼らは、クチコミ対象製品が探索財である場合を研究対象と

している。そのため、クチコミ対象製品の種類によって、1 つの Web ページ上に掲載されてい

る負の e クチコミの比率の影響に差異が生じるという現象を考慮していないという課題を残し

ている。そこで、本章では、1 つの Web ページ上に正のクチコミと負のクチコミの両方が掲載

されている状況を想定し、クチコミ対象製品の種類が消費者のブランド評価に与える影響の解明

を試みる。 

 

 

3.3. 仮説の提唱 

 

3.3.1. クチコミ対象製品のブランド熟知性に関する仮説 

 

 本章において着目するのは、消費者が、正のクチコミと負のクチコミの両方を含む複数のクチ

コミを掲載した Web ページを閲覧した際に、クチコミ対象製品のブランド熟知性、および、ク

チコミ対象製品の種類によって、消費者のブランド評価に差異が生じるという現象である。 

 Sundaram and Webster（1999）は、熟知性の高いブランドが負のクチコミによる負の影響を受
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けにくいということを見出した。すなわち、消費者は、自身のよく知るブランドに関する負のク

チコミに露出したとしても、そのブランド対する事前の評価を大きく変容させないということが

示唆された。彼らと同様に、あるブランドの使用といった直接的な経験や、あるブランドの広告

への露出といった間接的な経験を持つ場合、消費者はブランドに関する知識を持つことによって、

容易に変容しにくいようなブランド評価を行うと指摘する研究が存在する（e.g., Alba and 

Hutchison, 1987）。 

 これらの研究を踏まえると、クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、1 つの Web ペ

ージ上に負のクチコミが一定の割合掲載されているとしても、その Web ページを閲覧する消費

者は、自身がすでに持っているブランドに関する知識を用いて情報処理を行うことができるため、

そのブランドに対する評価は、負のクチコミによる負の影響をさほど受けないであろう。したが

って、消費者があるブランドについてよく知っているとき、1 つの Web ページ上に正のクチコ

ミしか掲載されていないときと負のクチコミが一定の割合掲載されているときでは、そのブラン

ドに対する評価に大きな差は見られないと考えられる。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 1 クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、1つの Webページ上に正のクチコミ

しか掲載されていないときと一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの間

には、消費者のそのブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）に統計的

有意差は存在しない。 

 

 熟知性の高いブランドが、負のクチコミによる負の影響を受けにくいということは上述のとお

りである。確かに、1つの負のクチコミは、熟知性の高いブランドに対する好ましい態度を大き

く減じることはない。しかし、消費者が複数の負のクチコミに露出するとき、そのブランドに対

する態度は大きく減じられるであろうと、Sundaram and Webster は論じている。これは、熟知性

の高いブランドが持つ、負のクチコミに対する耐性には、限界があるためであると考えられる。 
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 クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、たとえ 1 つの Web ページ上に負のクチコミ

が一定の割合掲載されていても、そのブランドに対する評価は大きく減じられないだろう。しか

しながら、1 つの Web ページ上に負のクチコミが一定の割合以上掲載されているとき、熟知性

の高いブランドが負のクチコミに対する耐性を失ってしまうため、そのブランドに対する評価は、

負のクチコミによる負の影響を受けるであろう。したがって、消費者があるブランドについてよ

く知っている場合、1 つの Web ページ上に負のクチコミが一定の割合以上掲載されているとき

の方が、負のクチコミが一定の割合掲載されているときに比して、そのブランドに対する評価は

低いと考えられる。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 2 クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、1つの Webページ上に一定の割合以

上の負のクチコミが掲載されているときの方が、一定の割合の負のクチコミが掲載さ

れているときに比して、消費者のそのブランドに対する評価（ブランド態度および購

買意図）は低い。 

 

 一方、熟知性の低いブランドは、負のクチコミによる負の影響を受けやすい（Sundaram and 

Webster, 1999）。すなわち、消費者は、自身のあまり知らないブランドに関する負のクチコミに

露出すると、そのブランドに対する事前の評価を大きく低下させる。これは、あるブランドのこ

とをあまり知らない消費者が、それに関する知識を得ようとして、新しい情報として見なされる

クチコミの影響を受けやすいためであると考えられる。消費者がクチコミの影響を受けやすいと

いうのは、クチコミの内容が肯定的であるか、それとも否定的であるかによって、ブランド評価

を正あるいは負に変容させるということである。熟知性の低いブランドに関する正のクチコミは、

消費者のブランド選択に伴うリスクを減じる情報として、消費者のブランド選択への確信を高め、

高いブランド評価に結び付くだろう。一方、熟知性の低いブランドに関する負のクチコミは、そ

のブランドの知識不足による不確実性やブランド選択に伴うリスクを増加させる情報として、消
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費者のブランド選択への確信を低減させ、低いブランド評価に結び付くだろう。さらに熟知性の

低いブランドに関する負のクチコミの数が増えれば、そのブランドに対する評価は負の影響を受

け続けるだろう。 

 クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、1 つの Web ページ上に負のクチコミが掲載

されていると、その Web ページを閲覧する消費者は、そのブランドに関する知識が不足してい

るため、そのブランドに対する評価を大きく低下させるだろう。そして、そのページ上に掲載さ

れている負のクチコミが増加するのに伴って、熟知性の低いブランドに対する評価は、負のクチ

コミによる負の影響をさらに受けるだろう。したがって、消費者があるブランドについてあまり

知らない場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないとき、そのブランド

に対する評価は最も高く、そのページ上に掲載されている負のクチコミが増加するのに伴って、

そのブランドに対する評価は低下すると考えられる。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 3 クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、そのブランドに対する評価（ブラン

ド態度および購買意図）は、1つの Webページ上に正のクチコミしか掲載されていな

いときに最も高く、同一ページ上に掲載されている負のクチコミが増加するのに伴っ

て低下する。 

 

3.3.2. クチコミ対象製品の種類に関する仮説 

 

 Nelson（1970, 1974）は、消費者が製品を直接的に経験したことがなくても、中心的な役割を

果たすような属性を事前に評価する際に、消費者による直接的な経験が不要な製品を探索財であ

ると定義する一方、中心的な役割を果たすような属性を事前に評価する際に、消費者による製品

の直接的な経験が必要な製品を経験財であると定義した。本章は、クチコミ対象製品の種類によ

って、複数の e クチコミが掲載された Web ページを閲覧する消費者のブランド評価に差異が生
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じるという現象に着目するため、Nelson による製品分類に基づくことは妥当であると考えられ

るであろう。 

 探索財に関して品質評価を行う消費者にとって主に有用なのは、その製品の探索属性に関する

情報である（Huang, Lurie, and Mitra, 2009）。ただし、探索属性に関する情報とは、事前評価が可

能な情報、換言すれば、製品の価格、色、あるいは形状といった、製品が標準的に兼ね備えてい

る性能が単純に表現された情報のことである。消費者は、探索属性に関する情報を取得して処理

するために、多くのコストを割く必要はなく（Huang, Lurie, and Mitra, 2009）、購買前に具体的な

属性情報を容易に取得することができる。したがって、クチコミ対象製品が探索財である場合、

消費者は、その製品の品質評価をある程度行うことができると考えられる。それゆえ、その製品

に関する他者の評価あるいは経験が記述されたクチコミの影響を受けにくい（Xia and Bechwati, 

2008; Park and Lee, 2009）。さらに、消費者が探索財のクチコミを読む場合の方が、経験財のクチ

コミを読む場合に比して、負のクチコミによる負の影響を受けないということが示されている

（Park and Lee, 2009）。 

 これらの研究を踏まえると、クチコミ対象製品が探索財である場合、1 つの Web ページ上に

負のクチコミが一定の割合掲載されているとしても、その Web ページを閲覧する消費者は、他

者の評価あるいは経験に基づくクチコミの内容が自身にも起こりそうだとは感じにくいため、負

のクチコミによる負の影響をそれほど受けないであろう。したがって、消費者が探索財に関する

クチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないときと負のク

チコミが一定の割合掲載されているときでは、その製品のブランドに対する評価に大きな差は見

られないと考えられる。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 4 クチコミ対象製品が探索財である場合、1つの Webページ上に正のクチコミしか掲載

されていないときと一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの間には、消費

者のクチコミ対象製品のブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）に統
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計的有意差は存在しない。 

 

 クチコミ対象製品が探索財である場合、1 つの Web ページ上に掲載されている負のクチコミ

の比率が高いときの方が、負のクチコミの比率が低いときに比して、消費者の製品に対する態度

は低いということが示されている（Lee, Park, and Han, 2008）。確かに、1つの Web ページ上に一

定の割合の負のクチコミが掲載されていても、その Web ページを閲覧する消費者は、クチコミ

の内容が自身にも起こりそうだとは感じにくいため、負のクチコミの影響によって、その製品に

対する態度をそれほど大きくは低下させないだろう。しかしながら、負のクチコミの比率が増加

し、消費者が複数の負のクチコミに露出するとき、その製品に対する態度は大きく低下すると考

えられる。 

 クチコミ対象製品が探索財である場合、たとえ 1 つの Web ページ上に一定の割合の負のクチ

コミが掲載されていても、その製品のブランドに対する評価はそれほど大きくは減じられないだ

ろう。しかしながら、1 つの Web ページ上に一定の割合以上の負のクチコミが掲載されている

とき、そのブランドに対する評価は、負のクチコミによる負の影響を大きく受けるであろう。し

たがって、消費者が探索財に関するクチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に一定の割合以

上の負のクチコミが掲載されているときの方が、一定の割合の負のクチコミが掲載されていると

きに比して、その製品のブランドに対する評価は低いと考えられる。以上の議論より、次の仮説

を提唱する。 

 

仮説 5 クチコミ対象製品が探索財である場合、1つの Webページ上に一定の割合以上の負の

クチコミが掲載されているときの方が、一定の割合の負のクチコミが掲載されている

ときに比して、消費者のクチコミ対象製品のブランドに対する評価（ブランド態度お

よび購買意図）は低い。 
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 経験財に関する品質評価を行うために消費者にとって主に有用なのは、製品の使いやすさや製

品から得られる便益といった、製品を経験することによってしか得られない情報である（Huang, 

Lurie, and Mitra, 2009）。消費者は、様々な情報源からの具体的な製品経験に関する情報を取得し

て、処理しなければならず、多くのコストを割く必要がある（Huang, Lurie, and Mitra, 2009）。購

買前に具体的な属性情報を容易に取得することができないため、クチコミ対象製品が経験財であ

る場合、消費者はその製品の品質評価を行うことが困難である。Nelson（1970, 1974）は、製品

経験に関する情報は経験財の品質評価における確実性を高めると想定したが、そのような情報は、

多義性が高く曖昧であるため、消費者は製品経験に関する情報を取得した後でさえ、品質評価に

おける不確実性を知覚し続けると主張する研究も多い（Hoch and Ha, 1986; Ha and Hoch, 1989; 

Hoch and Deighton, 1989）。 

 クチコミ対象製品が経験財である場合、消費者は自身で品質評価を容易に行うことができない

ため、その製品に関する他者の評価あるいは経験が記述されたクチコミの影響を受けやすい（Xia 

and Bechwati, 2008; Park and Lee, 2009）。このことから、経験財に関するクチコミを読む消費者は、

クチコミの影響を受けやすいと考えられる。さらに、経験財に関して、負の e クチコミによる効

果の方が、正の eクチコミによる効果に比して大きいということも示されている（Park and Lee, 

2009）。このことは、消費者が経験財に関する負の e クチコミを読んだ場合、負のクチコミによ

る負の影響を大きく受けるということを意味する。 

 クチコミ対象製品が経験財である場合、1 つの Web ページ上に負のクチコミが掲載されてい

ると、その Web ページを閲覧する消費者は、その製品を品質評価するのに必要な情報あるいは

知識が不足しているため、負のクチコミによる負の影響を受けやすく、その製品のブランドに対

する評価を大きく低下させるだろう。そして、そのページ上に掲載されている負のクチコミが増

加するのに伴って、そのブランドに対する評価は、負のクチコミによる負の影響をさらに受ける

だろう。したがって、消費者が経験財に関するクチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に正

のクチコミしか掲載されていないとき、そのブランドに対する評価は最も高く、そのページ上に
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掲載されている負のクチコミが増加するのに伴って、そのブランドに対する評価は低下すると考

えられる。以上の議論より、次の仮説を提唱する。本章において提唱された仮説群は、以下の図

表 3－2に要約されるとおりである。 

 

仮説 6 クチコミ対象製品が経験財である場合、消費者のクチコミ対象製品のブランドに対す

る評価（ブランド態度および購買意図）は、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか

掲載されていないときに最も高く、同一ページ上に掲載されている負のクチコミが増

加するのに伴って低下する。 

 

図表 3－2 本章の仮説群 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4. 実証分析 

 

3.4.1. 調査デザイン 

 

 本章では、Sundaram and Webster（1999）、Park and Lee（2009）、および、Lee, Park, and Han（2008）

において行われた調査デザインに準拠しつつ、実証分析を行う。これらの既存研究は、実験室実

験を行い、消費者データを収集した。実験に際して、既存研究は、複数の eクチコミを掲載した
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クチコミサイトを作成し、被験者に対して、作成したクチコミサイトを閲覧してもらったうえで、

質問項目に回答してもらうことによって、消費者データを収集した。本章においても、消費者デ

ータを収集するために実験室実験を行う。 

 実験に際して、クチコミの正負の比率（10：0／8：2／6：4）、クチコミ対象製品のブランド熟

知性（高／低）、および、クチコミ対象製品の種類（探索財／経験財）を統制した、3×2×2 種

類、すなわち、全 12 種類の仮想のクチコミサイトを作成した。既存研究で用いられた対象製品

を踏まえ、探索財として家庭用エアコンを、経験財として英会話学習ソフトウェアをそれぞれ用

いた。実験対象製品のブランドには、実在のブランド名を用いた。仮想サイトは、いずれも、左

上に製品の写真が掲載され、右上に製品名、メーカー名、および、探索財である場合には製品の

性能情報が掲載されるというレイアウトに設定した。そして、製品の写真および製品の情報の下

には、10 個の e クチコミを配置した。なお、仮想のクチコミサイトにおける正のクチコミと負

のクチコミの並び順は、ランダムとした。 

 被験者は、大学生および大学院生 300人であった。被験者には、作成した 12種類の仮想のク

チコミサイトのうち 1 種類を閲覧させたうえで、「ブランド態度」および「購買意図」に関する

質問項目に回答するよう求めた。それと同時に、マニピュレーション・チェックを行うために、

「クチコミ対象製品の熟知性」および「クチコミの正負の比率」に関する質問項目にも回答する

よう求めた。 

 

3.4.2. 測定尺度 

 

 測定に際して、各構成概念につき、既存研究によって開発された 1 つの構成概念につき複数の

尺度を用いた。ブランド態度および購買意図については、Alpert and Kamins（1995）による尺度

を用いた。ブランド熟知性については、Sundaram and Webster（1999）による尺度を用いた。ク

チコミの正負の比率については、独自に尺度を開発した。これらの測定尺度のうち、購買意図、
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ブランド熟知性、および、クチコミの正負の比率は、7 点リカート尺度法によって測定された一

方、ブランド態度は、セマンティック・ディフェレンシャル尺度法によって測定された。なお、

調査に用いた質問紙は、巻末の補録 1に記載されている。 

 尺度の信頼性を表わすクロンバックの α 係数の値は、ブランド態度、購買意図、ブランド熟

知性、および、クチコミの正負の比率について、それぞれ 0.87、0.88、0.97、および、0.85 であ

り、0.70 以上という基準値を満たしていた（Nunnally and Bernstein, 1994）。同様に、尺度の信頼

性を表わす合成信頼性（SCR）の値は、それぞれ 0.88、0.87、0.97、および、0.85 であり、既存

研究が推奨する 0.60以上という基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。さらに、尺度の

妥当性を示すための指標である平均分散抽出度（AVE）は、それぞれ 0.62、0.54、0.91、および、

0.66であり、既存研究が推奨する 0.50以上という基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。 

 

3.4.3. マニピュレーション・チェック 

 

 実験室実験において提示された実験対象ブランドのブランド熟知性に関して、回答データの平

均値を用いて、t検定を実施した。分析の結果、熟知性の高いブランドおよび熟知性の低いブラ

ンドとして設定された 2 ブランドに対して被験者が知覚した熟知性の平均値は、それぞれ 4.80

（S.D.=1.85）および 2.13（S.D.=1.34）であり、両者の間には、1％水準で有意な差が認められた

（t=18.02, p<0.01）。したがって、ブランド熟知性に関する操作化は妥当に行われているというこ

とが判断しうるであろう。 

 同様に、提示されたクチコミサイト上の正のクチコミと負のクチコミの比率に関して、回答デ

ータの平均値を用いて、一元配置分散分析を行った。モデル全体に対する F検定の結果、F値は

62.15（p<0.01）という値を示した。クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 であ

る場合の、クチコミサイト上の正のクチコミの知覚量に関する平均値は、それぞれ、4.66

（S.D.=1.54）、3.83（S.D.=1.14）、および、3.01（S.D.=1.20）であった。Tukeyの HSD 法による多
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重比較分析において、F 値はそれぞれ、31.10（10：0－8：2）、40.03（8：2－6：4）、および、110.08

（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 の場合と 8：2の場合の間、8：2の場合

と 6：4 の場合の間、および、10：0の場合と 6：4 の場合の間に、少なくとも 5％水準で有意な

差が認められた。したがって、クチコミの正負の比率に関する操作化は妥当に行われているとい

うことが判断しうるであろう。 

 

3.4.4. 分析結果 

 

 Levene の等分散検定を行った結果、水準間の分散に有意差は認められなかった。そこで、実

験室実験で収集した消費者データを用いて、分類変数を、「クチコミの正負の比率」（10：0／8：2

／6：4）、「クチコミ対象製品のブランド熟知性」（高／低）および「クチコミ対象製品の種類」

（探索財／経験財）の 3×2×2に、従属変数を、「ブランド態度」および「購買意図」の平均値に

設定したうえで、三元配置分散分析を行った。なお、分析に際しては、SAS System for Windows, 

Ver. 9.3 の ANOVAプロシジャを使用した。 

 従属変数としてブランド態度および購買意図を設定したモデルにおいて、クチコミの正負の比

率、クチコミ対象製品のブランド熟知性、および、クチコミ対象製品の種類が与える影響を吟味

した三元配置分散分析を行ったところ、モデルの全体的評価、および、各分類変数の主効果と相

互作用に関する有意性検定の結果は、図表 3－3に要約されるとおりであった。 
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図表 3－3 ブランド態度および購買意図に関する各分類変数の有意性検定の結果 

 ブランド 

態度 
購買意図 

モデルの全体的評価 F＝ 14.82
a
 F＝  4.86

a
 

X1（クチコミ対象製品のブランド熟知性） F＝ 45.41
a
 F＝  2.88

c
 

X2（クチコミ対象製品の種類） F＝  0.52 F＝  0.70 

X3（クチコミの正負の比率） F＝ 50.43
a
 F＝ 18.33

a
 

X1×X3（クチコミ対象製品のブランド熟知性およびクチコミの正負の比率

の相互作用） 
F＝  3.55

b
 F＝  3.15

b
 

X2×X3（クチコミ対象製品の種類およびクチコミの正負の比率の相互作用） F＝  4.43
b
 F＝  2.57

c
 

X1×X2×X3（クチコミ対象製品のブランド熟知性、クチコミ対象製品の種

類およびクチコミの正負の比率の相互作用） 
F＝  0.04 F＝  0.89 

ただし、aは 1％水準で有意、bは 5％水準で有意、cは 10％水準で有意。 

 

 従属変数としてブランド態度を設定したモデル全体に対する F 検定の結果、F 値は 14.82

（p<0.01）という値を示した。3 つの分類変数の主効果に対する F 検定の結果、クチコミ対象製

品のブランド熟知性、クチコミ対象製品の種類、および、クチコミの正負の比率の F 値は、そ

れぞれ 45.41（p<0.01）、0.52（p>0.10）、および、50.43（p<0.01）という値を示した。クチコミ対

象製品のブランド熟知性とクチコミの正負の比率の相互作用に対する F検定の結果、F値は、3.55

（p<0.05）であった。クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用に対する F 検

定の結果、F 値は 4.43（p<0.05）であった。さらに、クチコミ対象製品のブランド熟知性、クチ

コミ対象製品の種類、および、クチコミの正負の比率の相互作用に対する F検定の結果、F値は

0.04（p>0.10）であった。 

 同様に、従属変数として購買意図を設定したモデル全体に対する F 検定の結果、F 値は 4.86

（p<0.01）という値を示した。3 つの分類変数の主効果に対する F 検定の結果、クチコミ対象製

品のブランド熟知性、クチコミ対象製品の種類、および、クチコミの正負の比率の F 値は、そ

れぞれ 2.88（p<0.01）、0.70（p>0.10）、および、18.33（p<0.01）という値を示した。クチコミ対

象製品のブランド熟知性とクチコミの正負の比率の相互作用に対する F検定の結果、F値は、3.15

（p<0.05）であった。クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用に対する F 検
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定の結果、F 値は 2.57（p<0.10）であった。さらに、クチコミ対象製品のブランド熟知性、クチ

コミ対象製品の種類、および、クチコミの正負の比率の相互作用に対する F検定の結果、F値は

0.89（p>0.10）であった。 

 ブランド態度におけるクチコミの正負の比率の主効果、および、購買意図におけるクチコミの

正負の比率の主効果は、図表 3－4に要約されるとおりであった。クチコミの正負の割合が 10：0、

8：2、および、6：4 のときのブランド態度の平均値は、それぞれ 5.03（S.D.=0.91）、4.55（S.D.=0.87）、

および、3.87（S.D.=0.91）であった。同様に、クチコミの正負の割合が 10：0、8：2、および、

6：4のときの購買意図の平均値は、それぞれ 4.46（S.D.=1.22）、3.92（S.D.=1.34）、および、3.37

（S.D.=1.31）であった。 

 

図表 3－4 クチコミの正負の比率の主効果に関する平均値と標準偏差 

 X3（クチコミの正負の比率） 

10：0 8：2 6：4 

Y1（ブランド態度） 
平均値 

（標準偏差） 

5.03 

（0.91） 

4.55 

（0.87） 

3.87 

（0.91） 

Y2（購買意図） 
平均値 

（標準偏差） 

4.46 

（1.22） 

3.92 

（1.34） 

3.37 

（1.31） 

 

 ブランド態度および購買意図におけるクチコミ対象製品のブランド熟知性とクチコミの正負

の比率の相互作用は、図表 3－5、図表 3－6、および、図表 3－7に要約されるとおりであった。 

 

図表 3－5 クチコミ対象製品のブランド熟知性とクチコミの正負の比率の相互作用 

に関する平均値と標準偏差 

 X3（クチコミの正負の比率） 

10：0 8：2 6：4 

Y1（ブランド 

態度） 

X1（クチコミ対

象製品のブラン

ド熟知性） 

高 
平均値 

（標準偏差） 

5.27 

（0.87） 

5.05 

（0.80） 

4.09 

（0.80） 

低 
平均値 

（標準偏差） 

4.79 

（0.89） 

4.05 

（0.62） 

3.65 

（0.96） 

Y2（購買意図） 

X1（クチコミ対

象製品のブラン

ド熟知性） 

高 
平均値 

（標準偏差） 

4.52 

（1.21） 

4.30 

（1.32） 

3.31 

（1.30） 

低 
平均値 

（標準偏差） 

4.41 

（1.25） 

3.55 

（1.27） 

3.43 

（1.33） 
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図表 3－6 クチコミ対象製品のブランド熟知性とクチコミの正負の比率の相互作用 

（ブランド態度） 

 

 

図表 3－7 クチコミ対象製品のブランド熟知性とクチコミの正負の比率の相互作用（購買意図） 

 

  

 クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、およ

び、6：4 のとき、ブランド態度の平均値は、それぞれ 5.27（S.D.=0.87）、5.05（S.D.=0.80）、お

よび、4.09（S.D.=0.80）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞ

れ、1.74（10：0－8：2）、9.06（8：2－6：4）、および、30.25（10：0－6：4）であり、クチコミ

の正負の比率が 10：0のときと 8：2 のときの間には統計的有意差は認められず、8：2 のときと

6：4 のときの間、および、10：0 のときと 6：4 のときの間にのみ、少なくとも 5％水準で有意

な差が認められた。同様に、クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、クチコミの正負の

3 

6 

10：0 8：2 6：4 

ブ
ラ
ン
ド
態
度
 

クチコミの正負の比率 

熟知性高 

熟知性低 

3 

5 

10：0 8：2 6：4 

購
買
意
図
 

クチコミの正負の比率 

熟知性高 

熟知性低 
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比率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、購買意図の平均値は、それぞれ 4.52（S.D.=1.21）、

4.30（S.D.=1.32）、および、3.31（S.D.=1.30）であった。Tukey の HSD 法による多重比較分析に

おいて、F 値はそれぞれ、0.75（10：0－8：2）、9.51（8：2－6：4）、および、15.83（10：0－6：

4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2のときの間には統計的有意差は認めら

れず、8：2のときと 6：4のときの間、および、10：0 のときと 6：4 のときの間にのみ、少なく

とも 5％水準で有意な差が認められた。したがって、クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い

場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないときと一定の割合の負のクチ

コミが掲載されているときの間には、消費者のそのブランドに対する評価（ブランド態度および

購買意図）に統計的有意差は存在しないという仮説 1 は支持されたといえるであろう。さらに、

クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、1 つの Web ページ上に一定の割合以上の負の

クチコミが掲載されているときの方が、一定の割合の負のクチコミが掲載されているときに比し

て、消費者のそのブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）は低いという仮説 2

は支持されたといえるであろう。 

 クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、およ

び、6：4 のとき、ブランド態度の平均値は、それぞれ 4.79（S.D.=0.89）、4.05（S.D.=0.62）、お

よび、3.65（S.D.=0.96）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞ

れ、6.74（10：0－8：2）、13.45（8：2－6：4）、および、34.46（10：0－6：4）であり、クチコ

ミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2 のときの間、8：2 のときと 6：4 のときの間、および、

10：0 のときと 6：4 のときの間において、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。同様に、

クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、

6：4 のとき、購買意図の平均値は、それぞれ 4.41（S.D.=1.25）、3.55（S.D.=1.27）、および、3.43

（S.D.=1.33）であった。Tukey の HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、11.64

（10：0－8：2）、0.13（8：2－6：4）、および、9.18（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比

率が 8：2 のときと 6：4 のときの間には統計有意差は認められず、10：0 のときと 8：2 のとき
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の間、および、10：0のときと 6：4のときの間にのみ、少なくとも 5％水準で有意な差が認めら

れた。したがって、クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、そのブランドに対する評価

（ブランド態度および購買意図）は、1つの Webページ上に正のクチコミしか掲載されていない

ときに最も高く、同一ページ上に掲載されている負のクチコミが増加するのに伴って低下すると

いう仮説 3は支持されたといえるであろう。 

 ブランド態度および購買意図におけるクチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相

互作用は、図表 3－8、図表 3－9、および、図表 3－10 に要約されるとおりであった。 

 

図表 3－8 クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用 

に関する平均値と標準偏差 

 X3（クチコミの正負の比率） 

10：0 8：2 6：4 

Y1（ブランド 

態度） 

X2（クチコミ対

象製品の種類） 

探索財 
平均値 

（標準偏差） 

5.15 

（0.82） 

4.70 

（0.70） 

3.70 

（0.92） 

経験財 
平均値 

（標準偏差） 

4.92 

（0.99） 

4.40 

（1.00） 

4.03 

（0.87） 

Y2（購買意図） 
X2（クチコミ対

象製品の種類） 

探索財 
平均値 

（標準偏差） 

4.37 

（1.26） 

4.22 

（1.26） 

3.36 

（1.39） 

経験財 
平均値 

（標準偏差） 

4.56 

（1.19） 

3.63 

（1.37） 

3.38 

（1.24） 

 

図表 3－9 クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用（ブランド態度） 
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図表 3－10 クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用（購買意図） 

 

 クチコミ対象製品が探索財である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4

のとき、ブランド態度の平均値は、それぞれ 5.15（S.D.=0.82）、4.70（S.D.=0.70）、および、3.70

（S.D.=0.92）であった。Tukey の HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、1.84

（10：0－8：2）、36.21（8：2－6：4）、および、51.10（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の

比率が 10：0 のときと 8：2 のときの間には統計的有意差は認められず、8：2 のときと 6：4 の

ときの間、および、10：0のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認めら

れた。同様に、クチコミ対象製品が探索財である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、

および、6：4 のとき、購買意図の平均値は、それぞれ 4.37（S.D.=1.26）、4.22（S.D.=1.26）、お

よび、3.36（S.D.=1.39）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞ

れ、0.35（10：0－8：2）、8.47（8：2－6：4）、および、11.44（10：0－6：4）であり、クチコミ

の正負の比率が 10：0のときと 8：2 のときの間には統計的有意差は認められず、8：2 のときと

6：4 のときの間、および、10：0 のときと 6：4 のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差

が認められた。したがって、クチコミ対象製品が探索財である場合、1 つの Web ページ上に正

のクチコミしか掲載されていないときと一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの間

には、消費者のクチコミ対象製品のブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）に統

計的有意差は存在しないという仮説 4は支持されたといえるであろう。さらに、クチコミ対象製

品が探索財である場合、1 つの Web ページ上に一定の割合以上の負のクチコミが掲載されてい

3 

5 

10：0 8：2 6：4 

購
買
意
図
 

クチコミの正負の比率 

探索財 

経験財 
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るときの方が、一定の割合の負のクチコミが掲載されているときに比して、消費者のクチコミ対

象製品のブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）は低いという仮説 5は支持され

たといえるであろう。 

 クチコミ対象製品が経験財である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4

のとき、ブランド態度の平均値は、それぞれ 4.92（S.D.=0.99）、4.40（S.D.=1.00）、および、4.03

（S.D.=0.87）であった。Tukey の HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、22.98

（10：0－8：2）、1.45（8：2－6：4）、および、19.86（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の

比率が 8：2 の場合と 6：4 の場合の間には統計的有意差は認められず、10：0 のときと 8：2 の

ときの間、および、10：0のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認めら

れた。同様に、クチコミ対象製品が経験財である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、

および、6：4 のとき、購買意図の平均値は、それぞれ 4.56（S.D.=1.19）、3.63（S.D.=1.37）、お

よび、3.38（S.D.=1.24）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞ

れ、13.10（10：0－8：2）、0.85（8：2－6：4）、および、23.57（10：0－6：4）であり、クチコ

ミの正負の比率が 8：2 のときと 6：4のときの間には統計有意差は認められず、10：0のときと

8：2 のときの間、および、10：0 のときと 6：4 のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差

が認められた。したがって、クチコミ対象製品が経験財である場合、消費者のクチコミ対象製品

のブランドに対する評価（ブランド態度および購買意図）は、1 つの Web ページ上に正のクチ

コミしか掲載されていないときに最も高く、同一ページ上に掲載されている負のクチコミが増加

するのに伴って低下するという仮説 6は支持されたといえるであろう。 

 

 

3.5. 考察 

 

 本章における実証分析の結果、仮説 1および仮説 2は支持された。すなわち、消費者がクチコ
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ミ対象製品のブランドについてよく知っている場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか

掲載されていないときと一定の割合の負のクチコミが掲載されているときでは、消費者のそのブ

ランドに対する評価に差異はなく、1 つの Web ページ上に一定の割合以上の負のクチコミが掲

載されているときには、そのブランドに対する評価は低下するということが示唆された。さらに、

実証分析の結果、仮説 3 も支持された。すなわち、消費者がクチコミ対象製品のブランドについ

てあまり知らない場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないときには、

消費者のそのブランドに対する評価は最も高く、そのページ上の負のクチコミが増加するのに伴

って、そのブランドに対する評価は低下するということが示唆された。このことから、消費者が

複数の eクチコミに露出するような状況においても、Sundaram and Webaster（1999）が指摘した

ように、熟知性の高いブランドの方が、熟知性の低いブランドに比して、負のクチコミによる負

の影響を受けにくい、すなわち負のクチコミに対する耐性を有しているということが示されたと

いえるであろう。 

 実証分析の結果、仮説 4および仮説 5は支持された。すなわち、クチコミ対象製品が事前に品

質評価を行いやすい探索財である場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されてい

ないときと一定の割合の負のクチコミが掲載されているときでは、クチコミ対象製品のブランド

に対する消費者の評価に差異はなく、1 つの Web ページ上に一定の割合以上の負のクチコミが

掲載されているときには、そのブランドに対する評価は低下するということが示唆された。さら

に、実証分析の結果、仮説 6 も支持された。すなわち、クチコミ対象製品が事前に品質評価を行

いにくい経験財である場合、クチコミ対象製品のブランドに対する消費者の評価は、1 つの Web

ページ上に正のクチコミしか掲載されていないときには、消費者のそのブランドに対する評価は

最も高く、そのページ上の負のクチコミが増加するのに伴って、そのブランドに対する評価は低

下するということが示唆された。このことから、消費者が複数の e クチコミに露出するような状

況において、探索財の方が、経験財に比して、負のクチコミによる負の影響を受けにくいという

ことが示されたといえるであろう。したがって、探索財は、熟知性の高いブランドと同様に、負
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のクチコミに対する耐性を有しているということが示されたといえるであろう。 

 負のクチコミに対する耐性は、消費者があるブランドをよく知っていたり、ある製品がどのよ

うな品質を持った製品であるかを事前に評価できたりすることに起因していると考えられる。す

なわち、あるブランドや製品を評価するに際して必要な知識をすでに持ち合わせていれば、消費

者は、自分の持つ知識の方が、見ず知らずの他者が記述した eクチコミの内容に比して、信用で

き、確実であると考えるため、負のクチコミによる負の影響を受けにくい。一方、あるブランド

や製品を評価するのに際して必要な知識をほとんど持ち合わせていなければ、消費者は、自力で

評価を下すことができず、そのブランドや製品に対する不安や不確実性を強く知覚してしまうだ

ろう。そして、自身の評価を助ける情報としてそのブランドや製品に関するクチコミに露出する

と、そのクチコミの影響を大きく受けてしまうと考えられる。したがって、そのような消費者は、

負のクチコミによる負の影響を受けやすいであろう。 

 

 

3.6. 実証研究Ⅰのまとめ 

 

3.6.1. 実証研究Ⅰの成果 

 

 既存研究は、ブランド熟知性が消費者のブランド評価に与える影響を見出していたものの

（Sundaram and Webster, 1999）、対面のクチコミを研究対象として取り扱っており、消費者が正の

クチコミおよび負のクチコミのどちらかにしか露出しないという状況を想定していた。また、ク

チコミ対象製品の種類が、消費者の製品に対する態度や購買意図に与える影響を見出していた既

存研究もあるものの（Park and Lee, 2009）、それらは、1つの Webページ上に正のクチコミのみ、

あるいは、負のクチコミのみが掲載されているような非現実的な状況を研究対象として取り扱っ

ていた。そこで、本章では、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと
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負のクチコミに対して同時に情報処理するような状況を考慮に入れ、クチコミの正負の比率、ブ

ランド熟知性、および、クチコミ対象製品の種類によって、消費者のブランド評価にいかなる差

異が生じるのかを吟味した。実証分析の結果、熟知性の高いブランドの場合、および、クチコミ

対象製品が探索財である場合、1 つの Web ページ上に一定の割合の負のクチコミが掲載されて

いても、消費者のクチコミ対象製品のブランドに対する評価はそれほど低くない一方、熟知性の

低いブランドの場合、および、クチコミ対象製品が経験財である場合、1 つの Web ページ上に

負のクチコミが増加するのに伴って、消費者のクチコミ対象製品のブランドに対する評価は低下

するということが見出された。 

 

3.6.2. 実証研究Ⅰの限界と今後の課題 

 

 本章の分析には、いくつかの限界および課題が残されている。まず、小規模な実験室実験を行

ったため、被験者数が少なかったということが挙げられる。既存研究においても（e.g., Sundaram 

and Webster, 1999; Park and Lee, 2009）、小規模な実験室実験を行って消費者データを収集してい

るものの、今後の研究では、大人数を対象としたサーベイ調査を行い、より大規模なデータセッ

トによって実証研究を行うことが望ましいだろう。 

 また、本章では、既存研究の知見（Sundaram and Webster, 1999; Park and Lee, 2009）を踏まえて、

探索財として家庭用エアコンを、経験財として英会話学習ソフトウェアを、実験対象製品として

用いた。しかしながら、探索財には、パソコン、MP3プレーヤー、デジタルカメラ等の製品が、

経験財には、飲食店、化粧品、ゲーム等の様々な製品が挙げられる。今後は、探索財および経験

財におけるその他の製品を実験対象製品として用いることによって、本章の仮説の外部妥当性を

吟味する必要があるだろう。 

 さらに、本章では、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていなければ、消費者

のブランドに対する評価は最も高い一方、1 つの Web ページ上に負のクチコミが掲載されてい
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れば、その評価は負のクチコミによる負の影響を受けるということを示した。しかしながら、1

つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないとしても、消費者が必ずしもクチコミ

対象製品のブランドに対して好ましい評価を下すとは限らないだろう。消費者は、ある製品に関

する正のクチコミばかりが掲載されたクチコミサイトを閲覧した際、そのサイト上に負のクチコ

ミが全く掲載されていないことによって、そのサイトやクチコミに対して不信感を抱いたり、ク

チコミ対象製品に対する不確実性を大きく知覚したりしてしまうかもしれない。すなわち、複数

の eクチコミの中に掲載されている負のクチコミは、消費者行動に負の影響を与えるのではなく、

それどころか正の影響を与えると考えられる。このような、1 つの Web ページ上に複数の正の

クチコミと負のクチコミが掲載されている状況において、負のクチコミが消費者行動に正の影響

を与えるという現象に着目し、そのような現象がいかなる条件のもとで生じるのかを吟味する必

要があるだろう。この課題に対応して、1 つの Web ページ上に掲載されている負のクチコミが

消費者行動に正の影響を与える条件の識別が、次章において試みられる。 
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第 4章 実証研究Ⅱ： 

負のクチコミの逆説的影響が生じる 2 つの条件 

 

 

 本論の目的は、消費者が 1 つの Webページ上に掲載された複数の eクチコミに同時に露出す

るような状況のもとで、eクチコミが消費者行動にいかなる影響を与えるのかを解明することに

ある。この目的を達成するために、本章では、消費者が 1つの Webページ上に掲載された正の

クチコミと負のクチコミの両方に対して同時に情報処理する状況を想定し、クチコミ対象製品の

種類、クチコミを閲覧する消費者の専門性、および、クチコミ・メッセージの内容の種類が、消

費者の態度形成に与える影響を吟味する。そのために、第 1節においては、問題意識を提示する。

第 2節においては、問題意識に関連した既存研究を振り返る。第 3節においては、振り返った既

存研究を踏まえて、新たな仮説を提唱する。第 4節においては、提唱した仮説の経験的妥当性を

吟味するために、実証分析を行う。第 5 節においては、実証分析の結果に基づいて、考察を行う。

第 6節においては、本章における実証分析の成果および残された課題に言及する。 

 

 

4.1. 問題意識 

 

クチコミや e クチコミに関する既存研究は数多く存在するものの、その多くは消費者の購買行

動および態度形成に対して、正のクチコミは正の影響を、負のクチコミは負の影響を与えると主

張している（e.g., File and Prince, 1992; Herr, Kardes, and Kim, 1991; Laczniak, DeCarlo, and 

Ramaswami, 2001; Luo, 2009; Richins, 1983）。さらに、消費者は、負のクチコミの方を、正のクチ

コミに比して重視する傾向にあることから、負のクチコミによる負の影響の度合いの方が、正の

クチコミによる正の影響の度合いに比して大きいということが示されている（e.g., Ahluwalia and 
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Shiv 1997; Herr, Kardes, and Kim, 1991; Park and Lee 2009）。このように、既存研究は、消費者行動

に対する正のクチコミの影響および負のクチコミの影響を別々に取り扱ってきた。すなわち、こ

れらの研究は、消費者が、正のクチコミのみ、あるいは、負のクチコミのみを参照しているとい

う非現実的な状況を想定しており、これらの 2 種類の e クチコミが 1 つの Web ページ上に同時

に掲載されているという現実的な状況を想定していないという点で問題を抱えている。 

 既存研究が抱える問題に対応して、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のク

チコミと負のクチコミに対して同時に情報処理する状況を想定した研究が存在する（Lee, Park, 

and Han, 2008; Doh and Hwang, 2009）。その中でも、Doh and Hwang（2009）は、1つの Webペー

ジ上に正のクチコミと負のクチコミの両方が掲載されているとき、多数の正のクチコミの中に掲

載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えるという興味深い現象

を見出した。彼らは、1 つの Web ページ上に掲載されている全てのクチコミの中で、正のクチ

コミと負のクチコミが占める比率を設定し、そのようなクチコミの正負の比率の違いによって、

クチコミ効果にいかなる差異が生じるのかを吟味した。そして、クチコミの正負の比率が 8：2

のときの方が、10：0のときに比して、クチコミ効果が高いということを見出した。しかしなが

ら、彼らの研究では、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消

費者行動に正の影響を与えるという現象がいかなる条件のもとで生じるのかということは解明

されていない。 

 したがって、本章では、1 つの Web ページ上に掲載された正のクチコミと負のクチコミの比

率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、消費者が快楽財に関するクチコミを閲覧する場合と、

実用財に関するクチコミを閲覧する場合といったクチコミ対象製品の種類、クチコミを閲覧する

消費者の専門性が高い場合とクチコミを閲覧する消費者の専門性が低い場合といった消費者の

専門性の違い、および、クチコミ・メッセージの内容が、製品の属性に関して客観的に記述され

た属性中心的クチコミである場合と、製品を使用することで得られる便益に関して主観的に記述

された便益中心的クチコミである場合というクチコミ・メッセージの内容の種類といった条件の
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違いによって、消費者の態度形成にいかなる差異が生じるのかを吟味する。それと同時に、本章

では、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成

に逆説的に正の影響を与えるという現象が生じる条件を識別することを主たる目的とする。 

 

 

4.2. 既存研究レビュー 

 

4.2.1. 正のクチコミと負のクチコミの相互作用 

 

 1 つの Web ページに掲載されている正のクチコミと負のクチコミの比率がクチコミ効果に与

える影響を吟味した研究として、Doh and Hwang（2008）が挙げられる。彼らは、分類変数を、

クチコミの正負の比率（10：0／9：1／8：2／7：3／6：4）に、従属変数を、製品に対する態度、

購買意図、クチコミサイトへの態度、および、クチコミの信頼性によって測定されるクチコミ効

果に設定し、一元配置分散分析を行った。なお、実験対象製品として、彼らは、デジタルカメラ

および映画を用いた。実験に際して、クチコミの正負の比率（10：0／9：1／8：2／7：3／6：4）

およびクチコミ対象製品（デジタルカメラ／映画）を統制した 5×2種類、すなわち、10 種類の

仮想のクチコミサイトを作成した。1 つのクチコミサイトには 10 個のクチコミが掲載され、各

クチコミは実在のクチコミサイトから収集したものを使用した。ただし、各クチコミの長さは均

一に揃えられ、偏りがないように統制された。 

 分析の結果は、図表 4－1 に要約されるとおりである。製品に対する態度については、クチコ

ミの正負の比率が 10：0のときに最も高く、9：1から 6：4へと比率が変化するにつれて低下し

た。多重比較分析の結果、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 7：3のときの間、および、10：0

のときと 6：4のときの間に統計的有意差が認められた一方、10：0のときと 9：1 のとき、9：1

のときと 8：2 のときの間には統計的有意差は認められなかった。このことから、クチコミの正
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負の比率と製品に対する態度の間に線形の正の関係があると考えられる。購買意図については、

クチコミの正負の比率が 10：0 のときに最も高く、続いて 8：2、9：1、7：3、6：4 の順に高か

った。多重比較分析の結果、クチコミの正負の比率が 10：0のときと 7：3 のときの間、および、

10：0 のときと 6：4 のときの間に統計的有意差が認められたものの、それ以外の場合の間には

統計的有意差は認められなかった。すなわち、製品に対する態度に関する結果と同様に、クチコ

ミの正負の比率と購買意図の間に線形の正の関係があると考えられる。 

 

図表 4－1 クチコミの正負の比率の変化に伴うクチコミ効果の差異 

 

    （出所）Doh and Hwang（2009），p. 196. 邦訳は、本論著者による。 

 

 また、クチコミサイトへの態度については、クチコミの正負の比率が 9：1のときに最も高く、

続いて 8：2、10：0、7：3、6：4の順に高かった。多重比較分析の結果、クチコミの正負の比率

が 9：1 のときと6：4のときの間、および、8：2 のときと 6：4 のときの間に統計的有意差が認

められたものの、10：0のときと 6：4 のときの間には統計的有意差が認められなかった。このこ

とから、クチコミサイト上に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、正のクチ

コミしか掲載されていないときに比して、消費者はクチコミサイトに対して好ましい態度を抱き

やすいと結論づけられた。クチコミの信頼性については、クチコミの正負の比率が 8：2 のとき

に最も高く、続いて 10：0、9：1、7：3、6：4の順に高かった。多重比較分析の結果、クチコミ

の正負の比率が 8：2 のときと 6：4のときの間に統計的有意差が認められたものの、クチコミの
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正負の比率が 10：0のときとそれ以外の比率のときとの間には統計的有意差は認められなかった。

このことから、クチコミサイト上に一定の割合の負のクチコミが掲載されていたときの方が、正

のクチコミしか掲載されていないときに比して、消費者は、クチコミサイト上に掲載されたクチ

コミを信頼すると結論づけられた。 

 かくして、負のクチコミのみの影響に焦点を合わせるならば、負のクチコミは消費者行動に負

の影響しか与えないものの、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコ

ミは、消費者行動に負の影響を与えるのではなく、それどころか逆説的に正の影響を与えるとい

うことを、彼らの研究は指摘している。すなわち、クチコミサイト上に正のクチコミしか掲載さ

れていないとき、消費者はその情報を提供しているクチコミサイトや、その情報の信頼性に対し

て疑念を抱くということが示唆された。なお、購買意図、製品に対する態度、クチコミサイトへ

の態度、および、クチコミの信頼性のいずれもが、正負のクチコミの比率が 6：4 のときに最も

低かったことから、正のクチコミに対する負のクチコミの割合が一定水準を上回るときには、負

のクチコミによる負の影響の方が、正のクチコミによる正の影響に比して大きく、結果的に消費

者行動に負の影響を与えると考えられる。しかしながら、Doh and Hwang は、多数の正のクチコ

ミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えるという現

象を見出したものの、そのような現象がいかなる条件のもとで生じるのかということについては

議論していない。そこで、本章では、彼らの研究によって残された課題に対応して、多数の正の

クチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えると

いう現象が生じる条件を識別する。 

 

4.2.2. クチコミ対象製品の種類  

 

 Sen and Lerman（2007）は、快楽財および実用財といったクチコミ対象製品の種類に着目し、

e クチコミの正負の影響を吟味した。彼らは、快楽財の評価は、個人の主観によるものであり、
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他者には当てはまりにくいとする一方、実用財の評価は、製品の具体的な属性評価に基づいた客

観的なものであり、他者にも当てはまりやすいと主張している。 

 仮説の設定に際し、彼らは、Adaval（2001）の提唱した感情承認仮説（affect-confirmation 

hypothesis）を援用した。感情承認仮説は、消費者が快楽的な基準に基づいて製品評価を行う場

合、自身の気分（mood）に一致する情報を、自身の気分に不一致な情報に比して重視する一方、

消費者が実用的な基準に基づいて製品評価を行う場合、情報に対する重視度は、その情報が自身

の気分に一致するかどうかによっては異ならないということを示唆する仮説である。ただし、快

楽的な基準とは、消費者がその製品を使用した結果として経験できるであろうと期待する感情の

ことである。実用的な基準とは、製品が有用な機能を発揮できるかということである。 

 Sen and Lerman（2007）は、分類変数を、クチコミの正負とクチコミ対象製品の種類（快楽財

／実用財）の 2×2 に、従属変数を、クチコミの有用性、製品に関連する帰属、および、クチコ

ミの書き手に関連する帰属に設定し、二元配置分散分析を行った。ただし、製品に関連する帰属

とは、クチコミにおける製品評価が、クチコミ対象製品の品質に密接に関係しているものである

と、受け手が知覚する程度である。クチコミの書き手に関連する帰属とは、クチコミにおける製

品評価が、クチコミ対象製品の品質とは無関係な別の根拠に基づくものであると、受け手が知覚

する程度である。なお、実験対象製品として、彼らは、快楽財に休暇中に読むための小説を、実

用財にプレゼンテーション用ソフトウェアの解説書をそれぞれ用いた。正のクチコミの条件では、

被験者に 1個の正のクチコミを提示した一方、負のクチコミの条件では、被験者に 1個の負のク

チコミを提示した。 

 分析の結果、クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負との間には、相互作用効果が見出され

た。すなわち、快楽財に関する負のクチコミの有用性の方が、実用財に関する負のクチコミの有

用性に比して低かった。さらに、消費者が快楽財に関する負のクチコミを読む場合、クチコミの

書き手に関連する帰属が高い一方、消費者が実用財に関する負のクチコミを読む場合、製品に関

連する帰属が高かった。このことは、クチコミ対象製品が快楽財である場合、消費者は、負のク
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チコミにおける否定的な製品評価は、製品の品質とは無関係で、書き手に特有な理由によるもの

であると知覚する一方、クチコミ対象製品が実用財である場合、消費者は、負のクチコミにおけ

る否定的な評価は、製品の品質に由来するものであり、自身にも当てはまりそうであると知覚す

るということを示唆している。 

 さらに、彼らは同じ設定の実験を再度実施した。その際、従属変数に、製品に対する態度を新

たに追加した。なお、実験対象製品として、彼らは、快楽財に音楽の CD を、実用財に外国語講

座の CDをそれぞれ用いた。分析の結果は、先の分析の結果と同様、すなわち、消費者が快楽財

に関する負のクチコミを読む場合の方が、消費者が実用財に関する負のクチコミを読む場合に比

して、製品に対する態度が高かった。したがって、快楽財の方が、実用財に比して、負のクチコ

ミによる負の影響を受けにくいと結論づけられた。このように、クチコミ対象製品の種類が快楽

財であるか実用財であるかによって、負のクチコミが消費者行動に与える影響が異なることから、

本章では、クチコミ対象製品の種類を考慮に入れて分析を行う。 

 

4.2.3. 消費者の専門性とクチコミ・メッセージの内容の種類 

 

 Sussman and Siegal（2003）は、情報として eメールを想定し、情報の受け手の専門性および関

与によって、メッセージの質および情報源の信憑性が情報の有用性に与える影響に差異が生じる

ことを吟味した。彼らは、技術受容モデルおよび精緻化見込みモデルを援用し、e メールを介し

たオンラインでのコミュニケーションにおける情報採用行動モデルを構築した。彼らは、図表 4

－2 で描かれるようなモデルを提唱して、実証分析を行った。ただし、メッセージの質とは、e

メールにおける情報が、正確で矛盾がなく完全である度合いである。情報源の信憑性とは、eメ

ールの送り手が知識豊富であり、専門的で信憑性が高い度合いである。情報の有用性とは、eメ

ールにおける情報が、重要で有益である度合いである。情報の採用とは、e メールの受け手が、

e メールにおける情報に従って行動する度合いである。受け手の専門性とは、e メールの受け手
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が、eメールにおける情報に関して知識があり、理解力がある度合いである。受け手の関与とは、

e メールの受け手が、eメールにおける情報に対して関連性が高い度合いである。 

 分析の結果、情報の有用性は、情報の採用に正の影響を及ぼしていた。そして、メッセージの

質および情報源の信憑性は、情報の有用性に正の影響を及ぼしていた。さらに、情報の受け手の

専門性が高い場合、メッセージの質の方が、情報源の信憑性に比して、情報の有用性に与える影

響が大きかった一方、情報の受け手の専門性が低い場合、情報源の信憑性の方が、メッセージの

質に比して、情報の有用性に与える影響は大きかった。すなわち、専門性の高い受け手は、メッ

セージの質を重視する一方、専門性の低い受け手は、情報源の信憑性を重視するということが示

唆された。受け手の専門性に関する結果と同様に、受け手の関与によっても、メッセージの質お

よび情報源の信憑性が情報の有用性に与える影響は異なっていた。これらの結果から、オンライ

ンでのコミュニケーションにおいて、専門性の高い消費者にとって、メッセージの質が中心的手

がかりとして強く作用する一方、専門性の低い消費者にとって、情報源の信憑性が周辺的手がか

りとして強く作用すると結論づけられた。 

 

図表 4－2 Sussman and Siegal（2003）のモデル 

（出所）Sussman and Siegal（2003），p. 53. 邦訳は、本論著者による。 

 

 消費者の特性およびクチコミ・メッセージの内容の特性に着目した研究として Park and Kim

（2008）が挙げられる。彼らは、e クチコミを閲覧する消費者の専門性およびクチコミ・メッセ

ージの内容の種類が、消費者の購買意図に与える影響について吟味した。彼らは、クチコミを閲
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覧する消費者の専門性が情報処理に対する動機と能力によって決定されると想定して、詳細な情

報処理に対する動機および能力の両方を持つ消費者を専門家（experts）、能力と動機のどちらか

一方を持つ消費者および両方とも持たない消費者を素人（novices）として分類した。また、彼

らは、クチコミ・メッセージを、クチコミ対象製品が持つ属性に関して、製品の性能情報などに

基づき、詳細に記述されている属性中心的クチコミ（attribute-centric review）と、それぞれの属

性がもたらす便益あるいは効用に関して、書き手の経験に基づいて主観的に記述された便益中心

的クチコミ（benefit-centric review）とに分類した。 

 仮説の設定に際し、彼らは、認知適合理論と精緻化見込みモデルを援用している。認知適合理

論は、消費者が、より効率的で効果的な情報処理を行うために、自身の特性に適した手順を用い

るということを示唆する理論である（Vassey and Gallets, 1991）。専門性の高い消費者は、外部か

らの情報を自身の経験や知識に基づいて吟味し、その製品を評価することができる。そのため、

製品の属性に関して記述された属性中心的クチコミの方が、その属性がもたらす効用に関して記

述された便益中心的クチコミに比して、専門性の高い消費者には適している。一方、専門性の低

い消費者は、自身で製品の属性に関する情報を吟味することができない。よって、あらかじめ他

者によって各属性に関する情報が吟味、解釈され、その効用が述べられた便益中心的クチコミの

方が、属性中心的クチコミに比して、専門性の低い消費者には適している（Walker, Celsi, and Olson, 

1987）。 

 精緻化見込みモデルは、消費者の外部刺激の処理プロセスには、中心的（認知的）ルートと周

辺的（感情的）ルートがあるということを示唆する理論である（Petty and Cacioppo, 1986）。情報

の精緻化に対して動機と能力の両方を持つ消費者の場合、中心的ルートを経て態度形成が行われ

るという。一方、情報の精緻化に対して動機と能力のどちらか一方、あるいは、両方を持たない

消費者の場合、周辺的ルートを経て態度形成が行われるという。 

 Park and Kim（2008）は、分類変数を、クチコミを閲覧する消費者の専門性（高／低）、クチ

コミ・メッセージの内容の種類（属性中心的／便益中心的）、および、クチコミの数（4 個／8
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個）の 2×2×2 に、従属変数を購買意図に設定し、三元配置分散分析を行った。なお、実験対象

製品として、彼らは、ポータブル・メディア・プレーヤー（PMP）を用いた。また、被験者に提

示された 4個あるいは 8個のクチコミには全て正のクチコミが用いられた。 

 分析の結果、クチコミを閲覧する消費者の専門性が高い場合の方が、クチコミを閲覧する消費

者の専門性が低い場合に比して、クチコミ・メッセージの種類が購買意図に与える影響は大きか

った。さらに、属性中心的クチコミが専門性の高い消費者の購買意図に与える影響の度合いの方

が、専門性の低い消費者の購買意図に与える影響の度合いに比して大きかった。一方、便益中心

的クチコミが専門性の低い消費者の購買意図に与える影響の度合いの方が、専門性の高い消費者

の購買意図に与える影響の度合いに比して大きかった。また、クチコミの数が専門性の低い購買

意図に与える影響の度合いの方が、専門性の高い消費者の購買意図に与える影響の度合いに比し

て大きかった。 

 Zou, Yu, and Hao（2011）は、eクチコミを閲覧する消費者の専門性に着目して、正のクチコミ

および負のクチコミが消費者購買意思決定に与える影響を吟味した。彼らは、分類変数を、クチ

コミの正負およびクチコミを閲覧する消費者の専門性（高／低）の 2×2 に、共変量を、クチコ

ミ対象製品の種類、性別、および、オンラインでの購買経験に、従属変数を、クチコミ効果に設

定して、二元配置共分散分析を行った。従属変数であるクチコミ効果は、購買意思決定において

クチコミを参照しそうか、クチコミが信頼できると思うか、および、クチコミが自分の購買意思

決定に大きく影響しそうか、といった質問項目によって測定された。なお、実験対象製品として、

彼らは、USB フラッシュメモリと化粧水を、それぞれのブランド名を伏せて用いた。被験者に

は 6個の eクチコミを提示した。クチコミ・メッセージの内容を統制するため、6 個の eクチコ

ミのうち 3個は属性中心的クチコミ、残りの 3個は便益中心的クチコミであった。そして、正の

クチコミの条件では、6 個全てが正のクチコミである一方、負のクチコミの条件では、6 個全て

が負のクチコミだった。 

 分析の結果、クチコミの正負とクチコミを閲覧する消費者の専門性との間には相互作用効果が
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見出された。すなわち、クチコミを閲覧する消費者の専門性が低い場合の方が、クチコミを閲覧

する消費者の専門性が高い場合に比して、クチコミの正負がクチコミ効果に与える影響は大きか

った。さらに、クチコミを閲覧する消費者の専門性が低い場合、負のクチコミの効果の方が、正

のクチコミの効果に比して大きかった。一方、クチコミを閲覧する消費者の専門性が高い場合、

負のクチコミの効果の方が、正のクチコミの効果に比して大きかったものの、両効果の間に統計

的有意差は認められなかった。このことから、クチコミの正負が消費者行動に与える影響は、ク

チコミを閲覧する消費者の専門性によって異なると結論づけられた。しかしながら、彼らは、消

費者が正の e クチコミのみ、あるいは、負の eクチコミのみを閲覧するような非現実的な状況を

想定したうえで、クチコミの正負の影響を吟味しているため、1 つの Web ページ上に正のクチ

コミと負のクチコミの両方が掲載されているという現実的な状況を想定していないという課題

が残されている。そこで、本章では、消費者が、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正の

クチコミと負のクチコミに対して同時に情報処理する状況を想定したうえで、クチコミを閲覧す

る消費者の専門性およびクチコミ・メッセージの内容が、消費者の態度形成に与える影響の解明

を試みる。 

 

 

4.3. 仮説の提唱 

 

4.3.1. クチコミ対象製品の種類に関する仮説 

 

 本章の主たる目的は、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが

消費者行動に正の影響を与えるという現象が生じる条件の識別である。したがって、本章では、

クチコミ対象製品の種類（快楽財／実用財）、消費者の専門性（高／低）、および、クチコミ・メ

ッセージの内容の種類（属性中心的／便益中心的）といった条件の違いによって、消費者の態度
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形成に差異が生じるという現象に着目する。 

 製品を、快楽財と実用財の 2種類に分類できると主張する研究が存在する（Laurent and Kapferer, 

1985; Mittal, 1989; Vaughn,1980; Zaichkowsky, 1987）。これらの既存研究は、快楽財を、満足や個

人的な感情によって特徴づけられる製品であると定義した一方、実用財を、製品の機能やパフォ

ーマンスによって特徴づけられる製品であると定義した。 

 快楽的価値によって特徴づけられる製品、すなわち、快楽財は、消費者に心地よい感情や快楽

的な満足を与えるため、快楽的価値は主観的に判断されるものである（Babin, Darden, and Griffin, 

1994; Hirschman and Holbrook, 1982）。Hirschman（1980）によると、快楽財を使用することは、

製品との感覚的かつ感情的な経験および製品との優良な経験を、消費者が得ることである。すな

わち、消費者は、快楽財に対して、具体的で客観的な属性によって説明することができないよう

な、個人的な価値を抱くのである（Park and Moon, 2003）。快楽財としては、具体的に、音楽、

映画、あるいは芸術品などが挙げられる。 

 感情承認仮説（Adaval, 2001）によると、消費者が快楽的な基準に基づいて製品評価を行う場

合、自身の気分に一致する情報を重視する。すなわち、消費者が快楽財の製品評価を行う場合、

自分の現在の、あるいは、予想される気分に一致するような情報を重視するであろう。消費者は、

快楽財に関するクチコミを読む際に、その製品を消費することで得られる好ましい感情を想像す

る傾向にある。そのため、快楽財に関するクチコミに対して、消費者は、自身の正の気分に一致

しないような負の情報を考慮に入れることなく情報処理を行うと考えられる。Sen and Lerman

（2007）は、クチコミの有用性および製品に対する態度に関して、快楽財の方が、実用財に比し

て、負のクチコミによる負の影響を受けにくいということを示した。快楽財に関する負のクチコ

ミを読む場合、消費者は、そのクチコミが製品の品質に無関係な情報であると見なし、その負の

クチコミは自身の製品選択に有用な情報ではないと判断する。そのため、消費者は、快楽財に関

する負のクチコミを読んだとしても、その快楽財に対する態度を容易に低下させないと考えられ

る。このことから、消費者は、快楽財に関する負のクチコミを読む場合、負のクチコミを割り引
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いて情報処理を行うと考えられる。さらに、消費者は、弱すぎず、かつ、強すぎない、中程度の

刺激を受けた場合、最適な覚醒状態にあり、その刺激に対して最も高い快楽的価値を見出す（Ellis, 

1973）。複数の eクチコミが掲載された 1 つの Webページを、消費者の情報処理に対する刺激と

して見なすと、1 つの Web ページ上において、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のク

チコミが掲載されているときの方が、正のクチコミしか掲載されていないときに比して、消費者

にとって快楽的価値の大きな刺激であると考えられる。消費者にとって、多数の正のクチコミの

中に一定の割合の負のクチコミが掲載されている Web ページの快楽的価値が最も大きければ、

刺激として受ける情報の対象、すなわち、クチコミ対象製品である快楽財に対しても同様に、快

楽的価値を大きく知覚するであろう。 

 したがって、クチコミ対象製品が快楽財である場合、1 つの Web ページ上に一定の割合の負

のクチコミが掲載されていても、消費者は、その負のクチコミを考慮に入れることなく情報処理

を行うと考えられる。それどころか、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲

載されているときの方が、正のクチコミしか掲載されていないときに比して、消費者は、クチコ

ミ対象製品の快楽的価値を大きく知覚し、その製品に対して好ましい態度を抱くと考えられる。

以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 7 クチコミ対象製品が快楽財である場合、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負の

クチコミが掲載されているときの方が、負のクチコミが全く掲載されていないときに

比して、製品に対する態度は高い。  

 

 一方、実用的価値によって特徴づけられる製品、すなわち、実用財は、その製品が特定の問題

を解決するために有用な製品である。そのため、実用財を購買および使用する消費者は、自身の

問題が解決されることを志向している（Babin, et al., 1994）。また、実用財は、消費者が製品の実

用性を最大限享受できるか、すなわち、その製品が有用であるか、あるいは、機能的および実用
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的役割を果たすかといった点から認知的に評価される。なお、製品の実用性とは、製品の具体的

な属性に基づくものである（Drolet, Simonson, and Tversky, 2000; Strahilevitz and Meyers, 1998）。

実用財としては、具体的に、家電製品や医薬品などが挙げられる。 

 実用財に関するクチコミを読む場合、消費者の関心は、主に消費直後の成果に向けられている

（Batra and Ahtola, 2001; Mort and Rose, 2004）。実用財に関する負のクチコミは、その製品を使用

した後の、他者の否定的経験に基づいており、その否定的経験は、製品に内在する特性、すなわ

ち、製品の具体的な属性に由来している。よって、実用財に関する他者の否定的経験は、そのク

チコミを読む消費者にも当てはまる可能性が高いと考えられる。消費者は、実用財を使用する際

には、製品の実用性を最大化させたいため、消費者がその製品から引き出す実用性に直接的に関

係しうる負の情報は、実用財の評価に際して重要な情報として受け止められるだろう。 

 さらに、Sen and Lerman は、クチコミの有用性および製品に対する態度に関して、実用財の方

が、快楽財に比して、負のクチコミによる負の影響を受けやすいということを示した。実用財に

関する負のクチコミを読む場合、消費者は、そのクチコミが製品の品質に直接的に由来している

と見なし、自身の製品選択に有用な情報であると判断する。そのため、消費者は、負のクチコミ

が付されている実用財に対して好ましくない態度を抱くと考えられる。 

 したがって、クチコミ対象製品が実用財である場合、1 つの Web ページ上に負のクチコミが

掲載されていると、その Web ページを閲覧する消費者は、負のクチコミによる負の影響を受け

やすいため、その製品に対する態度を低下させるだろう。すなわち、クチコミ対象製品が実用財

である場合、正のクチコミしか掲載されていないときの方が、多数の正のクチコミの中に一定に

割合の負のクチコミが掲載されているときに比して、消費者は、クチコミ対象製品の実用的価値

を大きく知覚し、その製品に対して好ましい態度を抱くと考えられる。以上の議論より、次の仮

説を提唱する。 

 

仮説 8 クチコミ対象製品が実用財である場合、負のクチコミが全く掲載されていないときの
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方が、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているとき

に比して、製品に対する態度は高い。 

 

4.3.2. 消費者の専門性とクチコミ・メッセージの内容の種類に関する仮説 

 

 Park and Kim（2008）は、消費者の専門性を、情報処理に対する動機および能力によって分類

した。すなわち、彼らは、詳細な情報処理に対する動機および能力の両方を持つ消費者を、専門

性の高い消費者として見なす一方、詳細な情報処理に対する動機と能力のどちらか一方を持つ消

費者および両方とも持たない消費者を、専門性の低い消費者として見なした。Web 上のクチコ

ミを閲覧する消費者は、クチコミの対象となる製品の情報を処理する動機をすでに持ち合わせて

いると考えられる。したがって、本章では、詳細な情報処理に対する能力の有無によって、専門

性が高い消費者と低い消費者を分類する。 

 専門性の高い消費者には、属性中心的クチコミの方が、便益中心的クチコミに比して適してお

り、その影響力は大きい（Park and Kim, 2008）。さらに、専門性の高い消費者にとって、正のク

チコミの影響と負のクチコミの影響の間には有意な差異は存在しないということが見出されて

いる（Zou, Yu, and Hao, 2011）。したがって、専門性の高い消費者の方が、専門性の低い消費者に

比して、負のクチコミによる負の影響を受けにくいと考えられる。また、専門性の高い消費者は、

中心的手がかりであるメッセージの質を、情報源の信憑性に比して重視する（Sussman and Siegal, 

2003）。Cheung, Lee, and Rabjohn（2008）によると、eクチコミにおけるメッセージの質を規定す

る要因として、最も大きな影響力を持つのは、情報の包括性である。彼らは、情報の包括性を、

メッセージの中に含まれる情報が詳細で、広範にわたる内容を含んでいることと定義している。

すなわち、1 つの Web ページ上に掲載された複数のクチコミの中に、正のクチコミだけでなく

負のクチコミも掲載されているときの方が、正のクチコミしか掲載されていないときに比して、

専門性の高い消費者は情報の包括性が高いと知覚し、そのページ上のメッセージの質も高いと知
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覚するであろう。 

 したがって、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に

多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、正のクチコ

ミしか掲載されていないときに比して、消費者は、そのページ上のメッセージの質が高いと知覚

し、クチコミを有用な情報であると見なすであろう。1 つの Web ページ上に一定の割合の負の

クチコミが掲載されているとしても、専門性の高い消費者は、負のクチコミによる負の影響を受

けにくく、そのページの大半を占める正のクチコミの好ましい製品評価にしたがって、消費者は

クチコミ対象製品に対する好ましい態度を抱くと考えられる。すなわち、専門性の高い消費者が

属性中心的クチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に多数の正のクチコミの中に一定の割合

の負のクチコミが掲載されているときの方が、正のクチコミしか掲載されていないときに比して、

クチコミ対象製品に対して抱く態度は好ましいだろう。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 9 専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、多数の正のクチコミの中に一

定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、負のクチコミが全く掲載され

ていないときに比して、製品に対する態度は高い。 

 

 一方、専門性の低い消費者には、便益中心的クチコミの方が、属性中心的クチコミに比して適

しており、その影響力は大きい（Park and Kim, 2008）。さらに、専門性の低い消費者にとって、

負のクチコミの影響の方が、正のクチコミの影響に比して大きいということが見出されている

（Zou, Yu, and Hao, 2011）。すなわち、専門性の低い消費者の方が、専門性の高い消費者に比して、

負のクチコミによる負の影響を受けやすいと考えられる。また、専門性の低い消費者は、周辺的

手がかりである情報源の信憑性を、メッセージの質に比して重視する（Sussman and Siegal, 2003）。

専門性の低い消費者は、詳細な情報処理に対する能力を持たないため、1 つの Web ページ上に

掲載されている各クチコミを詳細に吟味せず、クチコミを掲載しているページが信頼できそうか、
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あるいは、クチコミの書き手が信頼できそうかといった周辺的な手がかりを用いて情報処理を行

うであろう。また、専門性の低い消費者は、製品に関する情報を詳細に吟味せずに、文字どおり

に受け止める傾向にあるということも指摘されている（Walker, Celsi, and Olson, 2008）。 

 したがって、専門性の低い消費者が便益中心的クチコミを読む場合、1 つの Web ページ上に

負のクチコミが掲載されていると、その負のクチコミの内容を詳細に吟味することなく、負のク

チコミにおける否定的な製品評価にしたがい、専門性の低い消費者は、クチコミ対象製品に対し

て好ましくない態度を抱くと考えられる。すなわち、専門性の低い消費者が便益中心的クチコミ

を読む場合、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないときの方が、多数の正

のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときに比して、クチコミ対象製品

に対して抱く態度は好ましいだろう。以上の議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 10 専門性の低い消費者が便益中心的クチコミを読む場合、負のクチコミが全く掲載さ

れていないときの方が、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲

載されているときに比して、製品に対する態度は高い。 

 

 

4.4. 実証分析  

 

4.4.1. 調査デザイン 

  

 本章では、Doh and Hwang（2009）や Park and Kim（2008）などの既存研究において採用され

た調査デザインに準拠しつつ、実証分析を行う。これらの既存研究は、実験室実験を行い、消費

者データを収集した。実験に際して、既存研究は、複数の e クチコミを掲載したクチコミサイト

を作成した。そして、被験者に対して、作成したクチコミサイトを閲覧してもらったうえで、質
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問項目に回答してもらうことによって、消費者データを収集した。 

 本章においても、消費者データを収集するために実験室実験を行う。実験に際して、クチコミ

の正負の比率（10：0／8：2／6：4）、クチコミ対象製品の種類（快楽財／実用財）、クチコミを

閲覧する消費者の専門性（高／低）、および、クチコミ・メッセージの内容の種類（属性中心的

／便益中心的）を統制した、3×2×2×2種類、すなわち、全 24 種類の仮想のクチコミサイトを

作成した。既存研究で用いられた実験対象製品を踏まえて、本章では、快楽財として、映画およ

びマンガを、実用財として、ポータブル・メディア・プレーヤー（PMP）およびデジタルカメラ

をそれぞれ用いた。仮想サイトは、いずれも、最上部に製品名が掲載され、その下に製品の写真

が掲載されるというレイアウトに設定し、それらの下には 10個の eクチコミを配置した。なお、

仮想のクチコミサイトにおける正のクチコミと負のクチコミの並び順は、ランダムとした。 

 被験者は、大学生および大学院生 276人であった。被験者には、作成した 24種類の仮想のク

チコミサイトのうち 1 種類を閲覧したもらったうえで、「製品に対する態度」に関する質問項目

に回答してもらった。それと同時に、実験対象製品に対する「専門性」、および「クチコミの正

負の比率」に関する質問項目にも回答してもらった。 

 

4.4.2. 測定尺度  

 

 測定に際して、既存研究によって開発された 1 つの構成概念につき複数個の測定尺度を用いた。

製品に対する態度については、Alpert and Kamins（1995）によって開発された尺度を用いた。専

門性については、Park and Kim（2008）による尺度を用いた。クチコミの正負の比率については、

独自に尺度を開発した。これらの測定尺度は、7 点リカート尺度法によって測定された。なお、

調査に用いた質問紙は、巻末の補録 2に記載されている。 

 尺度の信頼性を表わすクロンバックの α 係数の値は、製品に対する態度、専門性、および、

クチコミの正負の比率について、それぞれ 0.95、0.93、および、0.96であり、既存研究が推奨す
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る 0.70以上という基準値を満たしていた（Nunnally and Bernstein, 1994）。同様に、尺度の信頼性

を表わす合成信頼性（SCR）の値は、それぞれ 0.98、0.95、および、0.98 であり、既存研究が推

奨する 0.60以上いう基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。さらに、尺度の妥当性を示

すための指標である平均分散抽出度（AVE）は、それぞれ 0.91、0.89、および、0.94 であり、既

存研究が推奨する 0.50 以上という基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。 

 

4.4.3. マニピュレーション・チェック（1）―消費者の専門性― 

 

 実験室実験において提示された実験対象製品の専門性に関して、被験者が回答したデータを用

いて、被験者を専門性の高い消費者と専門性の低い消費者に分類した。まず、実験対象製品の専

門性に関する 8 個の質問項目によって得られた合計得点の平均値によって、被験者を分類した。

すなわち、平均値より高い値を示した被験者を専門性の高い消費者に分類した一方、平均値より

低い値を示した被験者を専門性の高い消費者に分類した。快楽財の実験対象製品に関して、映画

の専門性に関する平均値は 26.60 であり、マンガの専門性に関する平均値は 26.54 であった。実

用財の実験対象製品に関して、PMP の専門性に関する平均値は 26.60 であり、デジタルカメラの

専門性に関する平均値は 23.05 であった。平均値による分類の結果、映画に関して、専門性の高

い消費者は 38人、専門性の低い消費者は 32 人であった。マンガに関して、専門性の高い消費者

は 32 人、専門性の低い消費者は 38 人であった。PMP に関して、専門性の高い消費者は 34 人、

専門性の低い消費者は 34 人であった。デジタルカメラに関して、専門性の高い消費者は 32 人、

専門性の低い消費者は 36人であった。 

 次に、専門性の高い消費者および専門性の低い消費者が回答した、実験対象製品に関する専門

性に関するデータを用いて、t検定を行った。分析の結果、専門性の高い消費者および専門性の

低い消費者に分類された被験者の映画の専門性の平均値は、それぞれ 4.92（S.D.=0.76）および

2.43（S.D.=1.33）であり、両者の間には、1％水準で有意な差が認められた（t=9.28, p<0.01）。専
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門性の高い消費者および専門性の低い消費者に分類された被験者のマンガの専門性の平均値は、

それぞれ 5.28（S.D.=0.96）および 2.66（S.D.=1.38）であり、両者の間には、1％水準で有意な差

が認められた（t=8.79, p<0.01）。専門性の高い消費者および専門性の低い消費者に分類された被

験者の PMP の専門性の平均値は、それぞれ 4.95（S.D.=0.75）および 2.39（S.D.=1.35）であり、

両者の間には、1％水準で有意な差が認められた（t=9.40, p<0.01）。専門性の高い消費者および専

門性の低い消費者に分類された被験者のデジタルカメラの専門性の平均値は、それぞれ 4.13

（S.D.=0.81）および 2.23（S.D.=1.21）であり、両者の間には、1％水準で有意な差が認められた

（t=8.51, p<0.01）。したがって、消費者の専門性に関する操作化は妥当に行われていると判断しう

るであろう。 

 

4.4.4. マニピュレーション・チェック（2）―クチコミの正負の比率― 

 

 実験室実験において提示されたクチコミサイト上の正のクチコミと負のクチコミの比率に関

して、被験者が回答したデータを用いて、一元配置分散分析を行った。モデル全体に対する F

検定の結果、F値は 201.41（p<0.01）という値を示した。クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、

および、6：4であるときの、クチコミサイト上の正のクチコミの知覚量に関する平均値は、それ

ぞれ、5.42（S.D.=1.20）、4.87（S.D.=1.03）、および、2.40（S.D.=1.65）であった。Tukeyの HSD

法による多重比較分析において、F値はそれぞれ、82.18（10：0－8：2）、138.58（8：2－6：4）、

および、321.16（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0のときと 8：2 のときの

間、8：2のときと 6：4 のときの間、および、10：0のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％

水準で有意な差が認められた。したがって、クチコミの正負の比率に関する操作化は妥当に行わ

れていると判断しうるであろう。 
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4.4.5. 分析結果  

 

 Levene の等分散検定を行った結果、水準間の分散に有意差は認められなかった。そこで、実

験室実験で収集した消費者データを用いて、分類変数を、「クチコミの正負の比率」（10：0／8：2

／6：4）および「クチコミ対象製品の種類」（快楽財／実用財）の 3×2、および、「クチコミの

正負の比率」（10：0／8：2／6：4）、「クチコミを閲覧する消費者の専門性」（高／低）、および、

「クチコミ・メッセージの内容の種類」（属性中心的／便益中心的）の 3×2×2 に、従属変数を、

「製品に対する態度」の平均値に設定したうえで、二元配置分散分析および三元配置分散分析を

行った。なお、分析に際しては、SAS System for Windows, Ver. 9.3 の ANOVAプロシジャを使用

した。 

 従属変数として製品に対する態度を設定したモデルにおいて、クチコミの正負の比率およびク

チコミ対象製品の種類が与える影響を吟味した二元配置分散分析を行ったところ、モデルの全体

的評価および各分類変数の主効果と相互作用に関する有意性検定の結果は、図表 4－3 に要約さ

れるとおりであった。モデル全体に対する F 検定の結果、F 値は 79.56（p<0.01）という値を示

した。2つの分類変数の主効果に対する F検定の結果、クチコミの正負の比率およびクチコミ対

象製品の F 値は、181.36（p<0.01）および 1.08（p>0.10）という値を示した。クチコミの正負の

比率およびクチコミ対象製品の相互作用に対する F 検定の結果、F 値は 17.00（p<0.01）であっ

た。 

 

図表 4－3 二元配置分散分析における各分類変数の有意性検定の結果 

モデルの全体的評価 F＝  79.56
a
 

X1（クチコミの正負の比率） F＝ 181.36
a
 

X2（クチコミ対象製品の種類） F＝   1.08 

X1×X2（クチコミの正負の比率およびクチコミ対象製品の種類の相互作用） F＝    17.00
a
 

ただし、aは 1%水準で有意。 
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クチコミ対象製品とクチコミの正負の比率の相互作用は、図表 4－4および図表 4－5に要約さ

れるとおりであった。クチコミ対象製品が映画である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、

および、6：4 のとき、「製品に対する態度」の平均値はそれぞれ、4.72（S.D.=1.04）、5.50（S.D.=0.81）、

および、2.57（S.D.=1.31）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれ

ぞれ、7.66（10：0－8：2）、77.16（8：2－6：4）、および、39.04（10：0－6：4）であり、クチ

コミの正負の比率が 10：0のときと 8：2のときの間、8：2 のときと 6：4のときの間、および、

10：0 のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。クチコミ対象

製品がマンガである場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、「製品

に対する態度」の平均値はそれぞれ、4.60（S.D.=1.05）、5.44（S.D.=0.90）、および、3.01（S.D.=1.00）

であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F値はそれぞれ、10.06（10：0－8：2）、

74.27（8：2－6：4）、および、26.57（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 の

ときと 8：2のときの間、8：2のときと 6：4 のときの間、および、10：0 のときと 6：4のとき

の間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。したがって、クチコミ対象製品が快楽財

である場合、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、

負のクチコミが全く掲載されていないときに比して、製品に対する態度は高いという仮説 7は支

持されたといえるであろう。クチコミ対象製品がデジタルカメラである場合、クチコミの正負の

比率が 10：0、8：2、および、6：4のとき、「製品に対する態度」の平均値はそれぞれ、5.60（S.D.=0.77）、

4.92（S.D.=0.64）、および、2.94（S.D.=0.94）であった。Tukey の HSD 法による多重比較分析に

おいて、F 値はそれぞれ、10.54（10：0－8：2）、68.57（8：2－6：4）、および、100.82（10：0

－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2のときの間、8：2 のときと 6：4

のときの間、および、10：0 のときと 6：4 のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認め

られた。クチコミ対象製品が PMP である場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、

6：4 のとき、「製品に対する態度」の平均値はそれぞれ、5.64（S.D.=0.55）、4.71（S.D.=0.95）、

および、2.84（S.D.=1.03）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれ
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ぞれ、15.29（10：0－8：2）、41.95（8：2－6：4）、および、123.99（10：0－6：4）であり、ク

チコミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2 のときの間、8：2 のときと 6：4 のときの間、およ

び、10：0 のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。よって、

クチコミ対象製品が実用財である場合、負のクチコミが全く掲載されていないときの方が、多数

の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときに比して、製品に対する

態度は高いという仮説 8は支持されたといえるであろう。 

 

図表 4－4 クチコミの正負の比率とクチコミ対象製品の相互作用に関する平均値と標準偏差 

 X1（クチコミの正負の比率） 

10：0 8：2 6：4 

X2（クチコミ

対象製品） 

快楽財 

映画 
平均値 

（標準偏差） 

4.72 

（1.04） 

5.50 

（0.81） 

2.57 

（1.31） 

マンガ 
平均値 

（標準偏差） 

4.60 

（1.05） 

5.44 

（0.90） 

3.01 

（1.00） 

実用財 

デジタル 

カメラ 

平均値 

（標準偏差） 

5.60 

（0.77） 

4.92 

（0.64） 

2.94 

（0.94） 

PMP 
平均値 

（標準偏差） 

5.64 

（0.55） 

4.71 

（0.95） 

2.84 

（1.03） 

 

図表 4－5  クチコミの正負の比率とクチコミ対象製品の相互作用 
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 従属変数として製品に対する態度を設定したモデルにおいて、クチコミの正負の比率、クチコ

ミを閲覧する消費者の専門性、および、クチコミ・メッセージの内容の種類が与える影響を吟味

した三元配置分散分析を行ったところ、モデルの全体的評価、および各分類変数の主効果と相互

作用に関する有意性検定の結果は、図表 4－6 に要約されるとおりであった。モデル全体に対す

る F 検定の結果、F値は 33.47（p<0.01）という値を示した。3つの分類変数の主効果に対する F

検定の結果、クチコミの正負の比率、クチコミを閲覧する消費者の専門性、および、クチコミ・

メッセージの内容の種類の F 値はそれぞれ、171.63（p<0.01）、0.05（p>0.10）、および、0.70（p>0.10）

という値を示した。クチコミの正負の比率、クチコミを閲覧する消費者、および、クチコミ・メ

ッセージの内容の種類の相互作用に対する F 検定の結果、F値は 17.00（p<0.01）であった。 

 

図表 4－6 三元配置分散分析における各分類変数の有意性検定の結果 

モデルの全体的評価 F＝  33.47
a
 

X1（クチコミの正負の比率） F＝ 171.63
a
 

X2（クチコミを閲覧する消費者の専門性） F＝   0.05 

X3（クチコミ・メッセージの内容の種類） F＝   0.70 

X1×X2×X3（クチコミの正負の比率、クチコミを閲覧する消費者の専門性、 

および、クチコミ・メッセージの内容の種類の相互作用） 
F＝    17.00

a
 

ただし、aは 1%水準で有意。 

 

 クチコミの正負の比率、消費者の専門性、および、クチコミ・メッセージの内容の相互作用は、

図表 4－7および図表 4－8に要約されるとおりであった。専門性の高い消費者が属性中心的クチ

コミを読む場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、「製品に対する

態度」の平均値はそれぞれ、4.99（S.D.=0.82）、5.71（S.D.=0.68）、および、2.42（S.D.=1.15）で

あった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、10.91（10：0－8：2）、

142.01（8：2－6：4）、および、71.42（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0

のときと 8：2のときの間、8：2のときと 6：4 のときの間、および、10：0のときと 6：4のと
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きの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。専門性の高い消費者が便益中心的クチ

コミを読む場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、「製品に対する

態度」の平均値はそれぞれ、4.85（S.D.=1.00）、4.99（S.D.=0.78）、および、2.85（S.D.=1.21）で

あった。Tukey の HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、1.12（10：0－8：2）、

34.80（8：2－6：4）、および、45.85（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 の

ときと 8：2 のときの間には統計的有意差が認められなかったものの、8：2 のときと 6：4 のと

きの間および 10：0のときと 6：4 のときの間に、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。

専門性の低い消費者が、属性中心的クチコミを読む場合、クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、

および、6：4 のとき、「製品に対する態度」の平均値はそれぞれ、5.14（S.D.=1.03）、4.84（S.D.=0.97）、

および、3.09（S.D.=1.00）であった。Tukeyの HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれ

ぞれ、0.25（10：0－8：2）、47.28（8：2－6：4）、および、38.48（10：0－6：4）であり、クチ

コミの正負の比率が 10：0のときと 8：2のときの間には統計的有意差が認められなかったもの

の、8：2のときと 6：4のときの間および 10：0のときと 6：4 のときの間に、少なくとも 5％水

準で有意な差が認められた。専門性の低い消費者が、便益中心的クチコミを読む場合、クチコミ

の正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 のとき、「製品に対する態度」の平均値はそれぞれ、

5.56（S.D.=1.03）、4.97（S.D.=0.86）、および、2.94（S.D.=0.86）であった。Tukeyの HSD 法によ

る多重比較分析において、F 値はそれぞれ、4.58（10：0－8：2）、62.87（8：2－6：4）、および、

81.67（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2 のときの間、8：2

のときと 6：4 のときの間、および、10：0 のときと 6：4のときの間に、少なくとも 5％水準で

有意な差が認められた。したがって、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、多

数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、負のクチコミ

が全く掲載されていないときに比して、製品に対する態度は高いという仮説 9は支持されたとい

えるであろう。さらに、専門性の低い消費者が便益中心的クチコミを読む場合、負のクチコミが

全く掲載されていないときの方が、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載
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されているときに比して、製品に対する態度は高いという仮説 10 も支持されたといえるであろ

う。 

 

図表 4－7 クチコミの正負の比率、消費者の専門性、および、 

クチコミ・メッセージの内容の種類の相互作用に関する平均値と標準偏差 

X2（消費者

の専門性） 

X3（クチコミ・ 

メッセージの内容の種類） 

 X1（クチコミの正負の比率） 

10：0 8：2 6：4 

高 属性中心的 
平均値 

（標準偏差） 

4.99 

（0.82） 

5.71 

（0.68） 

2.42 

（1.15） 

低 属性中心的 
平均値 

（標準偏差） 

5.14 

（1.03） 

4.84 

（0.97） 

3.09 

（1.00） 

高 便益中心的 
平均値 

（標準偏差） 

4.85 

（1.00） 

4.99 

（0.78） 

2.85 

（1.21） 

低 便益中心的 
平均値 

（標準偏差） 

5.56 

（1.03） 

4.97 

（0.86） 

2.94 

（0.86） 

 

図表 4－8 クチコミの正負の比率、消費者の専門性、および、 

クチコミ・メッセージの内容の種類の相互作用 
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4.5. 考察  

 

 本章における実証分析の結果、仮説 7および仮説 8は支持された。すなわち、クチコミ対象製

品が快楽財である場合、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されている

ときの方が、負のクチコミが全く掲載されていないときに比して、消費者は製品に対してより好

ましい態度を形成する一方で、クチコミ対象製品が実用財である場合、負のクチコミが全く掲載

されていないときの方が、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されてい

るときに比して、消費者は製品に対してより好ましい態度を形成するということが示唆された。

このことから、既存研究において見出された多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割

合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えるという現象が生じる条件の 1つが、快楽財に

関するクチコミの場合であるといえるであろう。 

 実証分析の結果、仮説 9および仮説 10は支持された。すなわち、消費者の専門性が高く、ク

チコミ・メッセージの内容が属性中心的である場合、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負

のクチコミが掲載されているときの方が、負のクチコミが全く掲載されていないときに比して、

製品に対してより好ましい態度を形成する一方、消費者の専門性が低く、クチコミ・メッセージ

の内容が便益中心的である場合、負のクチコミが全く掲載されていない場合の方が、多数の正の

クチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときに比して、製品に対してより好

ましい態度を形成するということが示唆された。このことから、既存研究において見出された多

数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を

与えるという現象が生じるもう一つの条件が、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む

場合であるといえるであろう。 

 既存研究あるいは前章において、正のクチコミは消費者行動に正の影響を与えると主張されて

きた。しかしながら、本章では、1 つの Web ページ上に正のクチコミしか掲載されていないと

きに、消費者がクチコミ対象製品に対して好ましい態度を抱かないことがあるということを見出
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した。すなわち、消費者は、1つの Webページ上に正のクチコミしか掲載されていないことを、

そのページでは偏った情報しか提供されていないと認識し、そのページに掲載されているクチコ

ミを、自身にとって最適な刺激であると見なさなかったり、低品質な情報であると見なしたりす

るということである。クチコミが掲載されている Web ページ、あるいは、クチコミ自体に対し

て、不信感を抱いた消費者は、クチコミ対象製品に対しても不安や不確実性を強く感じ、好まし

い態度を形成しないということが考えられる。一方、多数の正のクチコミの中に掲載されている

一定の割合の負のクチコミが、消費者の態度形成に逆説的に正の影響を与えるのは、1 つの Web

ページ上に負のクチコミが一定の割合掲載されている状態を、消費者が、自身にとって最適な刺

激であると見なしたり、高品質な情報を提供していると感じたりするからであると考えられる。 

 

 

4.6. 実証研究Ⅱのまとめ 

 

4.6.1. 実証研究Ⅱの成果 

 

 e クチコミに関する既存研究の多くは、消費者の購買行動および態度形成に対して、正のクチ

コミは正の影響を、負のクチコミは負の影響を与えると主張してきた。これらの研究は、消費者

が、正のクチコミのみ、あるいは、負のクチコミのみを参照しているという非現実的な状況を想

定しており、これらの 2 種類の e クチコミが 1 つの Web ページ上に掲載されている現実的な状

況を想定していないという問題を抱えている。こうした既存研究の問題に対応して、1 つの Web

ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコミに対して、消費者が同時に情報処理す

るような状況を想定し、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが

消費者行動に正の影響を与えるという興味深い現象を見出した研究が存在する（Doh and Hwang, 

2009）。しかしながら、そのような現象がいかなる条件のもとで生じるのかということは解明さ
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れていなかった。そこで、本章では、クチコミ対象製品の種類、クチコミを閲覧する消費者の専

門性、および、クチコミ・メッセージの内容の種類によって、消費者の態度形成にいかなる差異

が生じるのかを吟味した。実証分析の結果、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割

合の負のクチコミが消費者の態度形成に正の影響を与える条件を識別した。それらは、クチコミ

対象製品が快楽財である場合および専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合とい

う 2つの条件である。 

 

 

4.6.2. 実証研究Ⅱの限界と今後の課題 

 

 本章の分析には、いくつかの限界および課題が残されている。まず、小規模な実験室実験を行

ったため、被験者数が少なかったということが挙げられる。今後の研究では、大人数を対象とし

たサーベイ調査を行い、より大規模なデータセットによって実証研究を行うことが望ましいだろ

う。 

 また、本章では、1 つの Web ページ上に 10 個のクチコミがランダムに並んでいる状況を想定

して、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成

に正の影響を与える条件が、クチコミ対象製品が快楽財であること、および、専門性の高い消費

者が属性中心的クチコミを読むことであるということを識別した。しかしながら、1 つの Web

ページ上に掲載されているクチコミの並び順の違いによって、多数の正のクチコミの中に掲載さ

れている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に与える影響に差異が生じるという可能性が

捨象されてしまっている。すなわち、1 つの Web ページ上の正のクチコミと負のクチコミの並

び順を、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶように設定した場合と、1 つの Web ページ上の正

のクチコミと負のクチコミの並び順を、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶように設定した場合

とでは、多数の正のクチコミに掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成に
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与える影響が異なるということを考慮に入れる必要があるだろう。この課題に対応して、1 つの

Web ページ上の正のクチコミと負のクチコミの並び順が消費者の態度形成に与える影響の解明

が、次章において試みられる。 
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第 5章 実証研究Ⅲ：クチコミの並び順の影響 

 

 

 本論の目的は、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに同時に露出す

るような状況のもとで、eクチコミが消費者行動にいかなる影響を与えるのかを解明することに

ある。この目的を達成するために、本章では、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された正の

クチコミと負のクチコミの両方に対して同時に情報処理する状況を想定し、1 つの Web ページ

上におけるクチコミの並び順が、消費者の態度形成に与える影響を吟味する。そのために、第 1

節においては、問題意識を提示する。第 2節においては、問題意識に関連した既存研究を振り返

る。第 3 節においては、振り返った既存研究を踏まえて、新たな仮説を提唱する。第 4節におい

ては、前章で識別された 1 つの条件のもとで、提唱した仮説の経験的妥当性を吟味するために、

実証分析を行う。第 5節においては、前章で識別されたもう 1 つの条件のもとで、実証分析を行

う。第 6節においては、2つの実証分析の結果に基づいて、考察を行う。第 7節においては、本

章における実証分析の成果および残された課題に言及する。 

 

 

5.1.  問題意識 

 

 消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコミの両方に対し

て同時に情報処理する状況を想定するとき、複数のクチコミは、通常、そのページの上部から下

部へと縦方向に並べられていると考えられる。たとえば、クチコミの正負の比率が 8：2 である

ような 1 つの Web ページにおいて、2個の負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときもあれば、8

個の正のクチコミと 2 個の負のクチコミがランダムに並ぶとき、あるいは、2個の負のクチコミ

がまとめて末尾に並ぶときも存在するだろう。このようなクチコミの並び順の違いは、消費者が
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1つのWebページ上に掲載された複数の eクチコミに同時に露出することができるという eクチ

コミに特有の特徴を考慮に入れることに伴って浮上した、eクチコミの別の特徴であると考えら

れる。既存研究において、1 つの Web ページ上におけるクチコミの並び順の違いが消費者行動

に与える影響を議論した研究は、著者の知りうる限り存在しない。 

 前章の実証研究Ⅱにおいては、既存研究において指摘された（Doh and Hwang, 2009）、1 つの

Webページ上に複数の正のクチコミおよび負のクチコミが掲載されているような状況を想定し、

多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響

を与えるという現象が生じる条件を識別しようと試みた。そして、その条件として、クチコミ対

象製品が快楽財である場合と、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合を見出した。

本章は、前章の実証研究Ⅱの追随研究であり、eクチコミに関する既存研究において考慮されて

こなかったクチコミの並び順に着目し、クチコミの並び順の違いが消費者行動にいかなる影響を

与えるのかという問題を解明することを主たる目的とする。具体的には、1 つの Web ページ上

に掲載されている正のクチコミの負のクチコミの比率が、10：0、8：2、および、6：4 である場

合に着目し、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミがまとめて先

頭に並ぶとき、正のクチコミと負のクチコミがランダムに並ぶとき、および、多数の正のクチコ

ミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミがまとめて末尾に並ぶとき、といった負のク

チコミの並び順の違いが消費者の態度形成に与える影響を吟味することを試みる。 

 

 

5.2. 既存研究レビュー 

 

5.2.1. クチコミの掲載条件 

 

 e クチコミが掲載される Web サイトの運営者に着目した既存研究として、Sussan, Gould, and 
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Weisfeld-Spolter（2009）が挙げられる。彼らは、分類変数を、メッセージの種類（広告のみ／広

告とクチコミ）および Web サイト運営者の種類（広告主企業による運営／広告主以外の企業に

よる運営）の 2×2 に、従属変数を、消費者関与および新製品採用意図に設定して、二元配置分

散分析を行った。なお、実験対象製品として、彼らは、新製品に新作映画の DVD を用いた。 

 分析の結果、メッセージの種類と Web サイト運営者の種類の相互作用効果が見出された。す

なわち、広告主以外の企業によって運営される Web サイト内の広告にクチコミが新たに付され

た場合の消費者関与および新製品採用意図の増分の方が、広告主企業によって運営される Web

サイト内の広告にクチコミが付された場合の消費者関与および新製品採用意図の増分に比して

大きかった。このことは、クチコミが掲載される場所が異なることによって、同一のクチコミ・

メッセージが消費者行動に異なる影響を与えるということを示唆している。 

 Pathak, Garfinkel, Gopal, Venkatesan, and Yin（2010）は、Web サイトに掲載された正のクチコミ

の時間的な新しさ、すなわち、クチコミの新近性に着目して研究を行った。彼らは、Amazon.com

のようなオンライン小売業者が用いる推奨システムを議論の対象に設定した。推奨システムとは、

情報処理困難であるような製品の購買に対して消費者が抱く不安や情報探索コストを軽減する

ことを企図して、消費者が、探索した製品に関するクチコミを読むことができるようにしたり、

その製品に類似した他製品を推薦したりする。こうした推奨システムと製品およびサービスの売

上の関係に関して、彼らは、正のクチコミの強度が、正のクチコミの新近性、クチコミ対象製品

の曖昧性、および、推薦ｒされた類似製品数との相互作用効果を伴って、クチコミ対象製品の売

上に与える影響を、回帰分析を用いて吟味した。 

 分析の結果、正のクチコミの強度が、クチコミ対象製品の売上に正の影響を与えることが見出

された。また、正のクチコミによる正の影響の強さは、正のクチコミの新近性、クチコミ対象製

品の曖昧性、および、推薦された類似製品数によって調整されることも見出された。このことは、

正のクチコミが掲載された日時が最近であれば、正のクチコミが消費者行動に与える影響が増加

するということを示唆している。このようにして、Pathak, et al.は、クチコミの新近効果、すな
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わち、Web サイトに掲載されたクチコミの時間的な新しさの影響の存在を見出した。その一方

で、Web サイトに掲載されたクチコミの時間的な新しさではなく、Web サイトに掲載されたク

チコミの順序の違いによって生じるようなクチコミの新近効果の存在を示せなかったという点

が、自身の研究の限界であると彼らは指摘している。 

 

5.2.2. クチコミの順序効果 

 

 説得的コミュニケーション研究の分野において、説得力に影響を与えるメッセージ変数の一つ

として、メッセージの提示順序に関する研究が数多く存在する（cf., 深田，2002）。メッセージ

の提示順序に関する研究の中でも、本章の議論に関連のある初頭効果および新近効果に関する研

究群を本項ではレビューしていく。 

 複数の情報の提示順序が消費者行動に異なる影響を与える効果、すなわち、順序効果を見出し

た研究として、Asch（1946）が挙げられる。彼は、2グループの被験者に対して、ある人物を異

なる形容詞の束を用いて説明した用紙を提示し、その人物に対する印象を比較する実験を行った。

異なる形容詞の束とは、「知的で、勤勉で、衝動的で、批判的で、頑固で、嫉妬深い」と「嫉妬

深くて、頑固で、批判的で、衝動的で、勤勉で、知的」であった。すなわち、実は情報の内容は

同じであるが、情報の提示順序を逆にしたのである。 

 分析の結果、前者の被験者グループは、提示順序が最初である「知的」という情報による影響

を強く受け、実験対象の人物に対して好ましい印象を持った。一方、後者の被験者グループは、

提示順序が最初である「嫉妬深い」という情報による影響を大きく受け、実験対象の人物に対し

て好ましくない印象を持った。すなわち、被験者は、主として、最初に提示された情報を用いて、

実験対象の人物の印象を形成した。このようにして、彼は、人物の印象形成において、消費者が

最初に提示された情報に説得されやすいという効果、すなわち、初頭効果の存在を見出した。そ

の一方で、彼は、消費者が最後に提示された情報に説得されやすいという効果、すなわち、新近
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効果の存在に言及しながら、実験によって示せなかったという点が、自身の研究の限界であると

指摘している。 

 初頭効果が生じる条件を解明する研究が行われる一方（e.g., Hovland and Mandell, 1957; Lana, 

1961, 1963; Rosnow and Robinson, 1967）、新近効果が生じる条件に焦点を合わせた研究が、Miller 

and Campbell（1959）によって行われた。彼らは、2つのメッセージを被験者に提示するとき、

後に提示したメッセージの方が、先に提示したメッセージに比して、被験者の記憶に残りやすい

という仮説を設定した。彼らは、被験者に 2 つのメッセージを提示するという実験を行った。そ

の際、先に提示するメッセージと後に提示するメッセージとの間には一定の時間がおかれた。な

お、実験で提示したメッセージには、模擬裁判の判決文が用いられた。 

 分析の結果、後に提示したメッセージの方が、先に提示したメッセージに比して、被験者の記

憶に残りやすいという仮説は支持された。この結果は、情報を提示する時期をずらした場合、消

費者が最近に提示されたメッセージを記憶しやすい新近効果が生じることを示唆している。 

 連続して情報を提示する場合の方が、情報を提示する時期をずらした場合に比して、新近効果

が生じやすいと主張したのが、Broadbent, Vines, and Broadbent（1978）である。彼らは、被験者

を 2つのグループに分け、それぞれのグループに対して異なる設定の実験を行った。一方の被験

者グループには、連続的に 15 個の単語を一気に読み上げて聞き取らせた後、それらの単語をど

れだけ記憶しているかを回答させた。もう一方の被験者グループには、1個の単語を読み上げる

ごとに単語の読み上げを中断し、それまでに読み上げた単語を再度読み上げ、中断後に続きの単

語を読み上げるという作業を繰り返した。最後の単語の読み上げが終わった後、被験者には、そ

れらの単語をどれだけ記憶しているか回答させた。 

 分析の結果、一気に読み上げられる単語を聞き取らせた被験者グループは、リスト末尾の単語

を最も正確に記憶しており、10 番目の単語から最後に向かうにつれて、被験者の記憶が徐々に

正確になっていった。一方、1 個の単語を読み上げるごとに単語の読み上げを中断した場合、被

験者は、単語の読み上げを中断しない場合ほど正確には単語を記憶できず、新近効果は減じられ
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た。このことは、連続して提示された場合の方が、消費者が複数の情報を断続的にしか提示され

ない場合に比して、最も新しく提示された情報が記憶されやすく、新近効果が強いということを

示唆している。 

 このように、説得的コミュニケーション研究の分野において、メッセージの提示順序の効果は

これまで盛んに議論されてきたものの、eクチコミに関する研究の分野において、クチコミの並

び順の効果を取り扱った研究は存在しない。そこで、本章では、説得的コミュニケーション研究

における順序効果の知見を援用し、消費者が、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のク

チコミと負のクチコミに対して連続的に情報処理する状況を考慮に入れ、クチコミの並び順が消

費者の態度形成に与える影響の解明を試みる。 

 

 

5.3. 仮説の提唱 

 

 本章の主たる目的は、eクチコミに関する既存研究において考慮されてこなかったクチコミの

並び順に着目し、クチコミの並び順の違いが消費者行動にいかなる影響を与えるのかという問題

を解明することである。そこで、本章では、前章の実証研究Ⅱの追随研究として、実証研究Ⅱに

おいて識別された、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費

者の態度形成に正の影響を与える 2 つの条件に焦点を合わせる。すなわち、クチコミ対象製品が

快楽財である場合、および、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合において、ク

チコミの正負の比率（10：0／8：2／6：4）、および、負のクチコミの並び順（先頭／ランダム／

末尾）によって、消費者の製品に対する態度に差異が生じるという現象に着目する。 

 榊（2002）は、メッセージの受け手が、ある問題に対して高い関心を寄せている場合、最も強

力な議論を最後に回し、その周辺の証拠づけを徐々に固めれば、議論の魅力が高まり、最後に提

示された強力な議論の提案に同意しやすくなると指摘している。さらに、Broadbent, et al.（1978）
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は、複数の情報が連続的に与えられた場合、被験者は末尾に与えられた情報を記憶しやすいとい

う新近効果を見出した。彼が見出した新近効果は、連続的に掲載されている Web ページ上のク

チコミ・メッセージに対して、消費者が連続して情報処理する状況においても見出されるであろ

う。eクチコミを閲覧する消費者は、クチコミの対象となる製品の情報に関心を抱き、その情報

を処理する動機をすでに持ち合わせていると考えられる。そのような消費者は、1 つの Web ペ

ージ上に連続的に掲載されている複数のクチコミに対して、連続して情報処理すると考えられる

ため、新近効果の方が、初頭効果に比して、生じやすいであろう。 

 これらの研究を踏まえると、1 つの Web ページ上の多数の正のクチコミと一定の割合の負の

クチコミの並び順を、負のクチコミがまとめてページの先頭に並ぶように設定したとき、消費者

は、先頭に並んだ負のクチコミを読んだ後に、末尾に並んだ正のクチコミを続けて読むため、正

のクチコミの方により強く印象付けられるであろう。それゆえ、先頭に並んだ負のクチコミが与

える負の影響は、末尾に並んだ正のクチコミによる正の影響によって相殺され、消費者はクチコ

ミ対象製品に対して好ましい態度を形成すると考えられる。一方、1 つの Web ページ上の多数

の正のクチコミと一定の割合の負のクチコミの並び順を、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶよ

うに設定したとき、消費者は、先頭に並んだ正のクチコミを読んだ後に、末尾に並んだ負のクチ

コミを読むため、負のクチコミの方により強く印象付けられると考えられる。それゆえ、末尾に

並んだ負のクチコミが与える負の影響は、先頭に並んだ正のクチコミによる正の影響によって相

殺されることなく、消費者の態度形成を阻害するであろう。よって、消費者は、負のクチコミが

まとめて先頭に並ぶときの方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、好ましい態

度を形成すると考えられる。以上の議論より、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の

割合の負のクチコミが消費者の態度形成に正の影響を与える条件のもとで、負のクチコミの並び

順を考慮に入れた次の仮説を提唱する。 

 

仮説 11 クチコミ対象製品が快楽財である場合、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときの
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方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、製品に対する態度が高い。 

 

仮説 12 専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、負のクチコミがまとめて先

頭に並ぶときの方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、製品に対

する態度が高い。 

 

 

5.4. 実証分析（Ⅲ－1）：クチコミ対象製品が快楽財である場合 

 

5.4.1. 調査デザイン 

 

前節において、提唱した 2つの仮説の経験的妥当性を吟味するために、2つの実証分析を行う。

本節の実証分析（Ⅲ－1）においては、仮説 11 の経験的妥当性を吟味する。前章においては、多

数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成に正の

影響を与える条件の 1 つとして、クチコミ対象製品が快楽財である場合という条件を見出した。

実証分析（Ⅲ－1）では、この結果を踏まえて、快楽財として映画をクチコミ対象製品に用いて、

実験室実験を行い、消費者データを収集した。 

実験を行うに際して、クチコミの正負の比率（10：0）の 1種類と、クチコミの正負の比率（8：2

／6：4）および負のクチコミの並び順（先頭／ランダム／末尾）の 2×3 種類、すなわち、全 7

種類の仮想のクチコミサイトを作成した。仮想サイトは、いずれも左上に実験対象の映画のタイ

トルが掲載されるというレイアウトに設定し、それらの下には 10 個の e クチコミを配置した。

なお、映画のタイトルの下には、そのサイトにおけるクチコミの正負の比率および負のクチコミ

の並び順を明記した。 

 被験者は、大学生および大学院生 225人であった。被験者に対して、作成した 7 種類の仮想の
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クチコミサイトのうち 1 種類を閲覧してもらった上で、「製品に対する態度」に関する質問項目

に回答してもらった。 

 

5.4.2. 測定尺度  

 

 測定に際して、既存研究によって開発された 1 つの構成概念につき複数個の測定尺度を用いた。

製品に対する態度については、Alpert and Kamins（1995）によって開発された尺度を用いた。こ

の測定尺度は、7点リカート尺度法によって測定された。なお、調査に用いた質問紙は、巻末の

補録 3に記載されている。 

 尺度の信頼性を表わすクロンバックの α 係数の値は、製品に対する態度について、0.98 であ

り、0.70 以上という基準値を満たしていた（Nunnally and Bernstein, 1994）。同様に、尺度の信頼

性を表わす合成信頼性（SCR）の値は 0.98 であり、既存研究が推奨する 0.60 以上という基準値

を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。さらに、尺度の妥当性を示すための指標である平均分

散抽出度（AVE）は 0.92 であり、既存研究が推奨する 0.50 以上という基準値を満たしていた

（Bagozzi and Yi, 1988）。 

 

5.4.3. 分析結果  

 

 Levene の等分散検定を行った結果、水準間の分散に有意差は認められなかった。そこで、実

験室実験で収集した消費者データを用いて、分類変数を、「クチコミの正負の比率」（10：0／8：2

／6：4）および「負のクチコミの並び順」（先頭／ランダム／末尾）の 3×3 に、従属変数を「製

品に対する態度」の平均値に設定したうえで、二元配置分散分析を行った。なお、分析に際して

は、SAS System for Windows, Ver. 9.3 の ANOVAプロシジャを使用した。 

 従属変数として製品に対する態度を設定したモデルにおいて、クチコミの正負の比率および負
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のクチコミの並び順が与える影響を吟味した二元配置分散分析を行ったところ、モデルの全体的

評価および各分類変数の主効果と相互作用に関する有意性検定の結果は、図表 5－1 に要約され

るとおりであった。モデル全体に対する F 検定の結果、F 値は 34.60（p<0.01）という値を示し

た。2 つの分類変数の主効果に対する F検定の結果、クチコミの正負の比率と負のクチコミの並

び順の F値はそれぞれ、120.80（p<0.01）と 11.25（p<0.01）であった。そして、2 つの分類変数

の相互作用に対する F検定の結果、F 値は 3.17（p<0.01）であった。 

 

図表 5－1 各分類変数の有意性検定の結果 

（クチコミ対象製品が快楽財である場合） 

モデルの全体的評価 F=   34.60
a
 

X1（クチコミの正負の比率） F=  120.80
a
 

X2（負のクチコミの並び順） F=   11.25
a
 

X1×X2（クチコミの正負の比率と負のクチコミの並び順の相互作用） F=    3.17
a
 

ただし、aは 1％水準で有意。 

 

 製品に対する態度におけるクチコミの正負の比率の主効果および負のクチコミの並び順の主

効果は、図表 5－2、図表 5－3、および、図表 5－4に要約されるとおりであった。クチコミの正

負の比率が 10：0、8：2、および、6：4 のときの製品に対する態度の平均値はそれぞれ、4.53

（S.D.=1.33）、6.13（S.D.=0.58）、および、4.24（S.D.=0.79）であった。Tukeyの HSD 法による多

重比較分析において、F 値はそれぞれ、116.80（10：0－8：2）、357.13（8：2－6：4）、および、

3.38（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 6：4のときの間に統計的

有意差は認められなかったものの、10：0 のときと 8：2 のときの間、および、8：2 のときと 6：4

のときの間にのみ、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。これは、前章の実証研究Ⅱに

おいて得られた結果と同様である。したがって、前章において提唱された、クチコミ対象製品が

快楽財である場合、多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているとき

の方が、負のクチコミが全く掲載されていないときに比して、製品に対する態度は高いという仮
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説は、本章においても支持されたといえるであろう。 

 そして、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶとき、正のクチコミと負のクチコミがランダムに

並ぶとき、および、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときの製品に対する態度の平均値はそれ

ぞれ、5.27（S.D.=1.28）、4.98（S.D.=1.21）、および、4.65（S.D.=1.22）であった。Tukeyの HSD

法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、2.65（先頭－ランダム）、3.45（ランダム－末

尾）、および、11.07（先頭－末尾）であり、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときとランダム

に並ぶときの間、および、負のクチコミがランダムに並ぶときとまとめて末尾に並ぶときの間に

統計的有意差は認められなかったものの、クチコミがまとめて先頭に並ぶときとまとめて末尾に

並ぶときの間にのみ、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。したがって、クチコミ対象

製品が快楽財である場合、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときの方が、負のクチコミがまと

めて末尾に並ぶときに比して、製品に対する態度が高いという仮説 11 は支持されたといえるで

あろう。 

 

図表 5－2 クチコミの正負の比率および負のクチコミの並び順の主効果 

に関する平均値と標準偏差（クチコミ対象製品が快楽財である場合） 

X1（クチコミの正負の比率） 10：0 8：2 6：4 

平均値 

（標準偏差） 

4.53 

（1.33） 

6.13 

（0.58） 

4.24 

（0.79） 

X2（負のクチコミの並び順） 先頭 ランダム 末尾 

平均値 

（標準偏差） 

5.27
 

（1.28） 

4.98 

（1.21） 

4.65
 

（1.22） 
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図表 5－3 クチコミの正負の比率による製品に対する態度の差異 

（クチコミ対象製品が快楽財である場合） 

 

 

図表 5－4 負のクチコミの並び順による製品に対する態度の差異 

（クチコミ対象製品が快楽財である場合） 

 

 

5.5. 実証分析（Ⅲ－2）：専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合  

 

5.5.1. 調査デザイン 

 

 本節の実証分析（Ⅲ－2）においては、仮説 12 の経験的妥当性を吟味する。前章においては、

多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響

を与える条件として、前節の実証分析（Ⅲ－1）において吟味したクチコミ対象製品が快楽財で

2.5 

6.5 

10：0 8：2 6：4 

製
品
に
対
す
る
態
度

 

クチコミの正負の比率 

3 

4 

先頭 ランダム 末尾 
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す
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度

 

負のクチコミの並び順 
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ある場合という条件に加えて、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合という条件

を見出した。この結果を踏まえて、本節では、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む

状況を準備し、実験室実験を行うことによって、消費者データを収集した。 

前章の実証研究Ⅱで用いられた実験対象製品を踏まえて、本節の実証分析（Ⅲ－2）では、映

画およびデジタルカメラを用いた。実験を行うに際して、クチコミの正負の比率（10：0）の 1

種類と、クチコミの正負の比率（8：2／6：4）および負のクチコミの並び順（先頭／ランダム／

末尾）の 2×3種類、すなわち、全 7種類の仮想のクチコミサイトを、クチコミ対象製品の種類

（映画／デジタルカメラ）の 2パターン作成し、全 14 種類準備した。仮想サイトは、いずれも左

上に実験対象の製品名が掲載されるというレイアウトに設定し、それらの下には 10 個の e クチ

コミを配置した。なお、製品名の下には、そのサイトにおけるクチコミの正負の比率および負の

クチコミの並び順を明記した。 

実験室実験における被験者を選定するために、事前にクチコミ対象製品の専門性に関する調査

を行った。調査に参加したのは、大学生および大学院生 289人であった。調査の参加者には、実

験対象製品の専門性に関する 6個の質問項目に回答してもらい、回答によって得られた専門性に

関する合計得点の平均値によって、参加者を専門性の高い消費者と専門性の低い消費者に分類し

た。映画の専門性に関する平均値は 22.67 であり、デジタルカメラの専門性に関する平均値は

20.93 であった。平均値による分類の結果、映画に関して、専門性の高い消費者は 72 人、専門性

の低い消費者は 72 人であった。デジタルカメラに関して、専門性の高い消費者は 75 人、専門性

の低い消費者は 70 人であった。 

次に、専門性の高い消費者と専門性の低い消費者が回答した、2 つの実験対象製品の専門性に

関するデータを用いて、t検定を行った。分析の結果、専門性の高い消費者および専門性の低い

消費者に分類された被験者の映画の専門性の平均値は、それぞれ 4.70（S.D.=0.53）および 2.84

（S.D.=0.70）であり、両者の間には、1％水準で有意な差が認められた（t=11.46, p<0.01）。専門性

の高い消費者および専門性の低い消費者に分類された被験者のデジタルカメラの専門性の平均
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値は、それぞれ 4.02（S.D.=1.33）および 2.27（S.D.=0.42）であり、両者の間には、1％水準で有

意な差が認められた（t=7.32, p<0.01）。結果として、実験室実験における被験者として、専門性

の高い消費者 147人を選定した。 

 事前の調査で選定された専門性の高い被験者には、作成した 7種類の仮想のクチコミサイトの

うち 1 種類を閲覧したもらった上で、「製品に対する態度」に関する質問項目に回答してもらっ

た。 

 

5.5.2. 測定尺度  

 

 測定に際して、既存研究によって開発された 1 つの構成概念につき複数個の測定尺度を用いた。

製品に対する態度については、Alpert and Kamins（1995）によって開発された尺度を用いた。専

門性については、Park and Kim（2008）によって開発された尺度を用いた。これらの測定尺度は、

7 点リカート尺度法によって測定された。なお、調査に用いた質問紙は、巻末の補録 4に記載さ

れている。 

 尺度の信頼性を表わすクロンバックの α 係数の値は、製品に対する態度および専門性につい

て、それぞれ 0.92 および 0.82 であり、0.70 以上という基準値を満たしていた（Nunnally and 

Bernstein, 1994）。同様に、尺度の信頼性を表わす合成信頼性（SCR）の値は、それぞれ 0.92およ

び 0.80であり、既存研究が推奨する 0.60以上という基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。

さらに、尺度の妥当性を示すための指標である平均分散抽出度（AVE）は、それぞれ 0.74 およ

び 0.51であり、既存研究が推奨する 0.50以上という基準値を満たしていた（Bagozzi and Yi, 1988）。 

 

5.5.3. 分析結果  

 

 Levene の等分散検定を行った結果、水準間の分散に有意差は認められなかった。そこで、実
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験室実験で収集した消費者データを用いて、分類変数を、「クチコミの正負の比率」（10：0／8：2

／6：4）および「負のクチコミの並び順」（先頭／ランダム／末尾）の 3×3、従属変数を、「製

品に対する態度」の平均値に設定したうえで、二元配置分散分析を行った。なお、分析に際して

は、SAS System for Windows, Ver. 9.3 の ANOVAプロシジャを使用した。 

 従属変数として製品に対する態度を設定したモデルにおいて、クチコミの正負の比率および負

のクチコミの並び順が与える影響を吟味した二元配置分散分析を行ったところ、モデルの全体的

評価および各分類変数の主効果と相互作用に関する有意性検定の結果は、図表 5－5 に要約され

るとおりであった。モデル全体に対する F検定の結果、F 値は 19.33（p<0.01）であった。2つの

分類変数の主効果に対する F 検定の結果、クチコミの正負の比率と負のクチコミの並び順の F

値はそれぞれ、56.88（p<0.01）と 12.72（p<0.01）であった。そして、2 つの分類変数の相互作

用に対する F検定の結果、F 値は 3.88（p<0.01）であった。 

 

図表 5－5 各分類変数の有意性検定の結果 

（専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合） 

モデルの全体的評価 F=  19.33
a
 

X1（クチコミの正負の比率） F=  56.88
a
 

X2（負のクチコミの並び順） F=  12.72
a
 

X1×X2（クチコミの正負の比率と負のクチコミの並び順の相互作用） F=   3.88
a
 

ただし、aは 1％水準で有意。 

 

 各分類変数の平均値は、図表 5－6、図表 5－7、および、図表 5－8に要約されるとおりであっ

た。クチコミの正負の比率が 10：0、8：2、および、6：4のときの製品に対する態度の平均値は

それぞれ、4.52（S.D.=0.62）、5.02（S.D.=0.84）、および、3.76（S.D.=0.94）であった。Tukey の

HSD 法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、18.64（10：0－8：2）、81.33（8：2－6：4）、

および、37.55（10：0－6：4）であり、クチコミの正負の比率が 10：0 のときと 8：2 のときの

間、8：2のときと 6：4のときの間、および、10：0のときと 6：4 のときの間には少なくとも 5％
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水準で有意な差が認められた。これは、前章の実証研究Ⅱにおいて得られた結果と同様である。

したがって、前章において提唱された、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、

多数の正のクチコミの中に一定の割合の負のクチコミが掲載されているときの方が、負のクチコ

ミが全く掲載されていないときに比して、製品に対する態度は高いという仮説は、本章において

も支持されたといえるであろう。 

 そして、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶとき、正のクチコミと負のクチコミがランダムに

並ぶとき、および、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときの製品に対する態度の平均値はそれ

ぞれ、4.59（S.D.=1.83）、4.62（S.D.=1.80）、および、4.09（S.D.=1.72）であった。Tukeyの HSD

法による多重比較分析において、F 値はそれぞれ、0.05（先頭－ランダム）、12.63（ランダム－

末尾）、および、11.39（先頭－末尾）であり、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときとランダ

ムに並ぶときの間に統計的有意差は認められなかったものの、負のクチコミがランダムに並ぶと

きとまとめて末尾に並ぶときの間、および、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときとまとめて

末尾に並ぶときの間にのみ、少なくとも 5％水準で有意な差が認められた。したがって、専門性

の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときの方が、

負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、製品に対する態度が高いという仮説 12 は支

持されたといえるであろう。 

 

図表 5－6 クチコミの正負の比率および負のクチコミの並び順の主効果 

に関する平均値と標準偏差（専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合） 

 

 

 

 

 

 

 

X1（クチコミの正負の比率） 10：0 8：2 6：4 

平均値 

（標準偏差） 

4.52 

（0.62） 

5.02 

（0.84） 

3.76 

（0.94） 

X2（負のクチコミの並び順） 先頭 ランダム 末尾 

平均値 

（標準偏差） 

4.59
 

（1.83） 

4.62 

（1.80） 

4.09
 

（1.72） 
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図表 5－7 クチコミの正負の比率による製品に対する態度の差異 

（専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合） 

 

 

図表 5－8 負のクチコミの並び順による製品に対する態度の差異 

（専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合） 

 

 

5.6. 考察  

 

 本章第 4節における実証分析（Ⅲ－1）の結果、仮説 11 は支持された。すなわち、クチコミ対

象製品が快楽財である場合、負のクチコミがまとめて先頭に並び、その後に正のクチコミが連続

して並ぶときの方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、消費者が最初に閲覧し

た負のクチコミによる負の影響が、最後に閲覧した正のクチコミによる正の影響によって相殺さ

れ、製品に対して好ましい態度を抱きやすいということが示唆された。 

 そして、続く第 5 節における実証分析（Ⅲ－2）の結果、仮説 12も支持された。すなわち、専

3 

6 

10：0 8：2 6：4 

製
品
に
対
す
る
態
度

 

クチコミの正負の比率 
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先頭 ランダム 末尾 
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に
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度

 

クチコミの正負の比率 
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門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合、負のクチコミがまとめて先頭に並び、その

後に正のクチコミが連続して並ぶときの方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、

消費者が最初に閲覧した負のクチコミによる負の影響が、最後に閲覧した正のクチコミによる正

の影響によって相殺され、製品に対して好ましい態度を抱きやすいということが示唆された。 

 したがって、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミがまとめて

先頭に並ぶときの方が、負のクチコミが末尾に並ぶときに比して、一定の割合の負のクチコミが

消費者の製品に対する態度に与える正の影響の度合いが大きいといえるであろう。すなわち、1

つの Web ページ上に複数のクチコミが掲載されているような状況において、そのページを閲覧

する消費者が、ページ内の一番上に位置するクチコミから、ページ下部のクチコミへと連続的に

読み進めるならば、新近効果の方が、初頭効果に比して生じやすいということである。 

 なお、事前に仮説として設定しなかったが、クチコミの正負の比率と負のクチコミの並び順の

相互作用効果が見出された。このことから、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶとき、クチコミ

の正負の比率の差異によって生じる、消費者の製品に対する態度の差異は小さい一方、逆に、負

のクチコミがまとめて先頭に並ぶとき、クチコミの正負の比率の差異によって生じる、消費者の

製品に対する態度の差異は大きいと考えられる。 

 

 

5.7. 実証研究Ⅲのまとめ 

 

5.7.1. 実証研究Ⅲの成果 

 

 既存研究は、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行

動に正の影響を与えるという興味深い現象を見出しているものの、そのような現象が生じる条件

はいかなるものであるのかということは解明されていなかった。そこで、本論は、前章の実証研
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究Ⅱにおいて、そのような現象が生じる条件を識別した。多数の正のクチコミの中に掲載されて

いる一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与える条件とは、クチコミ対象製品が

快楽財である場合および専門性の高い消費者が属性中心クチコミを読む場合であった。しかしな

がら、実証研究Ⅱには、クチコミの並び順を考慮に入れていないという課題が残されていた。そ

こで、本章では、1 つの Web ページ上に複数の正のクチコミおよび負のクチコミが掲載されて

いる状況を想定し、負のクチコミがまとめて先頭に並ぶとき、正のクチコミと負のクチコミがラ

ンダムに並ぶとき、および、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときといった多様なクチコミの

並び順を設定した。そして、そのようなクチコミの並び順の違いが消費者の態度形成に与える影

響を吟味した。2 つの実証分析の結果、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の

負のクチコミがまとめて先頭に並ぶときの方が、正のクチコミと負のクチコミがランダムに並ぶ

とき、および、負のクチコミが末尾に並ぶときに比して、消費者は、製品に対して好ましい態度

を抱くということが見出された。 

 前章においては、クチコミ対象製品が快楽財である場合および専門性の高い消費者が属性中心

的クチコミを読む場合において、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のク

チコミが消費者の態度形成に正の影響を与えるということが示されたが、本章では、そのような

一定の割合の負のクチコミが、まとめて先頭に並ぶときの方が、まとめて末尾に並ぶときに比し

て、負のクチコミが消費者行動に与える正の影響の度合いが大きいということが示された。かく

して、本章は、クチコミの並び順の効果を考慮に入れることによって、前章の知見を拡張するこ

とに成功したといえるであろう。 

 

5.7.2. 実証研究Ⅲの限界と今後の課題 

 

 本章の分析には、いくつかの限界および課題が残されている。まず、小規模な実験室実験を行

ったため、被験者数が少なかったことが挙げられる。今後の研究では、大人数を対象としたサー
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ベイ調査を行い、より大規模なデータセットによって実証研究を行うことが望ましいだろう。 

 また、本章では、1 つの Web ページ上に正のクチコミと負のクチコミの両方が掲載されてい

るような状況を想定し、負のクチコミの並び順を、先頭、末尾、および、ランダムに設定するこ

とによって、クチコミの並び順の違いが消費者の態度形成に与える影響を吟味した。しかしなが

ら、実際のクチコミサイトには、クチコミの信頼度や有用度、投稿日時といった基準によって、

サイトを閲覧する消費者が e クチコミの並び順を変更できるような仕組みが存在する。今後は、

そのような様々な基準に基づくクチコミの並び順の効果を吟味することができれば、より有意義

な知見を得ることができるであろう。 

 さらに、本章では、第 3章における実証研究Ⅰおよび第 4章における実証研究Ⅱと同様に、1

つの Web ページ上のクチコミの正負の比率が、消費者の態度形成のような製品評価段階に与え

る影響を吟味するに留まり、消費者購買意思決定プロセスの情報取得段階に与える影響を捨象し

ている。たとえば、正のクチコミと負のクチコミが混在する、賛否両論のクチコミサイトを閲覧

した消費者が、当該サイトに対して不信感を抱いて情報探索を中断したり、逆に、自身の立場を

判断するために注意深く情報探索を行おうとしたりするという現象が考慮に入れられていない。

このような、1 つの Web ページ上に正のクチコミと負のクチコミが同程度掲載されているよう

な状況において、そのページ上に掲載されているクチコミ・メッセージの訴求する内容によって、

情報取得段階における消費者の情報処理方法が異なるという現象に着目し、そのような現象がい

かなる状況において生じるのかということについて、今後の研究では吟味する必要があるだろう。 
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第 6章 おわりに 

 

 

 本論は、消費者が 1 つの Web ページ上に掲載された複数の eクチコミに同時に露出するよう

な状況を想定し、クチコミ対象製品のブランド熟知性、および、クチコミ対象製品の種類が消費

者のブランド評価に与える影響、クチコミ対象製品の種類、クチコミを閲覧する消費者の専門性、

および、クチコミ・メッセージの内容の種類が消費者の態度形成に与える影響、および、クチコ

ミの並び順が消費者の態度形成に与える影響といった観点から、eクチコミが消費者行動に与え

る影響を解明した。本章では、それぞれの影響を吟味した実証研究Ⅰから実証研究Ⅲの要約と成

果、および、本論の限界と今後の課題について議論する。 

 

 

6.1. 本論の要約と成果 

 

6.1.1. 実証研究Ⅰの要約と成果 

 

 既存研究は、ブランド熟知性が消費者のブランド評価に与える影響を見出した（Sundaram and 

Webster, 1999）。すなわち、熟知性の高いブランドは負のクチコミによる負の影響を受けにくい

一方、熟知性の低いブランドは負のクチコミによる負の影響を受けやすいということが示唆され

た。しかしながら、この研究は、対面のクチコミを研究対象として取り扱い、消費者が正のクチ

コミおよび負のクチコミのどちらか一方にのみ露出するような状況を想定していた。さらに、既

存研究の中には、クチコミ対象製品の種類によって、消費者の製品に対する態度あるいは購買意

図に差異が生じるということを見出した研究も存在する（e.g., Park and Lee, 2009; Xia and 

Bechwati, 2008）。すなわち、クチコミ対象製品が探索財である場合、負のクチコミによる負の影
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響を受けにくい一方、クチコミ対象製品が経験財である場合、負のクチコミによる負の影響を受

けやすいということが示唆された。これらの研究は、e クチコミを研究対象として取り扱ってい

るものの、1 つの Web ページ上に正のクチコミのみ、あるいは、負のクチコミのみが掲載され

ているような非現実的な状況を想定している。 

 そこで、実証研究Ⅰは、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコ

ミに対して、消費者が同時に情報処理するような状況を想定し、クチコミの正負の比率（10：0

／8：2／6：4）、ブランド熟知性（高／低）、および、クチコミ対象製品の種類（探索財／経験財）

によって、消費者のブランド評価にいかなる差異が生じるのかを吟味した。分析の結果、1 つの

Web ページ上に一定の割合の負のクチコミが掲載されていても、消費者のクチコミ対象製品の

ブランド評価があまり低下しないのは、クチコミ対象製品のブランド熟知性が高い場合、および、

クチコミ対象製品が探索財である場合である一方、1 つの Web ページ上に一定の割合の負のク

チコミが掲載されていることによって、消費者のクチコミ対象製品のブランド評価が低下するの

は、クチコミ対象製品のブランド熟知性が低い場合、および、クチコミ対象製品が経験財である

場合であるということを見出した。 

 対面のクチコミの場合、受け手は、1人の送り手によって発信された 1個のクチコミにしか露

出することができないのに対して、e クチコミの場合、受け手は、複数の送り手によって発信さ

れた複数のクチコミに露出することができると考えられる。このような eクチコミに特有の特徴

を考慮に入れた既存研究は希少である。この点に関して、本論は、実証研究Ⅰにおいて、1つの

Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコミに対して、消費者が同時に情報

処理するような状況を想定し、クチコミ対象製品のブランド熟知性およびクチコミ対象製品が消

費者のブランド評価に与える影響を分析することによって、対面のクチコミに関する研究におけ

るブランド熟知性の影響に関する知見、および、eクチコミに関する研究におけるクチコミ対象

製品の種類の影響に関する知見を拡張することができたと見なすことができるだろう。 
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6.1.2. 実証研究Ⅱの要約と成果 

 

 既存のクチコミ研究の多くが、消費者の購買行動および態度形成に対して、正のクチコミは正

の影響を、負のクチコミは負の影響を与えると主張してきた。これらの研究の中には、eクチコ

ミを対象として取り扱っている研究も含まれているものの、消費者が、正のクチコミのみ、ある

いは、負のクチコミを参照するような非現実的な状況を想定し、e クチコミの効果を議論してき

た点において問題を抱えている。この問題に対応して、正のクチコミと負のクチコミの両方が 1

つの Web ページ上に掲載されているような現実的な状況を想定し、多数の正のクチコミの中に

掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えるという興味深い現

象を見出した研究が存在する（Doh and Hwang, 2009）。しかしながら、そのような現象がいかな

る条件のもとで生じるのかということは解明されていなかった。 

 そこで、実証研究Ⅱは、クチコミの正負の比率（10：0／8：2／6：4）、クチコミ対象製品の種

類（快楽財／実用財）、クチコミを閲覧する消費者の専門性（高／低）、および、クチコミ・メッ

セージの内容の種類（属性中心的／便益中心的）によって、消費者の態度形成にいかなる差異が

生じるのかということを吟味した。分析の結果、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定

の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与える条件が、クチコミ対象製品が快楽財であ

る場合と、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合であるということを識別し、い

ずれの場合においても、クチコミの正負の比率が 8：2 のときの方が、10：0 のときに比して、

製品に対する態度が高いということを見出した。 

 e クチコミに特有の特徴であるクチコミの正負の比率を考慮に入れた既存研究は、多数の正の

クチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者行動に正の影響を与えると

いう現象を見出したものの、そのような現象が生じる条件を識別していなかった。この点に関し

て、本論は、実証研究Ⅱにおいて、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負

のクチコミに対して、消費者が同時に情報処理するような状況を想定し、多数の正のクチコミの
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中に掲載されている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成に正の影響を与える条件を

識別することによって、eクチコミに関する研究におけるクチコミの正負の比率の影響に関する

知見を拡張することができたと見なすことができるだろう。 

 

6.1.3. 実証研究Ⅲの要約と成果 

 

 通常のクチコミサイトにおいて、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負

のクチコミは、ページ上部から下部へと縦方向に並べられている。そのような状況において、負

のクチコミがまとめて先頭に並ぶとき、正のクチコミと負のクチコミがランダムに並ぶとき、あ

るいは、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときといったクチコミの並び順が存在すると考えら

れる。消費者が、1つの Web ページ上に掲載された複数の e クチコミに対して同時に情報処理す

るという eクチコミに特有の特徴を考慮に入れることに伴って、1つの Webページ上におけるク

チコミの並び順が消費者行動にいかなる影響を与えるのかという別の課題が浮上する。しかしな

がら、本論の実証研究ⅠおよびⅡを含む既存研究は、このようなクチコミの並び順の影響を吟味

してこなかった。 

 そこで、実証研究Ⅲは、実証研究Ⅱにおいて識別された、多数の正のクチコミの中に掲載され

ている一定の割合の負のクチコミが消費者の態度形成に正の影響を与える 2 つの条件のもとで、

クチコミの並び順の違いが消費者行動に与える影響を解明した。すなわち、クチコミ対象製品が

快楽財である場合、および、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場合において、ク

チコミの正負の比率（10：0／8：2／6：4）、および、負のクチコミの並び順（先頭／ランダム／

末尾）によって、消費者の態度形成にいかなる差異が生じるのかを吟味した。分析の結果、クチ

コミ対象製品が快楽財である場合、および、専門性の高い消費者が属性中心的クチコミを読む場

合、多数の正のクチコミの中に掲載されている一定の割合の負のクチコミがまとめて先頭に並ぶ

ときの方が、負のクチコミがまとめて末尾に並ぶときに比して、製品に対する態度が高いという
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ことを見出した。 

 既存研究において、クチコミの並び順に着目した研究は著者の知りうる限り存在しなかった。

この点に関して、本論は、実証研究Ⅲにおいて、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正の

クチコミと負のクチコミに対して、消費者が同時に情報処理するような状況を想定し、同一ペー

ジ上のクチコミの並び順が消費者の態度形成に与える影響を分析することによって、eクチコミ

に関する研究におけるクチコミの並び順の影響に関する新たな知見を提供したと見なすことが

できるだろう。 

 

 

6.2. 限界と今後の展望 

 

6.2.1. 本論の限界 

 

 本論は、いくつかの限界および課題を抱えている。本論は、実証分析に際して、既存研究にお

ける実験の設定を踏まえ、独自に作成した仮想のクチコミサイトを被験者に見せたのちに、購買

意図や製品に対する態度に関する質問項目に回答してもらうことによって、消費者データを収集

した。しかしながら、このように設定して行った実験によって得られた消費者データだけでは、

e クチコミの影響を測定するには不十分である可能性があるだろう。すなわち、消費者がクチコ

ミサイトを閲覧する前の時点と、クチコミサイトを閲覧した後の時点の間における、クチコミ対

象製品の購買意図やその製品に対する態度の水準の差を考慮することによって、e クチコミの影

響を測定する必要があるかもしれない。そこで、今後の研究は、被験者に、クチコミサイトを見

せる前に、クチコミ対象となる製品の購買意図やその製品に対する態度に関する質問項目に回答

してもらい、回答後に本論のような設定の実験を実行することが望ましいだろう。 

 また、本論は、既存研究の知見を援用し、実証研究において、クチコミの正負の比率として、
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10：0、8：2、および 6：4という 3 種類の比率を設定した。しかしながら、実際のクチコミサイ

トにおいては、1 つの Web ページ上に正のクチコミの方が、負のクチコミに比して、多数掲載

されている場合だけではなく、負のクチコミの方が、正のクチコミに比して、多数掲載されてい

る場合もあるだろう。そのため、今後の研究は、クチコミの正負の比率を、10：0 から 6：4 の

間だけではなく、6：4から 0：10の間にも設定することによって、e クチコミの影響を吟味する

ことが望ましいだろう。 

 さらに、本論が実証研究を展開した 3つの章（第 3章～第 5 章）における「限界と今後の課題」

という項で言及したとおり、小規模な実験室実験を行って消費者データを収集したため、今後の

研究においては、大人数を対象としたサーベイ調査を行い、より大規模なデータセットによって

実証研究を行うことが望ましいだろう。 

 

6.2.2. 今後の展望 

 

 本論は、消費者が、1 つの Web ページ上に掲載された複数の正のクチコミと負のクチコミに

対して同時に情報処理するという、eクチコミに特有の特徴を考慮に入れ、消費者行動における

e クチコミの影響を吟味することを目的とした。したがって、本論は、e クチコミを閲覧する消

費者の購買行動および態度形成に焦点を合わせ、クチコミの正負の比率、クチコミ対象製品の特

性、クチコミを閲覧する消費者の特性、および、クチコミ・メッセージの特性が消費者行動にい

かなる影響を与えるのかを解明することを試みた。 

 今後の研究では、2次データを用いて、本論の仮説の経験的妥当性を再吟味する必要があるだ

ろう。e クチコミに関する既存研究においては、2 次データを用いることによって、e クチコミ

の影響を分析する研究が数多く存在している（e.g., Chevalier and Mayzlin, 2006; Duan, Gu, and 

Whinston, 2008; 濱岡・里村，2009; Liu, 2006）。そのような研究において用いられたデータ収集

方法および e クチコミの影響の測定方法を参照して、本論において解明した eクチコミの影響を
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分析することによって、eクチコミに関する研究に対する深い理解を提供することができるだろ

う。 

 また、今後の研究では、新しいタイプの eクチコミの特徴を探究する必要があるだろう。本論

では、e クチコミに特有の特徴として、消費者が、1つの Webページ上に掲載された複数の正の

クチコミと負のクチコミに対して同時に情報処理することを考慮に入れていたが、eクチコミの

その他の特徴として、クチコミ発信者の匿名性、すなわち、クチコミ発信者が、受け手である消

費者にとって見知らぬ人であることも指摘されている（e.g., 濱岡・里村，2009）。しかしながら、

Facebook や Google＋のような SNS において見られる e クチコミの場合、クチコミ発信者が受け

手の知り合いである可能性が非常に高いだろう。したがって、SNS において見られる e クチコ

ミには、クチコミ発信者の匿名性という特徴は当てはまらないと考えられる。SNS において見

られる eクチコミは、対面のクチコミや従来の eクチコミとは異なる特徴を持っているかもしれ

ない。たとえば、SNS において見られる eクチコミの発信者および受け手である消費者は、SNS

上で形成されているバーチャル・コミュニティに所属することによって、準拠集団からの影響を

受けているかもしれない。このような SNS において見られる e クチコミの特徴を考慮に入れ、

そのような e クチコミが消費者行動に与える影響を吟味することによって、e クチコミに関する

研究に対して新たな知見を提供することができるかもしれない。 

 さらに、本論が、オンラインの説得的コミュニケーションの一つとしての eクチコミに焦点を

合わせて、eクチコミが消費者行動に与える影響を吟味したのに対して、今後の研究は、オンラ

イン広告が消費者行動に与える影響も探究する必要があるだろう。本論において考慮に入れられ

た、eクチコミに特有の特徴を援用し、消費者が、1つの Webページ上に掲載された複数のオン

ライン広告に対して同時に情報処理するような状況を想定し、そのような複数のオンライン広告

が、消費者の広告に対する注意、広告対象ブランドに対する注意、広告態度、および、ブランド

態度にいかなる影響を与えるのかを分析することによって、オンラインの説得的コミュニケーシ

ョンに関する研究に対して新たな知見を提供することができるかもしれない。 
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 このように、eクチコミおよびオンライン広告のようなオンラインの説得的コミュニケーショ

ンに関する研究において取り組むべき課題は豊富に存在する。そのような豊富な課題に取り組み、

新たな知見を提供し続けることこそが、オンラインの説得的コミュニケーション研究の成熟およ

び発展に対する貢献を可能にすると考えられる。 
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図表 3－10 クチコミ対象製品の種類とクチコミの正負の比率の相互作用 
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はしがき 

 

 本論は、著者がマーケティング研究を始めてすぐに出会い、そして出会ったときから著者の知

的好奇心を駆り立て続けている e クチコミの影響についての研究成果をまとめた修士学位請求

論文である。 

 我々は、普段からインターネット上のクチコミサイトや掲示板において、複数の eクチコミを

一度に目にすることができる。それにもかかわらず、e クチコミに関する既存研究の多くは、こ

のような e クチコミに特有の特徴、すなわち、消費者が 1 つの Web ページ上で複数の e クチコ

ミに同時に露出することができるという特徴を考慮に入れずに、eクチコミが消費者行動に与え

る影響を議論していた。こうした既存研究に残された課題に、マーケティング論の研究会に入会

し、e クチコミを研究し始めた学部 3 年次以来、今日までがむしゃらに取り組んできた結果を、

修士論文という形に結実させることができたことを嬉しく思う。 

 本論の執筆だけではなく、著者の研究生活を支えてくださる多くの方々に、この場を借りて感

謝申し上げたい。まず、指導教授である小野晃典先生には、学部生時代から多大なるご指導を頂

戴した。そもそも研究とは何かということから、マーケティング研究がいかに楽しいものである

か、学問の深奥を究めることとはどういうことなのか、また、教育者はいかにあるべきかといっ

た、ここには書き尽くせないほど多くのことを学ばせていただいた。小野先生の下で研究を重ね、

自分自身を磨き続ける日々があったからこそ、著者はマーケティング研究およびその教育に生涯

をかけて取り組む決意を固めることができた。ここに心からの深い感謝の意を表したい。また、

マーケティング事象を近視眼的に捉えてしまいがちになる未熟な著者に対して、常に広い視野か

らのご指導を下さる慶應義塾大学大学院商学研究科の先生方、特に大学院の授業を通じてご指導

いただいた高橋郁夫先生、濱岡豊先生、清水聰先生、斎藤通貴先生、高田英亮先生、木戸一夫先

生、および、東京経済大学の森岡耕作先生、学内の発表会を通じてご指導いただいた小田部正明

先生および里村卓也先生、学会を通じてご指導いただいた、慶應義塾大学の池尾恭一先生、神戸
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大学の高嶋克義先生、南千恵子先生、大阪市立大学の小林哲先生、東北大学の澁谷覚先生、およ

び、上智大学の杉谷陽子先生に対しても、この場を借りて深謝したい。そして、今後も、未熟な

著者に対して、変わらず叱咤激励しご指導いただけるよう宜しくお願い申し上げたい。 

 また、学部生時代から公私にわたって親身かつ多大な助言を頂き続けた、大学院の先輩である

慶應義塾大学大学院商学研究科の千葉貴宏氏、著者に助言や激励の言葉をいつもかけて下さる、

池谷真剛氏、窪田和基氏、およびパク ユンジョン氏にも心からの感謝の意を表わしたい。さら

に、ともに議論を交わし切磋琢磨し合う大学院の仲間である白石秀壽氏、高 路氏、魏 敏氏、

朱 彦氏、林 艶葒氏、および小林佑太郎氏、また、著者に eクチコミ研究を取り組むきっかけ

を与えてくれ、研究の楽しさを教えてくれた慶應義塾大学商学部小野晃典研究会第 7期生の日浦

一樹氏、岸本啓太郎氏、松本奈保子氏、中川美穂氏、および氏田宗利氏、著者を日頃から支えて

くれる親愛なる友人である、同じく第 7期生の白石幸太郎氏、澤井友香里氏、白岩沙也佳氏、第

8 期生の黒沢祐介氏、奥野朱子氏、および佐藤遼太郎氏、そして、著者の研究に協力してくれる

だけではなく、著者をいつも元気づけてくれる、同じく第 9期生および第 10期生の後輩たちに

対しても、心からの感謝の意を申し上げたい。研究助成金をいただいた日本消費者行動研究学会、

および日本プロモーショナル・マーケティング学会、奨学金をいただいた日本学生支援機構にも、

この場を借りて謝意を表したい。 

 最後に、大学院進学という著者の決意を後押しし、金銭的にも精神的にも著者の研究生活をい

つも支えてくれる家族に対して、心からの深い感謝の意を表したい。 

 研究者としてまだまだ未熟ではあるものの、マーケティング研究の成熟および発展に貢献でき

るよう、研究を楽しむ気持ちをいつまでも忘れることなく、自分の情熱を燃やし続けながら、今

後もマーケティング研究に取り組んでいきたい。 

 

2013年 1 月 

菊盛 真衣 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（1） 

クチコミの正負の比率「10：0」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（2） 

クチコミの正負の比率「10：0」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（3） 

クチコミの正負の比率「8：2」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（4） 

クチコミの正負の比率「8：2」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（5） 

クチコミの正負の比率「6：4」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（6） 

クチコミの正負の比率「6：4」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「探索財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（7） 

クチコミの正負の比率「10：0」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（8） 

クチコミの正負の比率「10：0」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（9） 

クチコミの正負の比率「8：2」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（10） 

クチコミの正負の比率「8：2」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（11） 

クチコミの正負の比率「6：4」、ブランド熟知性「高」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰ用の仮想のクチコミサイト（12） 

クチコミの正負の比率「6：4」、ブランド熟知性「低」、クチコミ対象製品「経験財」の場合 

 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰの「探索財」版の質問票（p.1） 
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補録 1. 実証研究Ⅰの「探索財」版の質問票（p.2） 

 

 

  



補録 
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補録 1. 実証研究Ⅰの「経験財」版の質問票（p.1） 
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補録 1. 実証研究Ⅰの「経験財」版の質問票（p.2） 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（1）・（2） 

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（3）・（4） 

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（5）・（6） 

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「映画」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（7）・（8） 

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（9）・（10） 

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（11）・（12） 

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「マンガ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（13）・（14） 

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（15）・（16） 

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（17）・（18） 

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「PMP」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（19）・（20） 

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（21）・（22） 

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「属性中心的クチコミ」の場合 

  

クチコミの正負の比率「10：0」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱ用の仮想のクチコミサイト（23）・（24） 

クチコミの正負の比率「8：2」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 

 

  

クチコミの正負の比率「6：4」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」、 

「便益中心的クチコミ」の場合 



補録 
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補録 2. 実証研究Ⅱの質問票 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（1） 

クチコミの正負の比率「10：0」の場合 

 

  



補録 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（2） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「先頭」の場合 

 

  



補録 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（3） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「ランダム」の場合 

 

  



補録 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（4） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「末尾」の場合 

 

  



補録 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（5） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「先頭」の場合 

 

  



補録 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（6） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「ランダム」の場合 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）用の仮想のクチコミサイト（7） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「末尾」の場合 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）の質問票（p.1） 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）の質問票（p.2） 
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補録 3. 実証研究（Ⅲ－1）の質問票（p.3） 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（1） 

クチコミの正負の比率「10：0」、クチコミ対象製品「映画」の場合 

 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（2） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「先頭」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（3） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「ランダム」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（4） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「末尾」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（5） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「先頭」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（6） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「ランダム」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

 

  



補録 

178 

補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（7） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「末尾」、 

クチコミ対象製品「映画」の場合 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（8） 

クチコミの正負の比率「10：0」、クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（9） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「先頭」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（10） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「ランダム」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（11） 

クチコミの正負の比率「8：2」、負のクチコミの並び順「末尾」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 

 

  



補録 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（12） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「先頭」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 

 

  



補録 

184 

補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（13） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「ランダム」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）用の仮想のクチコミサイトと質問票（14） 

クチコミの正負の比率「6：4」、負のクチコミの並び順「末尾」、 

クチコミ対象製品「デジタルカメラ」の場合 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）の質問票（p.1） 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）の「映画」版の質問票（p.2） 
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補録 4. 実証研究（Ⅲ－2）の「デジタルカメラ」版の質問票（p.2） 

 


